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ペリメター概念を通じた
国境相対化の再検討

─EU 越境ガバナンスの法的・制度的側面─

柑　本　英　雄

1 ．ペリメター概念援用による CBR 研究の再検討

本論文は、EU における CBR（Cross-Border Region：以下、CBR）が、

域内統合の深化と拡大の過程で、「ペリメター（perimeter）」の役割を担

いながら、その区域の有する意味を転換することで、国境の相対化を

促進していることを明らかにする。EU 統合の深化のプロセスで実施さ

れる国境の相対化は、国境そのものの隔離性を直接的に低く誘導する

というよりも、むしろ、その国境の上に多層的なペリメターを重ね合

わせていくことで進められていると理解した方が説得力を持つ。本論

文では、その重層性による国境の相対化へのミクロリージョンの役割

を検証したい。

本論文では、これまで使用してきた CBR の和訳である「国境地域」

や「越境地域」を直接的な分析上の領域概念として使用せず、あえて、

地理学で使われる「ペリメター」を、国際政治学における地域政策 

分析に援用する。ここでは、筆者がこれまで考察してきた、EU 地域 

政策分野の「ユーロリージョン（Euroregion）」や「欧州領域協力団体

（European Grouping of Territorial Cooperation：以下、EGTC）」などが、国

境の相対化を促進してきたことの分析に用いるため、「外周」という一
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般概念よりも操作的な狭義の分析概念として用いるので、冒頭のよう

に、カタカナ表記で「ペリメター」と統一したい（1）。

まず、本論文で、この「ペリメター」を国際政治学における地域政

策分析に援用する理由を共有しておこう。地理学でいう「ペリメター」

とは、中心（core）に対して、境界的・周縁的な位置に置かれ、機能や

権力の配分において非対称な扱いを受けやすい空間の関係性を指す概

念であり、「外周」という訳語が一般的に充てられる。この概念の国際

政治学への援用は新しいものではなく、すでに、貧困や開発途上の問

題を分析する用具である世界システム論や中心・周縁理論に援用され

ている。例えば、先進国を中心（core）として、政治・経済・資本・情

報が集中し、国際社会における意思決定において、周辺部分

（perimeter）が中心の影響を受けつつも、距離的に国家の「外周」に置

かれ、中央の決定からは遠いところに位置する状況で援用される。こ

の概念が世界システム論や中心・周縁理論に援用された理由は、この

「ペリメター」という概念が機能や権力の配分の関係性を示しうるから

である。

本論文の研究対象である EU地域政策分野に関して言うと、CBR に

おいて、隣国との協力構造などが改善されれば、「ペリメター」の意味

も変容し、その中に含まれる国境そのものの意味も変容する。隣接国

との緩衝地帯として機能したり、中心地域にはない農業や漁業資源の

供給場所となっていたりもする。すなわち、単なる「国家の端っこ」

ではなく、国家の中心部分との相互作用の中で規定される位置という

ことが言えよう。これは、CBR という領域を指す国際政治学や地域政

策研究の用語だけでは表現できない、この地域分析における「関係概

念」である。CBR における外周は固定的な地理的位置ではなく、国境

両側のアクターの認識や立場、すなわち、間主観的な国家間関係にも

大きく影響を受ける。つまり、国境の相対化、あるいは、その逆の国

境の絶対化の影響である。

ペリメターの両端に位置するアクター、すなわち、国家や地方政府
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間の構造が協力的に変われば、この跨境地域のアイデンティティその

ものが変化する（ 2 ）。そして、国境そのものが主権国家の絶対的な領域

区分としての意味を残しつつも、国境を相対化しうるのである。この

プロセスの分析こそ、ペリメター概念援用の肝となる部分である（ 3 ）。

2 ．EU 統合の深化とペリメター分析の動態性

では、EU 統合の深化プロセスで、このペリメターは具体的にどのよ

うな意味を持つのであろうか。EU 統合の深化・拡大は、加盟国にとっ

て、ペリメターの意味変容を促す。De Sousa が指摘するように、EU

統合は国境地域に二重の影響を及ぼした。すなわち、一方で物理的国

境障壁を解体し、他方で国境地域を領域協力と制度革新の肥沃な土壌

へと変えた（ 4 ）。もう少し、広く一般的なことを言うと、同じ場所でも、

国家レベルでは「周縁」的な場所も、EU 統合の深化・拡大によって、

隣接国に一番近い場所ともなる。また、逆に、国家レベルでは「中心」

である場所が、EU レベルではブリュッセルなどから様々な意味で遠く、

「周縁」的な意味合いを濃くする場所となる場合もある。統合の深化に

よるペリメターの意味は、経済・政治・安全保障・制度など、どの文

脈で見るかによって、見える分析上の景色を変えてくる。また、統合

の拡大によるペリメターの意味は、静態的な制度間連関だけではなく、

EU 統合の進展や国家間関係、地方政府間関係の歴史の推移など、時間

的な推移の中で「動態的な関係性の変化」としてとらえる必要性があ

る。これが、ユーロリージョンや EGTC などの越境協力（Cross-Border 

Cooperation：以下、CBC）の動態的変化をとらえる際、ペリメター分析

概念が効果を発揮する点である。

国家と国家の境界である国境は、本来は、国家主権と国家主権がぶ

つかり合う境界線であり、その両サイドは個別に各々の主権によって

相互排他的に国家支配がなされる地域である（ 5 ）。EU 統合の進展によっ

て、EU 共通漁業政策（Common Fisheries Policy：CFP）における排他的

）
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経済水域のように、主権が超国家レベルに統合され、加盟国の個々の

排他的経済水域がCFPによって管理され、国家の直接的政策意思が反

映されにくい「相対化が徹底された境界」もすでに存在する。しかし、

本論文におけるペリメター議論の重要な部分は、どれだけ EU 統合が

進展し、シェンゲン条約の枠組みが適用されても、加盟国の主権国家

体制が維持される限り、EUにおける「主権国家の国境は依然として存

在する」という事実である。英国の EU 離脱（Brexit）は、海上におけ

るミクロリージョンやマクロリージョンの意味を、当然ながら、「協力
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界の制度化の観点である。ここで明らかになるのは、境界は固定的な

線ではなく、権力・統治・制度化によって不断に再編される空間的装
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提となる。
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【Balibar：境界＝線ではなく配分装置】

国境とは、単に個別的な差異を区切るためだけに存在してき

たのではない。むしろ同時に、そのローカルな機能を果たす

ことによって、世界そのものを分割し、構成し、表象可能な

姿を与えてきた。しかもそれは単なる空間分割ではなく、歴

史的過程の結果として形成された空間領域の配置である。そ

うした配置は、その歴史的進展を瞬間的に映し出す投影図の

ように機能する。この意味で、あらゆる地図はつねに世界地

図である。

（筆者訳）

Balibar は、領域空間はその歴史の進展と過程の瞬間的な投影として

機能しているだけであり、この意味において、あらゆる地図は常に世

界地図であると指摘する（ 7 ）。ここで Balibar が問うているのは、本研

究に当てはめてみるならば、CBR も時間の推移の中では、ある時期の

「世界の一部」を表すだけであり、このペリメターの意味変容を空間領

域の再配置として「動態分析」することへの覚悟である（ 8 ）。この

‘universitas that is omnitudo compartium absoluta’ というラテン語部分

こそ Balibar の議論の核心であり、ここで彼は、「世界とは何か」をラ

テン語的概念で言い直して、「独立した諸部分の総体」、あるいは、「自

立した部分群から成る全体」であり、局所的に投影するものであると

している。すなわち、世界地図とは、世界を、ある特定時期の、境界

をもつ部分の集合として見せる装置であると考察している。

その意味では、Balibar のいう universitas は主権国家という単位か

ら成るウェストファリア的世界であるが、欧州においては、EU の統合

の深化によって、その主権国家の国境上のペリメターの両サイドから、

国家、領土、境界、主権単位の意味の、ポスト・ウェストファリア的

問い直しが起き、universitas そのものを空間領域の再配置として再検
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証する必要が生じる。つまり、国境（state border）は「ある時点の世界

秩序」が反映された結果であり、EU 越境協力体はその「部分」の定義

を壊し、EU の越境地域形成は、世界地図の構成単位そのものを書き換

える試みである。これが、本研究が取り組む「局所に現れたグローバ

ル秩序の変容」分析の理論的根拠ともなりうる。

すでに議論したように、Balibar は、border = line（地図上の線・法的

境界）ではなく、border = partition / distribution すなわち、「世界空間

の配分装置」（ 9 ）という二層構造を示している。つまり国境は単なる線

ではなく、人の移動を選別し、資本の流れを制御し、中心／周辺を配

置し、包摂／排除を生む権力の空間装置であるとする。その意味で、

ミクロリージョンにおける境界は、単なる線ではなく、境界の再編装

置であり、その両域の空間はこれに基づいてガバナンスが執行される

ペリメターという制度空間であると考えうる。

【Foucault：領域＝統治の効果】
では、Foucault は、どのように境界を理解したのであろうか。

Foucault が指摘するように、領域（territory（10））とは法的・政治的概念

であり、ある種の権力によって統制される区域である。したがって、

領域は中立的な空間としてではなく、統治実践の産物として理解され

るべきである（11）。Elden は、Foucault の有名なレクチャーシリーズ

“Security, Territory, Population”（『安全・領域・統治される民』（12））の書

評的論文 ‘Governmentality, Calculation, Territory’ の中で、領域を固定

的容器ではなく、政治的合理性によって再編され構築される統治空間

として再定義した（13）。従来、外周は境界線の周辺地域、あるいは地理

的輪郭として理解されてきた。しかし、この理解は静態的である。統

治技術としての空間編成であるとの分析視角に立てば、ペリメターは

単なる境界領域ではなく、安全保障・市場統合・資源管理・人口移動

管理など複数の目的のために設計された、動きうる「統治の作用範囲

（governance zone）」と理解される。
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EU におけるミクロリージョンやマクロリージョンは、その意味で

Elden が示した「再編可能（calculative）」なペリメターの制度形態であ

る。EU の EGTC、海洋マクロリージョンなどは、国家国境の消滅を

意味しない。むしろ、それらは、既存主権線の上に重層的に形成され

た新たなペリメターであると考えられる。例えば、北海やバルト海、

あるいは大西洋沿岸マクロリージョンにおける漁業政策では、資源保

全、生産調整、港湾ネットワーク、沿岸共同体保護が個別のマクロ

リージョンで包括的に扱われる。このとき作用している空間単位は国

家領域ではなく、政策目的に応じ再編された機能的ペリメター

（functional perimeter）であると言えよう。

【Paasi：境界＝制度化プロセス】
Paasi によれば、地域およびその境界は自然的な所与のものではなく、

①領域形成、②象徴形成、③制度形成、④再生産というプロセスを通

じて制度化される社会的構築物である（14）。この 4 段階の地域形成プロ

セスの観点から見ると、ユーロリージョンの一部にみられる EGTC へ

の展開は、越境領域における制度化の深化、すなわち境界の高度な制

度化形態として理解することができる（15）。ユーロリージョンは主とし

て「象徴形成＋緩やかな制度化」にとどまるのに対し、EGTC は法的

主体性を伴う「制度形成の完成段階」に位置づけられる。

①領域形成（territorial shaping）

②象徴形成（symbolic shaping）

③制度形成（institutionalization）

④再生産（reproduction / stabilization）
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図 １ 　地域の制度化における相互作用的段階（Paasi, １986: １２１）

【関係性からの国際政治学ロジックの整理】
では、ここで、これらの学際的な観点から、ペリメター論を国際政

治学へ接続してみよう。国際政治学は伝統的に、主権国家と固定国境

を前提に空間を理解してきた。しかし現代の EU 統治は、国家領域内

部だけでなく、越境的・海域的・都市圏的・インフラ網的空間単位で

展開している。すなわち、EU の国境相対化戦略は、物理的国境は維持

しつつ、国境そのものの意味のダイレクトな変容というよりも、その

境界を含むペリメターを戦略的に重層化し、領域の再編成（territorial 

recalculation）を実施していると考えうる。すなわち、「統合の深化」と

は、国境の両サイドの「関係」を協力的言説、協力的プロジェクトを

用いて変容させることで、結果として国境の相対化を図る作業を推進

していると言い換えることができる。この「ペリメター」という概念

が、機能や権力の配分の制度間連関を示しうるからである。

そのような学際的接続を試みることで、ペリメター概念は、以下の

3 点で、国際政治学的な有効性を確認しうる。

①　主権概念の変容を説明できる

②　国境の意味を線から帯へ転換できる

③　つまり、領域統治の再編成を説明できる
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まず、①にあるように、ペリメター概念を援用することで、EU の統

合深化プロセスで国境周辺地域における加盟国の主権概念の変容を説

明できる。すなわち、主権を確立する国境は消滅せず、主権の作用範

囲を再編する。次に、②のように、国境の意味を線から帯へ転換でき

る。「領域性（territoriality）」の変容により、国境線（border line）では

なく政策帯・作用範囲（policy belt/management zone）として把握できる。

さらに、③のように政治地理の概念を援用することで、領域統治の再

編成を説明できる。これは、既存の国際政治学のような、安全保障空

間を「現実主義的政治空間理解」としてとらえ、経済空間を「自由主

義的政治空間」としてとらえるグランドセオリーの分離に架橋する、

新たな分析手法とも考えうる。ゆえに、分析概念としてのペリメター

は、ポスト主権時代の「領域（territory）」の再編を記述しうる国際政

治学の理論概念として有効であると言えよう。

4 ．広域ペリメターと狭域ペリメター

【ペリメター研究の嚆矢】

ここで、その嚆矢となる Chilla らの考察を使いながら、具体的にペ

リメターの重層性による国境の相対化を検証してみよう。Chilla らは、

マルチレベルに展開する EU の CBC には「CBR ペリメター」が存在し、

このペリメターでのガバナンスには、国境の両サイドからマルチレベ

ルのアクターが参加するとする（16）。Chilla らは、このペリメター概念

の整理を、①領域の範囲（territorial scope：どこまで包摂するか）、②領域

の任務（territorial mandate：誰が統治権限を持つか）、③領域的組織化

（territorial organization：EGTC等の制度形態）の観点から整理している（17）。

まず、①の領域の範囲については、そのペリメターがどこまで包摂す

るかがポイントとなる。その CBR（越境協力）は、どの領域において機

能しているのか、さらに、越境協力における「外部境界（external 

borders）」を、いかに定義するのかである。続いて、②の領域の任務で
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ある。これは、そのペリメターにおいて、誰が統治権限を持つのかと

いう問いに直結する。越境協力は、与えられたペリメターの内部で、
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ぞれはいかなる役割を担っているのかが問題となる。

すでに引用したように、Balibar のいう ‘universitas’ は、主権国家と

いう個々の部分から成る世界である。しかし、欧州では、EU 統合の深

化によって、その構成単位である国家・領土・境界の意味そのものが

問い直されている（18）。その観点で、EU の ‘universitas’ は動態的に再

編されつつあり、EU 越境地域形成は、その空間秩序の再構成として理

解することができる。本稿では、さらに、ペリメターによる「重層性」

の動態分析を行うため、Chilla らのペリメター概念を援用しながら、

拙著『EU のマクロリージョン』での知見を使って、「国境の相対化」

の思考実験をしてみよう。

【マクロリージョンとミクロリージョンの違い】

この EU のペリメターの多層的配置については、国境の相対化を図

る重要な EU 地域政策である INTERREG プログラムに、A（ミクロリー

ジョンを利用した越境協力：Cross-Border Cooperation）、B（マクロリージョ

ンを利用したトランスナショナル協力：Transnational Cooperation）、C（メガ

リージョンを利用したリージョン間協力：Interregional Cooperation）の 3 つ

が重層的に用意されている（19）。
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表 １　 ３つの国境相対化デバイスがそろった INTERREGⅢプログラム

呼称 英語 EU 地域政策 内容 領域規模
越境協力 Cross-Border 

Cooperation or 
Trans-frontier 
Cooperation

INTERREG
Ⅲ A

隣接する市町村レ
ベルの地方政府、
あるいは、州レベ
ルの地方政府が、
2 つ、あるいは 3
つ以上で実施する
地方政府間協力

ミクロリー
ジョン

トランスナショナ
ル協力

Transnational 
Cooperation

INTERREG
Ⅲ B

市町村レベル、州
政府レベルだけで
なく、国家中央政
府も含み込み、比
較的大きな領域を
カバー

マクロリー
ジョン

リージョン間協力 Interregional 
Cooperation

INTERREG
Ⅲ C

国境で隣接しない
州政府間などの協
力

メ ガ リ ー
ジョン

（筆者作成（20））

INTERREG は、プログラムの名称からもわかるように、それぞれが、

EU 域内の対象地域同士の制度的連関を変容させ、国境の相対化を図っ

てきた。本来であれば、本研究においても、ミクロリージョンを使っ

て国境の相対化を図る A プログラム、マクロリージョンを使って国境

の相対化を図る B プログラム、メガリージョンを使って国境の相対化

を図る C プログラムのすべてについて、思考実験ができればよい。し

かし、C プログラムのメガリージョンは EU 全体を 1 つの領域ととら

えてプログラムの対象とし、「湿地帯プログラム」や「空港地域プログ

ラム」のように、特定課題（Issue）による対象地域抽出が行われるの

で、基本的に「国境」そのもの相対化がアクターに意識されにくい。

そこで、本思考実験では、C プログラムのメガリージョンは対象から

除くことにする。まず、ペリメターとしてのミクロリージョン分析に

入る前に、思考実験として、マクロリージョンを「ペリメターの重層
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性」の事例として扱おう。ただし、ここで留意しなければいけないの

は、マクロリージョンは国境を跨いではいるが「跨境」だけが大きな

意味を持つ地域ではなく、広域にパッチをあてることによって国境の

相対化を図っている広域ペリメターと考えた方が理解しやすいことで

ある。一方、あとで検証する CBR はミクロリージョンであり、まさに、

「跨境」が意味を持つ、狭域ペリメターであると言えよう。

さらに、もう一点、留意しなければならないポイントがある。それ

は、物理的な領域の広さが問題なのではなく、国家のかかわり方、国

境のとらえ方、参画する中心アクターの違いによってこそ、広域ペリ

メターと狭域ペリメターの違いが出るのであって、マクロリージョン

とミクロリージョンは、「広さ」そのもので切り分けられるのではない

というトポロジー的な視点である。

加えて、ペリメターの援用による分析の視座で、「対立から協力への

言説転換」の他に、もう一点重要なのが、「クロススケールの分析視

座」である。「国境の両サイドからマルチレベルのアクターが参加す 

る（21）」ことは、Chilla らも指摘するところである。しかし、このとき

の参加は、EU 的マルチレベルガバナンスを前提としたヒエラルキーに

はめ込まれた各層のガバナンスへの参画である。国家レベル、リー

ジョンレベル、ディストリクトレベル、ローカルレベルのように、国

家は国家同士、リージョンはリージョン同士、ディストリクトはディ

ストリクト同士、ローカルはローカル同士、各層のカウンターパート

が国境を挟んで参加する。これは、ミクロリージョンが国境を挟んだ

「CBR ペリメター」であることから、リージョンが中心的アクターと

なるマクロリージョンに比べて、階層的に低いディストリクトやロー

カルのアクターが中心的役割を担うからである。しかし、筆者がクロ

ススケール・リージョナルガバナンス（Cross-Scale Regional Governance：

以下、CSRG）で検証したように、「協力から対立への言説転換」とまで

はいかないが、「対立を前提とするモデル」があり、州レベルのアク

ターが自国の政策の変更を促すために、EU レベルの資源や法を操作す
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る政治力を、州レベルネットワークを駆使して行使する場合がある（22）。

この広域ペリメターと狭域ペリメターの違いは、「埋め込まれたヒエラ

ルキー」の序列における国家のパワーの強さにも依存する。すなわち、

狭域ペリメターである CBR では、国境を挟み、主権の問題をどのよう

に解決するのかを常に突きつけられるペリメターであることから、国

家アクターの影響が EU 主導のマクロリージョンより大きいというこ

とが考えられる。

ここで、Jauhiainen の理解に従って、CBC 研究におけるガバナンス

研究を蓄積してきた Jessop と Perkmann の見解を整理してみよう（23）。

Jessopは、制度的配置の「戦略的選択性（strategic selectivity of institutional 

arrangements）」という観点から、マルチレベル・ガバナンスの制度は、

アクターなどに対して中立ではないと指摘する。すなわち、制度は、

あるアクターには有利に、また、別のアクターには不利に働く、つま

り、形成される制度空間そのものが選択的・偏向的である点を重視す

る。これを CBC に引きつけると、EU・国家・地方政府や、ユーロリー

ジョンや INTERREG 事務局などが存在していても、全員が平等に政

治的影響力を持つわけではない。CBC の制度設計そのものが、

誰が資金にアクセスできるか

誰がガバナンスを主導できるか

誰がペリメターを定義できるか

を 決 め る の で あ る。 つ ま り、 こ の CBC の 領 域 的 な ガ バ ナ ン ス

（territorial governance）は権力中立的（power-neutral）ではない。

Perkmann は、この Jessop 的理解をさらに CBC で展開し、CBC に

はアクターと制度間の循環的相互関係が存在すると考察した。制度が

アクターの行動を形成し、アクターが制度を再生産する円環的な循環

構造の関係性である。すなわち、Perkmann は、ユーロリージョンや

CBC が単なる国境の持つ乖離性の除去ではなく、新しいガバナンスの
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スケールを形成していることを指摘した。つまり、CBR では、アク

ターが単純に制度を再生産するのではなく、アクターの行為によって

制度的環境が継続的に変化し、逆に制度がアクターの行為の可能性や

利益などをも再形成すると議論している。この「新しい領域性」の観

点から、ミクロリージョンでは対立的な CSRG モデルよりも、協力的

な MLG モデルが選択され、国境の両サイドの国家アクターが「循環

的相互関係」の中で存在感を発揮するのである。
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【ペリメターとしてのマクロリージョン】

表 ２　マクロリージョン的領域概念の比較整理（MLG＋ CSRG）

概念 英語 詳細
①領域の範囲（どこ
まで包摂するか）

Territorial scope ・マクロリージョンにおける領域の設
定目的は、従来の国境線や行政区域を
前提とせず、機能的空間を単位として
再編成。
・北海地域では、漁業資源管理、環境
保全といった課題が単独国家では処理
しにくく、複数国家・複数レベルの協
働が必要。
・そのためマクロリージョンは、国家
主権を否定するものではなく、既存国
家の上に政策解決型の広域協治空間を
形成することを目的。

②領域の任務（誰が
統治権限を持つか）

Territorial 
mandate

・マクロリージョンにおけるデーモス
（demos：政治的共同体）は、共通課題
への参加を通じて形成される機能的公
共圏。
・たとえば北海やバルト海をめぐる地
域では、海洋資源や地域経済の将来を
めぐって越境的に関与することで、限
定的ながら共有された政治的主体が形
成。
・政策分野ごとに生成される多層的・
部分的デーモス。

③領域的組織化 Territorial 
organization

・マクロリージョンでは、その目的達
成を主導する主体として、国家のみな
らず地方政府・自治政府・都市圏が重
要な役割を担う。
・lead partner は、中央政府の代理人
ではなく、クロススケール・リージョ
ナルガバナンスの中で、地域利益を
EU 空間へ接続する戦略的行為主体と
して機能。

（筆者作成）
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では、さきほど議論したマクロリージョンとミクロリージョンの違

いを踏まえ、まず、①のマクロリージョンにおける領域の範囲

（territorial scope）について検討してみよう。広域ペリメターの場合、

領域の設定目的は、従来の国境線や行政区域を前提とするのではなく、

海域・流域・物流圏・資源圏など、実際の政策課題が発生している機

能的空間を単位として再編成する点にある。たとえば北海地域では、

エネルギー供給、海上交通、安全保障、漁業資源管理、環境保全と

いった課題が単独国家では処理しにくく、複数国家・複数レベルの協

働が必要となる。そのためマクロリージョンは、国家主権を否定する

ものではなく、既存国家の上に政策解決型の広域協治空間（problem-

solving perimeter）を形成することを目的とする（24）。

次に、②の領域の任務（territorial mandate）である。広域ペリメター

であるマクロリージョンにおいて誰が統治権限を持つのか、誰がその

対象デーモス（Demos）となるのであろうか。マクロリージョンは、統

治領域ではなく、新たに作られた「EU 政策容器」の意味合いが強 

い（25）。単一民族的・国家的人民ではなく、共通課題への参加を通じて

形成される機能的公共圏として理解される。たとえば北海やバルト海

をめぐる地域では、沿岸自治体、漁業団体、港湾関係者、企業、環境

NGO などの市民社会アクターが、海洋資源や地域経済の将来をめぐっ

て越境的に関与することで、限定的ながら共有された政治的主体が形

成される。これは国民国家型デーモスではなく、政策分野ごとに生成

される多層的・部分的デーモスであり、EU 統合下の新しい正統性基盤

とも位置づけられる（26）。このような新しい機能的公共圏としての広域

ペリメターを国境の上に重ねることで、EU 域内国境の相対化を図って

いるのである。

③の領域的組織化（territorial organization）は、マクロリージョンの

広域ペリメターでは、どのような形態をとるのであろうか。その目的

達成を主導する主体として、国家のみならず地方政府・自治政府・都

市圏が重要な役割を担う。たとえばスコットランド北東部のアバ
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ディーン州政府は、既述のように、北海エネルギー政策、港湾ネット

ワーク、漁業政策、対ノルウェー協力などにおいて、自らを北海圏の

結節点として位置づけ、EU レベルの政策資源を引き寄せようとしてき

た。このようにリードパートナー（lead partner）は、中央政府の代理人

ではなく、クロススケール・リージョナルガバナンスの中で、地域利

益を EU 空間へ接続する戦略的行為主体として機能する（27）。

5 ．狭域ペリメターとしてのミクロリージョン

表 ３　ミクロリージョン的ペリメター概念の整理（２8）

概念 英語 詳細
領域の範囲（どこま
で包摂するか）

Territorial scope 越境協力は、どの領域において機能し
ているのか。越境協力における「外部
境界（external borders）」を、いかに
定義するのか。

領域の任務（誰が統
治権限を持つか）

Territorial 
mandate

越境協力は、与えられたペリメターの
内部で、いかなる目的を果たそうとし
ているのか。また、どのような政治的
正統性に基づいているのか。それは単
一課題型の協力（たとえば交通プロ
ジェクト）なのか、それともより包括
的・一般的な構想を持つものなのか。

領 域 的 組 織 化
（EGTC 等の制度形
態）

Territorial 
organization

どの領域当局が、どの国境のどちら側
から、またどの統治レベルから参加し
ているのか。そして、それぞれはいか
なる役割を担っているのか。

（筆者作成）

では、さきほどのマクロリージョンの思考実験を踏まえて、狭域ペ

リメターとしてのミクロリージョンを検証してみよう。まず、①の領

域の範囲（territorial scope）である。つまり、どこまで狭域ペリメター

に包摂するか、越境協力は、どの領域において機能しているのか、越

境協力における「外部境界（external borders）」を、いかに定義するの
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ディーン州政府は、既述のように、北海エネルギー政策、港湾ネット

ワーク、漁業政策、対ノルウェー協力などにおいて、自らを北海圏の

結節点として位置づけ、EU レベルの政策資源を引き寄せようとしてき

た。このようにリードパートナー（lead partner）は、中央政府の代理人

ではなく、クロススケール・リージョナルガバナンスの中で、地域利

益を EU 空間へ接続する戦略的行為主体として機能する（27）。

5 ．狭域ペリメターとしてのミクロリージョン

表 ３　ミクロリージョン的ペリメター概念の整理（２8）

概念 英語 詳細
領域の範囲（どこま
で包摂するか）

Territorial scope 越境協力は、どの領域において機能し
ているのか。越境協力における「外部
境界（external borders）」を、いかに
定義するのか。

領域の任務（誰が統
治権限を持つか）

Territorial 
mandate

越境協力は、与えられたペリメターの
内部で、いかなる目的を果たそうとし
ているのか。また、どのような政治的
正統性に基づいているのか。それは単
一課題型の協力（たとえば交通プロ
ジェクト）なのか、それともより包括
的・一般的な構想を持つものなのか。

領 域 的 組 織 化
（EGTC 等の制度形
態）

Territorial 
organization

どの領域当局が、どの国境のどちら側
から、またどの統治レベルから参加し
ているのか。そして、それぞれはいか
なる役割を担っているのか。

（筆者作成）

では、さきほどのマクロリージョンの思考実験を踏まえて、狭域ペ

リメターとしてのミクロリージョンを検証してみよう。まず、①の領

域の範囲（territorial scope）である。つまり、どこまで狭域ペリメター

に包摂するか、越境協力は、どの領域において機能しているのか、越

境協力における「外部境界（external borders）」を、いかに定義するの
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かである。この狭域ペリメターにおける国境線は、通常の国家間の主

権がぶつかり合う単なる国境線、あるいはその領域ではなく、この両

側の参加自治体・制度主体の領域を束ねて形成される領域となる。す

なわち、筆者がこれまでミクロリージョンの検証で論じてきたように、

領域の再構成が行われ、主権国家由来でない空間の輪郭、すなわち、

新しいガバナンス単位としての外周が形成され、「新しい制度的領域

（institutionally produced territory）（29）」が生み出されている。つまり狭域

ペリメターは、「単なる線とその周辺地域」ではなく、統治能力の空間

的外延としての新しい意味を持つ。ただし、このペリメターは、主権

国家を基礎とするウェストファリア的領域秩序を消滅させるものでは

ない。むしろ、既存国境の上に超国家的プログラムを重層化すること

で、国境の領域性を変容させる（30）。

次に、②の領域の任務（territorial mandate）、すなわち、誰が統治権

限を持つかである。この越境協力は、与えられたペリメターの内部で、

いかなる目的を果たそうとしているのだろうか、また、どのような政

治的正統性に基づいているのだろうか。それは単一課題型の協力（たと

えば交通プロジェクト）なのか、それともより包括的・一般的な構想を

持つものなのか。これは、ピレネーの EGTC（31）で分析をしたように、

統治権限は当然、国家に帰属する。しかし、その狭域ペリメターの運

営に関わる組織については、超国家組織が EU 法に基づく法人として

の新しい地位を付与している。すなわち、EU 深化が越境地域の主権概

念を、狭域ペリメターを通じて再編し、分断された社会の象徴である

国境に重層的なパッチの 1 つをあてたのである。

続いて、③の領域的組織化（territorial organization）である。すなわ

ち、どの領域当局が、どの国境のどちら側から、またどの統治レベル

から参加しているのか、そして、それぞれはいかなる役割を担ってい

るのかである。この狭域ペリメターとは、ユーロリージョンなどへ、

州政府やそれよりも小さな地方政府が参加し、自主的な制度化を通じ

て、国境の相対化を促進し、EU など超国家機関レベルからのさらなる
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制度化を希求するようになる。これが、EU 法によって提供された枠組

みである EGTC である。筆者は、この研究に先立って、欧州の CBR

において、ユーロリージョン（Euroregion）が CBC 促進の「孵卵器

（incubator）」として越境協力を制度化したことを、制度発展の観点から

整理し、欧州における国境相対化の制度的進展の特徴を明らかにし 

た（32）。この段階では、この領域秩序の再編は、欧州評議会（Council of 

Europe：以下、CoE）の規範を使いながら「制度的空間」として CBC を

進展させていくプロセスであり（33）、そのユーロリージョンの出現こそ

が国境地域における「ペリメターの出現」ととらえることができた。

そして、そのプロセスの検討で明らかになったのは、確定的なガバナ

ンス形態としてユーロリージョンが固定されているのではなく、欧州

やその領域国家の社会状況の変化に合わせて、一部のユーロリージョ

ンが EGTC という EU の制度的枠組みを使いながら、さらに、質的な

変化を遂げていることであった（34）。これこそが、まさに、ペリメター

における「関係性の変化」の概念に他ならない。

6 ．結論：狭域ペリメターによる国境の相対化

【境界線支配】
国家 A ─ 境界 ─ 国家 B

↓ 統合の進展

【ペリメターの出現】
国家 A ─ 外周（Euroregion） ─ 国家 B

↓ 制度化の要請（CoE 的制度化）

【ペリメターの EU 制度化】
国家 A ─ 外周（EGTC） ─ 国家 B
↑
EU 法が枠組み提供

図 ２　狭域ペリメターのEU制度化
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制度化を希求するようになる。これが、EU 法によって提供された枠組

みである EGTC である。筆者は、この研究に先立って、欧州の CBR

において、ユーロリージョン（Euroregion）が CBC 促進の「孵卵器

（incubator）」として越境協力を制度化したことを、制度発展の観点から

整理し、欧州における国境相対化の制度的進展の特徴を明らかにし 

た（32）。この段階では、この領域秩序の再編は、欧州評議会（Council of 

Europe：以下、CoE）の規範を使いながら「制度的空間」として CBC を

進展させていくプロセスであり（33）、そのユーロリージョンの出現こそ

が国境地域における「ペリメターの出現」ととらえることができた。

そして、そのプロセスの検討で明らかになったのは、確定的なガバナ

ンス形態としてユーロリージョンが固定されているのではなく、欧州

やその領域国家の社会状況の変化に合わせて、一部のユーロリージョ

ンが EGTC という EU の制度的枠組みを使いながら、さらに、質的な

変化を遂げていることであった（34）。これこそが、まさに、ペリメター

における「関係性の変化」の概念に他ならない。

6 ．結論：狭域ペリメターによる国境の相対化

【境界線支配】
国家 A ─ 境界 ─ 国家 B

↓ 統合の進展

【ペリメターの出現】
国家 A ─ 外周（Euroregion） ─ 国家 B

↓ 制度化の要請（CoE 的制度化）

【ペリメターの EU 制度化】
国家 A ─ 外周（EGTC） ─ 国家 B
↑
EU 法が枠組み提供

図 ２　狭域ペリメターのEU制度化
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De Sousa の部分でも述べたように、統合の進展によって、この国境

周辺の CBR の意味は「分断された地域」から「交流可能な連続性のあ

る地域」に変容する。図 2 を見てみよう。さまざまな社会条件の変化

が促す国境の相対化によって、国家 A の国境隣接内部地域と国家 B の

国境隣接内部地域が、国境を挟んでひとつの狭域ペリメターとして出

現する。さらに、このペリメターでの人・モノなどの物理的越境行為

が盛んになると、両サイドの地方政府から「ペリメターの制度化の要

請」が高くなる。これが、筆者が拙稿「ユーロリージョンの意義と限

界」で検証したユーロリージョンによる制度化である。このとき、制

度化は欧州評議会のマドリード枠組条約等を背景とする「CoE 的制度

化」と呼ぶことも可能であろう。というのも、両サイドの国家主権（ 3

国の場合は 3 つのサイド）は、当然、絶対的なものであり侵害されえない

状態のまま、「国境を挟んだ協力関係」が進展・維持されるからである。

さらに、このユーロリージョンによるペリメターの制度化は、EU 統

合の深化によって、次のステージに進む。すなわち、筆者が「ユーロ

リージョンの意義と限界」で考察したペリメターの「EU 的制度化」で

ある。ここでは、EU による国境の相対化がさらに推し進められ、EU

法による EGTC の枠組みが提供される。ここでも、先に述べたように、

制度としての「物理的国境」は依然として存在する。しかし、EGTC

のような EU 法に基づく法人格を有する「ペリメター運営」のための

制度が、国境の相対化の意味を、主権の観点からも一歩推し進める（35）。

このように、本研究の対象であるミクロリージョンにおける国境の相

対化を分析するには、ペリメターの概念を援用しながら、EU 統合の進

展や国家間関係、地方政府間関係の歴史の推移など、時間的な推移の

中で分析していくことの有効性が明らかとなった。

本研究は、JSPS 科研費基盤研究（C）「EU 越境協力枠組み EGTC の研究：
ハンガリーをめぐる重層的地域の権力関係」（課題番号20K01532、2020年 4
月─2025年 3 月）の研究成果を基礎とするものである。

）
六
八
（

20

政
経
研
究

　第
六
十
三
巻
第
一
・
二
号
（
二
〇
二
六
年
九
月
）

八
八

注
（ 1 ） 境界については、人文地理学会がまとめた『現代地政学事典』で詳細

な議論が行われている。『現代地政学事典』編集委員会編、人文地理学会
編集協力『現代地政学事典』丸善出版、2020年。

（ 2 ） 中央ヨーロッパの「カルパチアユーロリージョン」のロゴを例に、跨
境地域のアイデンティティ変容について議論している拙稿を参照されたい。
柑本英雄「ユーロリージョンの意義と限界─ EGTC 登場以前の欧州越境
協力の制度的展開─」日本大学法学部法学研究所 / 日本大学法学部政経研
究所『法学紀要』第67巻、2026年、79-111頁。Region のアイデンティティ
の変容については、以下を参照されたい。Anssi Paasi, “Regional Planning 
and the Mobilization of ‘Regional Identity’: From Bounded Spaces to 
Relational Complexity,” Regional Studies 47, no. 8 （2013）: 1206-1219.

（ 3 ） 地方自治体の国際的アクターへのアイデンティティの変容過程につい
ては以下を参照。柑本英雄『国際的行為体とアイデンティティの変容─欧
州沿岸辺境地域会議と共通漁業政策をめぐって』成文堂、2000年。

（ 4 ） Luis De Sousa, “Understanding European Cross-border Cooperation: 
A Framework for Analysis,” Journal of European Integration 35, no. 6

（2013）: 669.
（ 5 ） 境界や国境をめぐる問題についての研究の成果としては、北海道大学

スラブ・ユーラシア研究センターによる「ボーダースタディーズ（境界研
究）」が挙げられる。日本国際政治学会編『ボーダースタディーズの胎動

（国際政治162号）』日本国際政治学会、2010年。岩下明裕『入門 国境学：
領土、主権、イデオロギー』中央公論新社、2017年。川久保文紀「領域性
のリスケーリングと国境空間の再編─ IR とボーダースタディーズからの
接近」『中央学院大学法学論叢』第29巻第 2 号、2016年、119-144頁。

（ 6 ） 統合の縮小の例としては、Brexit がその事例となろう。柑本英雄「英
国の EU 離脱、スコットランドの英国からの独立問題」『地理月報』548号、
二宮書店、2017年、9-12頁。

（ 7 ） Étienne Balibar, Politics and the Other Scene, （London: Verso, 
2002）: 93.

（ 8 ） 動態的なリージョンの変容については、英国ランカスター学派の用い
る社会学的分析用具 Time-space envelope approach の考察が基礎となる。
Ngai-Ling Sum, “A Temporal-spatial Approach on Cross-border 
Subregions: Time-space Envelopes and Governance,” in Regionalism and 
Subregionalism in East Asia: The Dynamics of China, eds. Glenn 
Drover, Graham Johnson, and Julia Tao Lai Po-Wah （New York: Nova 
Science, 2001）: 29-44; Ngai-Ling Sum, “Time-space Envelopes, Governance 
and the Subregion of 'Greater China ' ,”  in Regionalism and 
Subregionalism in East Asia: The Dynamics of China, eds. Glenn 
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人口減少下における
自治体運営の制度変化

─岡山県美咲町「賢く収縮」するまちづくりの展開過程─

林　　　紀　行

（目次）

1　はじめに

2　スマートシュリンクをめぐる議論と分析視角

３　美咲町における問題状況と「賢く収縮」の形成過程

4　「賢く収縮」するまちづくりの展開過程

5　おわりに

1 　はじめに

わが国では、人口減少と高齢化の進行により、地方自治体を取り巻

く環境が大きく変化している。これまで地方自治体は、人口増加や経

済成長を前提として、行政サービスの拡充や公共施設の整備を進めて

きた。しかし、人口減少社会においては、こうした拡大型の自治体運

営を維持することが困難になっている。こうした中、人口減少を前提

とした自治体運営を説明する概念として、スマートシュリンクが注目

されている。スマートシュリンクとは、人口減少を構造的変化として

受け止め、限られた資源を再配分しながら、地域機能や住民生活の質

を持続可能な形で維持しようとする考え方である（1）。ただし、実際の

自治体運営は、必ずしもスマートシュリンクの理論を参照して展開さ

論　説
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れるわけではない。それは、人口減少、財政制約、公共施設の老朽化

等への実務的対応が先行し、その取組が事後的にスマートシュリンク

として位置づけられる場合もあるからである。

こうした自治体運営の制度変化を検討する上で、岡山県美咲町の取

組は重要な事例である。美咲町では、人口減少、歳入縮小、公共施設

の老朽化への対応を検討する中で、「賢く収縮」という政策言説が次第

に形成されていった。本論文では、この「賢く収縮」を、単なる削減

方針ではなく、人口減少を前提に限られた財源を再配分し、公共施設

再編を含む自治体運営全体の見直しを通じて、持続可能な地域運営を

図ろうとする政策言説としてとらえる。

以上をふまえ、本論文は、美咲町において「賢く収縮」が住民や議

会を含めて広く受容されたか否かを検証するのではなく、この政策言

説が行政内部でいかに形成され、計画、予算、事業へ制度化されて

いったのかを明らかにすることに力点を置く。なお、本論文でいう制

度変化とは、政策言説が行政計画、予算、事業、その他の制度的ルー

ルや実践に組み込まれていく過程を指す。分析にあたっては、都市縮

小を生み出す構造条件を整理するために Haase らのモデル（2）を参照す

るとともに、縮小をめぐる認識と政策言説が制度へ組み込まれる過程

を検討するためにMarjanovićらのモデル（３）を用いる。ただし、美咲町

の「賢く収縮」は、これらの理論を参照して形成されたものではない。

そのため、本論文では、行政内部で形成された「賢く収縮」という政

策言説とその展開過程を、これらのモデルに基づいて、検討する。

本論文では、施政方針、町長・職員へのインタビュー資料、各種計

画、議会会議録を中心に、各資料の性格に応じて分析に用いた。具体

的には、施政方針および町長・職員へのインタビュー資料は、人口減

少をめぐる問題認識と政策言説の形成を把握するために用いた。振興

計画、行財政改革大綱、教育振興基本計画等は、「賢く収縮」が行政計

画へ組み込まれる制度変化の過程を分析するために用いた。予算およ

び具体的事業は、政策言説が自治体運営上の判断基準として実装され
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た過程を把握するために用いた。さらに、議会会議録については、「賢

く収縮」という用語の使用状況を把握するため、発言回数および発言

者を確認した。ただし、発言回数は、議会における用語の使用状況を

把握するための補助的資料として位置づけるにとどめ、政策言説の共

有や議会全体の賛同を直接示すものとは解釈しない。

本論文の構成は、以下の通りである。第 1節では、本研究の背景と

問題意識を示す。第 2節では、都市縮小およびスマートシュリンクを

めぐる先行研究を整理した上で、Haase らおよび Marjanovićらのモデ

ルを用いた本論文の分析枠組みを示す。第 ３節では、美咲町において

「賢く収縮」が形成される背景となった人口、財政、公共施設等の構造

条件を整理し、〇つの段階に区分した展開過程を示す。第 4節では、

それぞれの段階について、問題認識、政策言説の形成、制度化という

観点から分析する。第 5節では、分析結果、学術的・実務的意義およ

び本論文の限界を整理する。

2　スマートシュリンクをめぐる議論と分析視角

⑴　人口減少社会と自治体運営の再編課題

人口減少と高齢化の進行は、税収基盤や地域の担い手の縮小をもた

らす一方で、社会保障や生活支援への需要を増大させると指摘されて

いる。その結果、地方自治体は、行政需要の増加と財源・人的資源の

縮小が同時に進行するという構造的課題に直面している（4）。

こうした状況への対応は、単なる自治体運営の効率化にとどまるも

のではない。人口減少社会に対応しながら、インフラ、土地利用、公

共施設、地域運営のあり方をどのように再構築していくのかという課

題である。スマートシュリンクは、このような人口減少社会における

都市・地域の再編をめぐる議論を背景として展開されてきた。
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⑵　都市縮小の研究とスマートシュリンク論

人口減少や産業構造の転換に伴う都市縮小（urban	shrinkage）をめ

ぐっては、欧州・北米を中心に、1990年代以降、研究の蓄積が進めら

れてきた。当初、都市縮小は、「decline（衰退）」、「decay（荒廃）」、

「blight（都市荒廃）」、「abandonment（放棄）」など、衰退を示す現象の一

部として理解されることが多かった（5）。しかし、その後、Haase（ 6）ら

によって、都市縮小を独自の分析対象としてとらえる研究が進められ、

その縮小の原因、影響、政策応答をめぐる議論が展開されてきた。

本論文では、都市縮小を構造的・動態的過程として分析した Haase

らの研究に着目する。Haase らは、都市縮小を単なる人口減少の結果

としてではなく、複数の要因が相互作用する動態的な過程としてとら

え、図 1に示す「ヒューリスティック・モデル（heuristic	model）」（ 7）を

提示した。

図 1　都市縮小の「ヒューリスティック・モデル」

多層的・多部門における
政策と意思決定

多様なアクター
と制度の作用

（出典）Haase	et	al.	（2014）をもとに作成。

このモデルの構造は以下の通りである。第一に、「グローバル・広域

レベルにおける都市縮小のドライバー（global	and	regional	drivers	of	

shrinkage）」が存在する。具体的には、経済衰退、人口構造の変化、郊
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外化、紛争や災害などが含まれ、これらは個々の自治体では制御が困

難な外生的条件として作用する。第二に、これらのドライバーは、「地

域（ローカル）レベルにおける都市の展開（urban	development	at	the	 local	

scale）」に影響を与え、その過程で人口減少が生じる。第三に、人口減

少は、高齢化、施設利用の低下、空き家・空地の増加、社会的・空間的

な分離の進行（reinforced	segregation）、失業、投資の撤退（disinvestment）、

税収不足（tax	deficits）など、都市の展開に対する直接的・間接的な帰

結をもたらす。第四に、こうした過程全体に対して、多層的・多主体

的なガバナンス（governance）が介在する。具体的には、多層的・多部

門における政策と意思決定、多様なアクターと制度の作用（agency	of	

various	actors	and	institutions）を通じて、都市縮小への応答が形成される。

そして、人口減少に伴う直接的・間接的な影響とそれに対するガバナ

ンス上の応答は、相互にフィードバックしながら、再び地域（ローカ

ル）レベルにおける都市の展開に影響を及ぼし、その後の都市の展開

の方向性を規定する（8）。

Haaseらのモデルは、都市縮小を一方向的な衰退過程としてではなく、

人口減少、都市の展開への影響、政策応答、ガバナンスが相互に作用

する循環的・動態的過程としてとらえている点に特徴がある。これを

ふまえ、縮小をめぐる「政策言説（policy	discourse）」が、いかにして制

度変化を媒介するのかという問題に着目したのがMarjanovićらの研究

である。Marjanovićらは、都市縮小がいかにして「認識（recognizing）」

され、さらに「受容（accepting）」へと至るのかを説明するために、図

2に示す「都市縮小の受容を理解するための概念モデル（the	conceptual	

model	for	understanding	acceptance	of	urban	shrinkage）」（ 9）を提示した。そ

の概要は以下の通りである。
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図 2　都市縮小の受容を理解するための概念モデル

（出典）Marjanović	and	Lilius	（2026）をもとに作成。

このモデル（10）は、Haase らの「ヒューリスティック・モデル」をふ

まえつつ、Schmidt の「言説的制度論（discursive	 institutionalism）」を組

み合わせて、都市縮小がどのように「認識」から「受容」へ至るのか

を説明するものである。ここでは、「都市縮小の条件（urban	shrinkage	

conditions）」と「制度的環境（institutional	setting）」が出発点となる。

Marjanovićらは、「都市縮小の条件」を明示的に定義しているわけでは

ないが、これは、Haase らのモデルにある「グローバル・広域レベル

における都市縮小のドライバー（global	and	regional	drivers	of	shrinkage）」

に相当すると考えられる。そして、「制度的環境」とは、それぞれの縮

小する地域に固有の制度的要因から構成され、それらは一定の事実的

条件が政策問題として認識され、どのように枠づけられるのかを左右

するものであるとしている（11）。

次に、「都市縮小の条件」と「制度的環境」を意味づける役割を担う

のが、「都市縮小をめぐる言説（urban	shrinkage	discourse）」である。「都

市縮小をめぐる言説」とは、都市縮小をどのように意味づけ、政策課

題として理解するかを媒介するものであり、「調整的言説（coordinative	

discourse）」と「伝達的言説（communicative	discourse）」から構成される。

「調整的言説」は、政策アクターが政策領域で新たな政策を形成・調整

する過程で展開され、「何をなすべきか」を示す言説であり、社会的・
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経済的・政治的現象の因果関係を整理し、政策の妥当性や効率性に基

づいて政策決定を正当化するものである。これに対して、「伝達的言

説」は、政策アクターが市民に向けて政策を説明する政治領域の言説

であり、「なぜそれを行うことが望ましいのか」を示すものであり、社

会的価値を政策決定に取り込み、政策の重要性や適切性に基づいて、

その規範的正当性を確保する役割を果たす（12）。

この過程を通じて、都市縮小はまず構造的な政策課題として「認識」

される。しかし、政策アクターがその深刻さや影響の規模を十分に認

識していない場合には、都市縮小は一時的な問題とみなされ、新たな

住民や企業を呼び込むことによって解決可能であると理解されやすい。

その結果、政策は都市成長を促進する方向へ向かうことになる。これ

に対して、「受容」とは、主要な政策アクターが、都市縮小の深刻かつ

不可逆的な影響と、都市発展に対する広範な課題を言説の中で認める

ことである。さらに、「受容」が成立するためには、「言説の構造化

（discourse	structuration）」と「言説の制度化（discourse	institutionalization）」

が必要となる。「言説の構造化」とは、「受容」の言説が縮小都市の意

思決定者の「調整的言説」と「伝達的言説」の双方に組み込まれた状

態をいう。さらに、「言説の制度化」とは、その言説が支配的になり、

制度的ルールや実践の中に埋め込まれ、制度レベルで「受容」が実現

した状態を意味する（1３）。

美咲町の「賢く収縮」は、単なる政策スローガンではなく、人口減

少や財政制約を構造的条件として意味づけ、それを行政計画や具体的

事業へ結びつけていく政策言説である。そのため、その形成過程を分

析するには、都市縮小の客観的条件だけでなく、それが政策アクター

の間でどのように認識され、調整され、議会や住民に向けてどのよう

に説明され、さらに制度や実践へ組み込まれたのかをとらえる枠組み

が必要となる。

そこで、本論文では、Marjanović らのモデルを都市縮小の「受容」

そのものを検証するためではなく、美咲町における「賢く収縮」とい
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う政策言説が行政内部で形成され、計画、予算、事業へと制度化され

る過程を分析するための枠組みとして用いる。具体的には、第一に、

人口減少、財政制約、公共施設問題等が、従来型の自治体運営を見直

すべき構造的な条件として、どのように認識されたのかを検討する。

第二に、町長、職員、総務省からの派遣職員等の間で、「賢く収縮」と

いう考え方が、どのような調整的言説として形成されたのかを検討す

る。第三に、施政方針、議会答弁、行政計画等を通じて、その考え方

が、どのような伝達的言説として説明されたのかを検討する。第四に、

「賢く収縮」という政策言説が、振興計画、行財政改革、教育政策、予

算、具体的な事業へどのように組み込まれ、制度化されたのかを分析

する。ただし、本論文が用いる資料は、施政方針、行政計画、議会会

議録、事業資料、関係者へのインタビューである。そのため、「賢く収

縮」という政策言説が、地域社会を含めて広く構造化され、Marjanović

らのいう都市縮小の受容が成立したかどうかを確定することはできな

い。

⑶　日本におけるスマートシュリンク概念の受容と展開

わが国では、スマートシュリンクという用語は、国土交通省の市街

地整備をめぐる議論において、早期に確認できる。国土交通省の検討

会の資料（14）では、人口減少により低密度化が進む郊外市街地について、

荒廃を防ぎつつ、都市サービスを一定程度維持しながら、農地・樹林

地等への土地利用転換を誘導する方策として、「上手に縮退していく

（スマートシュリンク）」（15）ことが示されている。この段階におけるスマー

トシュリンクは、主として郊外市街地の土地利用転換や集約型都市構

造への誘導を目的とする都市計画上の概念であった。

次に、林良嗣教授は、スマートシュリンクを「20世紀の成長期にで

きあがった既成概念を捨てて、来るべき社会状況への的確な認識に基

づき、だらしなく拡散することを戒め、孤立に決別し、かしこく凝集

して人と人が絆を結んでいけるコミュニティを再興する道筋を見出す
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こと」（16）と述べ、レジリエントな国土・社会を形成するための戦略と

して位置づけている。人口減少と高齢化が進行する社会では、不必要

に拡散した市街地やインフラを維持することが困難になるため、コン

パクトシティやコンパクトヴィレッジへの再編を通じて、持続可能な

地域構造へ転換する必要があると論じている。また、災害リスクの高

い地域においては、「かしこい撤退」と凝集を組み合わせた対応戦略の

必要性も指摘している（17）。

最後に、小峰隆夫教授の議論（18）では、スマートシュリンクは、都市

政策上の再編手法にとどまらず、人口減少社会への適応を前提とした

社会運営の考え方として論じられている。小峰教授は、地方創生政策

が人口減少の克服を前提としてきた点を批判的にとらえ、人口減少は

「克服」すべき対象ではなく、社会運営の前提条件として受け入れるべ

きものであるとしている。その上で、スマートシュリンクを、「人口減

少を所与として、人口減少下でも国民のウェル・ビーイング（幸福感、

満足感などが良い状態にあること）が維持・向上するような社会を目指す

ということ」（19）と定義し、生産性向上や資源配分の最適化を通じて、

その実現を図るべきであるとしている。また、スマートシュリンクの

柱として、「人口減少は避けがたいこと」「少子化対策に政策資源を投

入するのは慎重にすべきであること」「人口が減っても人々のウェル・

ビーイングを高めていくことは十分可能であること」をあげている（20）。

⑷　本論文の分析視角

わが国におけるスマートシュリンク論は、都市空間の縮退を管理す

るための都市計画概念として導入され、自治体運営のあり方を問い直

す概念へと展開してきた。Haase らが、人口減少や経済・財政条件の

変化によって生じる都市縮小の過程を分析していたのに対し、わが国

では、人口減少社会への対応をめぐる議論の中で、この概念は、都市

空間の縮退管理を超えて、自治体や地域運営の方向性を示すものとし

て用いられるようになっている。
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少を所与として、人口減少下でも国民のウェル・ビーイング（幸福感、

満足感などが良い状態にあること）が維持・向上するような社会を目指す

ということ」（19）と定義し、生産性向上や資源配分の最適化を通じて、

その実現を図るべきであるとしている。また、スマートシュリンクの

柱として、「人口減少は避けがたいこと」「少子化対策に政策資源を投

入するのは慎重にすべきであること」「人口が減っても人々のウェル・

ビーイングを高めていくことは十分可能であること」をあげている（20）。

⑷　本論文の分析視角

わが国におけるスマートシュリンク論は、都市空間の縮退を管理す

るための都市計画概念として導入され、自治体運営のあり方を問い直

す概念へと展開してきた。Haase らが、人口減少や経済・財政条件の

変化によって生じる都市縮小の過程を分析していたのに対し、わが国

では、人口減少社会への対応をめぐる議論の中で、この概念は、都市

空間の縮退管理を超えて、自治体や地域運営の方向性を示すものとし

て用いられるようになっている。
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こうした議論と並行して、地方自治体の現場においても、スマート

シュリンクを政策理念として取り入れる動きがみられる。多田憲一郎

教授は、美咲町を対象として、スマートシュリンク論を自治体財政お

よび政策実装の観点から分析している（21）。多田教授は、美咲町の行財

政改革を分析し、人口減少を前提とした地域運営の必要性を指摘する

とともに、スマートシュリンクを「地域にとって必要な機能を施設に

集約・複合化し、ダウンサイジングしつつも、必要なサービスは提供

していく」（22）ものとして説明している。美咲町では、「賢く収縮」する

まちづくりの下で、公共施設再編や財政改革、地域拠点整備が一体的

に進められてきた。そこでは、限られた資源を再配分しながら、公共

サービスや地域機能を持続可能な形で維持しようとする考え方が重視

されてきた。

近年では、こうした考え方は、個々の自治体の取組にとどまらず、

人口減少社会に対応するための全国的な政策課題としても認識されつ

つある。たとえば、全国知事会は2025年の提言において、「『スマート

シュリンク』の視点を取り入れた社会機能・行政機能の再構築」（2３）を

明示している。また、朝日新聞の調査では、知事の約 6割が「賢く縮

む」という発想を地方行政に取り入れる必要性を認めており、人口減

少を前提とした政策転換が広がりをみせている（24）。

しかし、スマートシュリンクという考え方が、自治体行政の中でど

のように形成され、計画、予算、事業へと制度化されていくのかにつ

いては、なお十分に明らかにされていない。そこで本論文では、「賢く

収縮」を政策理念として展開してきた美咲町を分析対象とし、この政

策言説が自治体運営の中でどのように形成され、計画、予算、事業へ

と制度化されていったのかを明らかにする。なお、本論文では、先行

研究上の概念として用いる場合には「スマートシュリンク」を、美咲

町固有の政策理念を指す場合には「賢く収縮」を用いる。
）
五
〇
（

34

政
経
研
究

　第
六
十
三
巻
第
一
・
二
号
（
二
〇
二
六
年
九
月
）

七
四

３　美咲町における問題状況と「賢く収縮」の形成過程

⑴　人口減少と自治体運営をめぐる構造条件

美咲町における「賢く収縮」は、海外のスマートシュリンク論とは

異なり、住民の居住地の集約や撤退誘導を中心とするものではない。

その特徴は、公共施設再編や地域運営の再構築を通じて、人口減少社

会に対応した自治体運営をいかに実現するかという点にある。

このような特徴を有する「賢く収縮」するまちづくりの出発点には、

人口減少という構造条件と拡大型の自治体運営との間に生じた制度的

不整合が存在していた。表 1に示すように、美咲町の人口は、1990年

の18,972人から2025年には11,597人へと減少しており、３5年間で約３9％

の人口が減少している。近年では 5年間の人口減少数が加速している。

また、高齢化率も一貫して上昇している。

こうした人口動態の変化は、労働力人口の減少や社会保障需要の増

大などを通じて、自治体運営に影響を及ぼしていた。特に重要であっ

たのは、人口規模が縮小しているにもかかわらず、行政組織、財政運

営、公共施設が人口増加を前提とした構造を維持していた点である。

すなわち、美咲町における問題は、人口減少そのものではなく、人口

減少が進行しているにもかかわらず、自治体運営の仕組みがそのまま

表 1　岡山県美咲町の人口・高齢化率の推移

年 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025
人口（人） 18,972 18,254 17,562 16,577 15,642 14,4３2 1３,05３ 11,597
増減（人） ─ －718 －692 －985 －9３5 －1,210 －1,３79 －1,456
高齢化率 2３.5% 27.8% ３1.5% ３4.0% ３5.３% ３8.8% 40.9% 42.4%

（注	）人口は各年10月 1 日現在の数値。2020年までは総務省「国勢調査」に基づ
く実績値、2025年は岡山県「岡山県の人口（令和 7年10月 1 日現在）」に基
づく実績値。
　なお、2000年以前は旧 ３町の人口を合算した数値。

（出典	）総務省「国勢調査」および岡山県「岡山県の人口（令和 7年10月 1 日現
在）」をもとに作成した。
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その特徴は、公共施設再編や地域運営の再構築を通じて、人口減少社
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の18,972人から2025年には11,597人へと減少しており、３5年間で約３9％

の人口が減少している。近年では 5年間の人口減少数が加速している。

また、高齢化率も一貫して上昇している。

こうした人口動態の変化は、労働力人口の減少や社会保障需要の増

大などを通じて、自治体運営に影響を及ぼしていた。特に重要であっ

たのは、人口規模が縮小しているにもかかわらず、行政組織、財政運

営、公共施設が人口増加を前提とした構造を維持していた点である。

すなわち、美咲町における問題は、人口減少そのものではなく、人口

減少が進行しているにもかかわらず、自治体運営の仕組みがそのまま

表 1　岡山県美咲町の人口・高齢化率の推移

年 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025
人口（人） 18,972 18,254 17,562 16,577 15,642 14,4３2 1３,05３ 11,597
増減（人） ─ －718 －692 －985 －9３5 －1,210 －1,３79 －1,456
高齢化率 2３.5% 27.8% ３1.5% ３4.0% ３5.３% ３8.8% 40.9% 42.4%

（注	）人口は各年10月 1 日現在の数値。2020年までは総務省「国勢調査」に基づ
く実績値、2025年は岡山県「岡山県の人口（令和 7年10月 1 日現在）」に基
づく実績値。
　なお、2000年以前は旧 ３町の人口を合算した数値。

（出典	）総務省「国勢調査」および岡山県「岡山県の人口（令和 7年10月 1 日現
在）」をもとに作成した。
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維持されていたという点にあった。

人口減少の進行を前に、2014年 ３ 月に「美咲町第二次振興計画」（以

下、第二次振興計画）が策定された。同計画では、2022年の人口を14,041

人と予測し、定住促進プロジェクトの推進によって、これを上回る

14,３00人の人口維持を目標として掲げた（25）。しかし、実際の人口推移

はこの目標を大きく下回り、人口減少の流れを反転させるには至らな

かった。

「第二次振興計画」策定直後の2014年度時点の財政状況を見ると、実

質公債費比率等の健全化判断比率はいずれも早期健全化基準を下回っ

ており、制度上は財政の健全性が保たれていた（26）。しかし、歳入の減

少と歳出の増加が見込まれる中、その健全性を中長期的に維持するこ

とは困難であった。さらに、合併算定替の段階的縮減により、普通交

付税の大幅な減少が見込まれていたため（27）、財政的余裕は縮小し、従

来型の自治体運営を維持することが困難になりつつあった。

このような人口減少や財政制約の増大、公共施設をめぐる課題は、

Haase らが指摘する都市縮小の構造条件に該当するものであり、美咲

町においても、人口減少と従来型の自治体運営との乖離を拡大させて

いた。すなわち、「行政需要は増加する一方で、それを支える基盤が縮

小する」という制約が進行していたのである。ただし、こうした構造

条件が存在したからといって、直ちに政策転換が生じるわけではない。

Marjanovićらが指摘するように、人口減少を認識することと、それを

前提とした政策転換は同一ではないからである。

⑵　「賢く収縮」するまちづくりの展開段階

本論文では、美咲町における「賢く収縮」するまちづくりの展開過

程を、表 2に示す〇段階に区分して整理する。すなわち、「第Ⅰ期：問

題認識の形成段階」、「第Ⅱ期：政策原理としての確立段階」、「第Ⅲ

期：事業・予算への反映段階」、「第Ⅳ期：自治体運営の基本方針とし

て具体化する段階」、「第Ⅴ期：新たな政策展開へ移行する段階」であ
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この区分は、人口減少をめぐる認識が、政策言説として形成され、

計画、予算、事業を通じて自治体運営の中に制度化されていく過程を

示すものである。ただし、この過程は直線的に進行したわけではなく、

議会での論議や住民との調整を通じて、前段階へ立ち戻る場面や、複

数の段階が併存する場面もみられた。すなわち、「賢く収縮」は、試行

錯誤や調整を重ねながら、段階的に自治体運営へ組み込まれていった

といえる。次節では、この区分に基づき、施政方針、計画および本会

議における「賢く収縮」または「スマートシュリンク」への言及回数

を補助的な指標として用い、その展開過程を検討する。
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数の段階が併存する場面もみられた。すなわち、「賢く収縮」は、試行

錯誤や調整を重ねながら、段階的に自治体運営へ組み込まれていった

といえる。次節では、この区分に基づき、施政方針、計画および本会

議における「賢く収縮」または「スマートシュリンク」への言及回数
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表 2　美咲町における「賢く収縮」するまちづくりの展開過程

時期 特徴 施政方針 計画
本会議における
発言回数

第Ⅰ期

2018年12月
～
2020年 2 月

「問題認識の形成段階」
人口減少への問題認識
が強まり、従来型の自
治体運営の限界が意識
され始める。

人口減少を最重要課
題として位置づけ
（2018年12月議会）、
公共施設再編の必要
性を示す。

第二次振興計画が
継続

「賢く収縮」に言及した
発言は10回であった。
このうち、議員による
発言は ３回、発言した
議員は 1人であった。

第Ⅱ期

2020年 ３ 月
～
2021年 2 月

「政策原理としての確
立段階」
人口減少を前提とした
自治体運営への転換が
明確化する。

人口減少・歳入縮小
を前提とした町政運
営への転換を明示
し、「賢く収縮」の
理念を提示。

第三次振興計画を
策定

「賢く収縮」に言及した
発言は 7回であった。
このうち、議員による
発言は 4回、発言した
議員は 2人であった。

第Ⅲ期

2021年 ３ 月
～
202３年 2 月

「事業・予算への反映
段階」
「賢く収縮」が事業や
予算の基準として具体
化される。

三大プロジェクトと
行財政改革を柱に、
「賢く収縮」を施
策・予算の判断基準
として具体化。

第三次振興計画が
継続
経営マネジメント
指針（第二次行財
政改革大綱）を策
定
第三次教育振興基
本計画を策定

「賢く収縮」に言及した
発言は３2回であった。
このうち、議員による
発言は20回、発言した
議員は 9人であった。

第Ⅳ期

202３年 ３ 月
～
2026年 2 月

「自治体運営の基本方
針として具体化する段
階」
行政内部において、
「賢く収縮」が施策や
地域運営全体を方向づ
ける基本方針として位
置づけられる。

三大プロジェクトの
進展を前提に、「賢
く収縮」を自治体運
営全体の基本方針と
して位置づけ。

第三次振興計画が
継続

「賢く収縮」に言及した
発言は69回であった。
このうち、議員による
発言は３0回、発言した
議員は12人であった。

第Ⅴ期

2026年 ３ 月
～

「新たな政策展開へ移
行する段階」
「賢く収縮」を前提と
して、「賢く挑戦」と
いう新たな政策言説へ
と展開する。

三大プロジェクトの
完了を一つの節目と
して、「賢く収縮」
を前提として新たな
政策展開へと移行。

第四次振興計画を
策定
第三次行財政改革
大綱を策定
第四次教育振興基
本計画を策定

「賢く収縮」に言及した
発言は15回であった。
このうち、議員による
発言は 6回、発言した
議員は 4人であった。

（注）・	第Ⅱ期以降の各期は、施政方針が示される ３月定例会を起点として区分
した。定例会の開会日が前月（ 2月）となる場合も、当該定例会は起点
となる期に含めている。なお、第Ⅰ期は、青野町長が就任した2018年12
月定例会を起点とする。
・	本会議における発言回数は、「賢く収縮」または「スマートシュリンク」
に言及した発言を集計したものである。なお、第Ⅴ期の数値は、2026年
３ 月定例会のみを対象としている。

（出典	） ３ 月定例会の施政方針、各種計画（美咲町第三次・第四次振興計画等）、
美咲町議会会議録からとりまとめた。
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4　「賢く収縮」するまちづくりの展開過程

⑴　第Ⅰ期：「問題認識の形成段階」（2018年12月～2020年 2 月）

第Ⅰ期は、人口減少への問題認識が強まり、従来型の自治体運営の

限界が意識され始めた段階である。人口減少にともなう構造条件を自

治体運営上の課題としてとらえ直し、新たな方向性を示したのが、

2018年12月の町長選挙で当選した青野高陽町長（28）であった。青野町長

は、就任直後の2018年12月定例会の施政方針（29）で、「少子・高齢化、

過疎化、そして人口減少の克服」を町の最重要課題と位置づけた。ま

た、人口減少に伴う歳入縮小のなかで、従来と同じ町政運営を続ける

ことは困難であり、老朽化した公共施設の廃止・縮小を含む課題に向

き合う必要があることを示した。さらに、「美咲町公共施設等総合管理

計画」（３0）に掲げられた建設系公共施設を３0年間で42％削減する目標を

達成する必要性を認めた上で、「ただ単純に人口規模に合わせて小さく

していくつもりはありません。地域課題の解決に資するような真に必

要な施設については、集約複合化、機能性向上、長寿命化によってコ

ストダウンを図りつつ効率的に整備していきます」（３1）と述べた。ここ

には、人口減少に合わせて縮小するのではなく、必要な機能を維持し

ながら再編するという、「賢く収縮」につながる発想があらわれている

といえる。ただし、この時点では、「人口減少の克服」という表現を

使っていた。これは、人口減少は克服できるものとする考え方であっ

た。

次に、2019年 ３ 月定例会の施政方針（３2）で、青野町長は、小規模多機

能自治の必要性を述べる中で、「この10年が美咲町の勝負だ、正念場

だ」と述べた。この発言は、それ自体としては危機感の対象を明確に

示すものではない。しかし、同施政方針では、住民ニーズと役場の考

えとのずれ、消防・防災体制の見直し、公共施設の再整備、機構改革、

組織風土の変革などがあわせて示されていた。したがって、この発言

は、人口減少や地域課題の深刻化を背景として、従来型の行政運営を
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4　「賢く収縮」するまちづくりの展開過程

⑴　第Ⅰ期：「問題認識の形成段階」（2018年12月～2020年 2 月）

第Ⅰ期は、人口減少への問題認識が強まり、従来型の自治体運営の

限界が意識され始めた段階である。人口減少にともなう構造条件を自

治体運営上の課題としてとらえ直し、新たな方向性を示したのが、

2018年12月の町長選挙で当選した青野高陽町長（28）であった。青野町長

は、就任直後の2018年12月定例会の施政方針（29）で、「少子・高齢化、

過疎化、そして人口減少の克服」を町の最重要課題と位置づけた。ま

た、人口減少に伴う歳入縮小のなかで、従来と同じ町政運営を続ける

ことは困難であり、老朽化した公共施設の廃止・縮小を含む課題に向

き合う必要があることを示した。さらに、「美咲町公共施設等総合管理

計画」（３0）に掲げられた建設系公共施設を３0年間で42％削減する目標を

達成する必要性を認めた上で、「ただ単純に人口規模に合わせて小さく

していくつもりはありません。地域課題の解決に資するような真に必

要な施設については、集約複合化、機能性向上、長寿命化によってコ

ストダウンを図りつつ効率的に整備していきます」（３1）と述べた。ここ

には、人口減少に合わせて縮小するのではなく、必要な機能を維持し

ながら再編するという、「賢く収縮」につながる発想があらわれている

といえる。ただし、この時点では、「人口減少の克服」という表現を

使っていた。これは、人口減少は克服できるものとする考え方であっ

た。

次に、2019年 ３ 月定例会の施政方針（３2）で、青野町長は、小規模多機

能自治の必要性を述べる中で、「この10年が美咲町の勝負だ、正念場

だ」と述べた。この発言は、それ自体としては危機感の対象を明確に

示すものではない。しかし、同施政方針では、住民ニーズと役場の考

えとのずれ、消防・防災体制の見直し、公共施設の再整備、機構改革、

組織風土の変革などがあわせて示されていた。したがって、この発言

は、人口減少や地域課題の深刻化を背景として、従来型の行政運営を
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見直す必要性が意識され始めていたことを示すものと位置づけられる。

こうした認識は、具体的な政策課題にも表れていた。青野町長は公共

施設の再編問題にも言及し、2019年度中に旭総合支所付近の再整備計画、

柵原中学校区の学校建設について方向性を示す考えを明らかにした。

この時点では「賢く収縮」という表現は用いられていなかったが、施

設再整備や地域拠点の再構築といった論点が提示されており、後に

「賢く収縮」として展開される問題認識が形成されつつあったとみるこ

とができる。

こうした流れの中で、転機となったのが、2019年 6 月定例会におけ

る一般質問への答弁（３３）であった。人口減少への対応について質問され

た青野町長は、「これまで築いてきた施策を点検、継承するとともに、

人口減少、歳入縮小時代を前提としたまちづくりへの転換を図り、未

来に負担を残さないよう賢く収縮しながら、持続可能なまちづくりを

進めていかなければなりません」と答弁した。これは、議会において

初めて「賢く収縮」という政策言説が使われた場面であった。

では、「賢く収縮」という政策言説はどのように形成されたのだろう

か。青野町長へのインタビュー調査（３4）によれば、町長自身の発案では

なく、職員の提案を契機として形成されたものであった。就任当初、

青野町長は、「首長になったからには、町のためになる新たなことをや

りたい」という強い意欲を持っていた。しかし、職員から、「町長がや

りたいことに取り組む前に、既存のものを削減すべきである。それが

終わるのは、2025～2026年ごろになる」（３5）との指摘を受けた。さらに、

「賢く収縮」という考え方を提案された際には、「何じゃこりゃ。『賢く

収縮』ってわけがわからん。いやじゃ、こんなものは」（３6）と当初は抵

抗したことを振り返っている。この抵抗は、人口減少を前提とした自

治体運営への転換が、これまでの町政運営との摩擦を伴うものであっ

たことを示している。

なお、この提案を行った職員とは、当時、総務省から美咲町に派遣

されていた山本翔紅政策推進監であった。山本政策推進監の報告書で
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は、「賢く収縮」の形成過程について、次のように述べられている。

「こうした中、私は、 ３本の計画を個別に見直すことは困難であると

判断し、一体的な見直しにより事実上の一本化を図るとともに、「人口

維持・歳入維持を前提としたこれまでのまちづくり」から、「人口減

少・歳入縮小時代を見据えた新しいまちづくり」への転換、つまり “賢

く収縮 ”するまちづくりを提案した。

「収縮」と聞くとネガティブなイメージを与えるが、“賢く収縮 ”す

るまちづくりの目指すものはそうではない。利用率が低くなった公共

施設を廃止することなどにより生み出した人、モノ、金といったリ

ソースを、中山間地域における高齢者の移動支援や地域コミュニティ

の維持に向けた支援、特色ある教育を実現するための環境整備など、

住民が真に求めているサービスに振り替え、住民満足度を維持、向上

させつつ、将来（みらい）に負担を残さないよう人口減少のスピードに

合わせて行政規模を縮小させ、持続可能な行政基盤を確立させようと

いうものである。」（３7）

山本政策推進監によれば、「賢く収縮」という表現は、未利用のハー

ドを廃止・縮小し、そこで生み出された財源をソフトサービスの充実

へ振り向けるという発想を職員との議論の中で言語化されたもので

あった。「使っていないハードを畳み、その分で浮いた財源を活用して

ソフトを充実させていく、すなわち『賢く縮む』ことが必要である。

格好良く言えば『スマートシュリンク』である」といったやり取りを

通じて、この概念が形成されたという。また、当初は「スマートシュ

リンク」という表現をそのまま使うことも考えたが、「このような地域

で『スマートシュリンク』のような難解な表現を使っても理解されに

くい」という職員の指摘を受け、住民と職員への浸透を重視し、「賢く

収縮」という表現を採用することになった（３8）。

このように、「賢く収縮」は、町長、職員、総務省からの派遣職員に
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は、「賢く収縮」の形成過程について、次のように述べられている。

「こうした中、私は、 ３本の計画を個別に見直すことは困難であると

判断し、一体的な見直しにより事実上の一本化を図るとともに、「人口

維持・歳入維持を前提としたこれまでのまちづくり」から、「人口減

少・歳入縮小時代を見据えた新しいまちづくり」への転換、つまり “賢

く収縮 ”するまちづくりを提案した。

「収縮」と聞くとネガティブなイメージを与えるが、“賢く収縮 ”す

るまちづくりの目指すものはそうではない。利用率が低くなった公共

施設を廃止することなどにより生み出した人、モノ、金といったリ

ソースを、中山間地域における高齢者の移動支援や地域コミュニティ

の維持に向けた支援、特色ある教育を実現するための環境整備など、

住民が真に求めているサービスに振り替え、住民満足度を維持、向上

させつつ、将来（みらい）に負担を残さないよう人口減少のスピードに

合わせて行政規模を縮小させ、持続可能な行政基盤を確立させようと

いうものである。」（３7）

山本政策推進監によれば、「賢く収縮」という表現は、未利用のハー

ドを廃止・縮小し、そこで生み出された財源をソフトサービスの充実

へ振り向けるという発想を職員との議論の中で言語化されたもので

あった。「使っていないハードを畳み、その分で浮いた財源を活用して

ソフトを充実させていく、すなわち『賢く縮む』ことが必要である。

格好良く言えば『スマートシュリンク』である」といったやり取りを

通じて、この概念が形成されたという。また、当初は「スマートシュ

リンク」という表現をそのまま使うことも考えたが、「このような地域

で『スマートシュリンク』のような難解な表現を使っても理解されに

くい」という職員の指摘を受け、住民と職員への浸透を重視し、「賢く

収縮」という表現を採用することになった（３8）。

このように、「賢く収縮」は、町長、職員、総務省からの派遣職員に
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よる試行錯誤や相互作用の中で形成され始めた政策言説であった。そ

こには、人口減少を前提として受け入れる考え方と、縮小によって生

み出された資源を再配分するという考え方が含まれていた。他方で、

計画面では、第二次振興計画が存続していた。同計画は、定住促進に

よる人口維持を基本方針として掲げており、この時点では従来型の枠

組みが維持されていた。

Marjanovićらのモデルに即していえば、第Ⅰ期は、人口減少、歳入

縮小、公共施設の老朽化といった都市縮小の条件が、自治体運営上の

問題として認識され始めた段階であった。同時に、「賢く収縮」は、町

長、職員、総務省からの派遣職員の間で、人口減少を前提とした自治

体運営への転換をめぐる調整的言説として形成され始めていた。ただ

し、この段階では、第二次振興計画にみられるように、人口維持を前

提とする従来型の制度的枠組みが存続していた。そのため、「賢く収

縮」は、政策言説として形成され始めていたものの、計画体系や行政

実務に組み込まれ、制度化された段階には至っていなかった。

なお、議会では、2018年12月から2020年 2 月までの 1年 ３か月間に、

「賢く収縮」に言及した発言が10回確認された（３9）。その内訳は、町長

が 6回、職員が 1回、議員が ３回であり、議員による発言は 1人の議

員によるものであった（40）。

⑵　第Ⅱ期：「政策原理としての確立段階」（2020年 ３ 月～2021年 2 月）

第Ⅱ期は、「賢く収縮」が「第三次振興計画」を通じて計画体系へ組

み込まれ、人口減少を前提とした自治体運営への転換が始まった段階

である。また、同計画の可決により、首長が提示した「賢く収縮」の

考え方は、自治体の基本計画に位置づけられ、議会の議決を経て計画

上の方針として制度的承認を得ることとなった。

2020年 ３ 月定例会の施政方針（41）において、青野町長は、これまでの

施策を点検・継承するとともに、住民・地域・議会・行政が目標を共

有しながら、持続可能なまちづくりを進めていく必要性を示した。ま
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た、人口維持を前提とした従来型のまちづくりから、人口減少を前提

としたまちづくりへ転換するため、「第三次振興計画」を策定する必要

性があると述べた。さらに、「事業の選択と集中、公共施設マネジメン

トや民間活力の導入を推し進め、賢く収縮しながら、未来に負担を残

さないよう、持続可能なまちづくりを進めます」（42）とした。そして、

「第三次振興計画」は、 ３月19日に全会一致で可決された（4３）。

「第三次振興計画」では、「基本方針（まちのみらい像）」として「ひと　

輝くまち　みさき」が掲げられ、計画目標年次である2024年の目標人

口を12,000人と設定した。また、その実現に向けた 6つの基本目標のう

ち、第 6の基本目標として、「賢く収縮するまちづくり（行財政）」（44）が

定められた。そこでは、人口減少・少子高齢化・過疎化の進行を前提

として、従来型の自治体運営からの転換が示されていた。具体的には、

支所機能の本庁集約、DX推進による業務効率化、行政評価制度を通じ

た「選択と集中」、民間活力の導入を進めるものであった。

Marjanovićらのモデルに即していえば、第Ⅱ期は、第Ⅰ期に形成さ

れ始めた調整的言説が、第三次振興計画の基本目標として位置づけら

れ、計画レベルで制度化された段階である。また、同計画が議会で可

決されたことにより、人口減少を前提とした自治体運営への転換は、

少なくとも計画上の方針として制度的な承認を得たと位置づけられる。

なお、議会では、2020年 ３ 月から2021年 2 月までの 1年間に、「賢く

収縮」に言及した発言が 7回確認されている（45）。その内訳は、町長が

2回、職員が 1回、議員が 4回であり、議員による発言は 2人の議員

によるものであった。

⑶　第Ⅲ期：「事業・予算への反映段階」（2021年 ３ 月～202３年 2 月）

第Ⅲ期は、公共施設再編、地域拠点整備、行財政改革などを通じて、

「賢く収縮」が事業や予算の基準として具体化され始めた段階である。

2021年 ３ 月定例会の施政方針（46）において、青野町長は、限られた人

的資源や財源を活用し、事業の選択と集中を進める必要性を示すとと
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た、人口維持を前提とした従来型のまちづくりから、人口減少を前提

としたまちづくりへ転換するため、「第三次振興計画」を策定する必要

性があると述べた。さらに、「事業の選択と集中、公共施設マネジメン

トや民間活力の導入を推し進め、賢く収縮しながら、未来に負担を残

さないよう、持続可能なまちづくりを進めます」（42）とした。そして、

「第三次振興計画」は、 ３月19日に全会一致で可決された（4３）。

「第三次振興計画」では、「基本方針（まちのみらい像）」として「ひと　

輝くまち　みさき」が掲げられ、計画目標年次である2024年の目標人

口を12,000人と設定した。また、その実現に向けた 6つの基本目標のう

ち、第 6の基本目標として、「賢く収縮するまちづくり（行財政）」（44）が

定められた。そこでは、人口減少・少子高齢化・過疎化の進行を前提

として、従来型の自治体運営からの転換が示されていた。具体的には、

支所機能の本庁集約、DX推進による業務効率化、行政評価制度を通じ

た「選択と集中」、民間活力の導入を進めるものであった。

Marjanovićらのモデルに即していえば、第Ⅱ期は、第Ⅰ期に形成さ

れ始めた調整的言説が、第三次振興計画の基本目標として位置づけら

れ、計画レベルで制度化された段階である。また、同計画が議会で可

決されたことにより、人口減少を前提とした自治体運営への転換は、

少なくとも計画上の方針として制度的な承認を得たと位置づけられる。

なお、議会では、2020年 ３ 月から2021年 2 月までの 1年間に、「賢く

収縮」に言及した発言が 7回確認されている（45）。その内訳は、町長が

2回、職員が 1回、議員が 4回であり、議員による発言は 2人の議員

によるものであった。

⑶　第Ⅲ期：「事業・予算への反映段階」（2021年 ３ 月～202３年 2 月）

第Ⅲ期は、公共施設再編、地域拠点整備、行財政改革などを通じて、

「賢く収縮」が事業や予算の基準として具体化され始めた段階である。

2021年 ３ 月定例会の施政方針（46）において、青野町長は、限られた人

的資源や財源を活用し、事業の選択と集中を進める必要性を示すとと
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もに、「賢く収縮」するまちづくりを基本目標とし、これまで以上に選

択と集中を徹底する方針を明示した。さらに、2022年 ３ 月定例会の施

政方針（47）では、「予算規模や公共施設が縮小しても、そこに住む町民

の方々に幸せを感じてもらえるような改革」と述べており、量的縮小

を前提としながらも、住民生活の質の維持を重視する考え方が、予算

編成や事業選択の基準として具体化されていたことがうかがえる。「賢

く収縮」は、単なるスローガンではなく、資源配分の基準として機能

し始めていた。

この転換を支えたのが、「第三次振興計画」を補完する「経営マネジ

メント指針（第二次行財政改革大綱）」および「第三次教育振興基本計画」

であった。以下では、「賢く収縮」が自治体運営にどのように展開され

たのかをみていく。

まず、「経営マネジメント指針」では、「賢く収縮」の考え方が行財

政改革の方針として具体化された。そこでは、「筋肉質な財政構造の構

築」や「柔軟に変革できる行政組織の構築」を基本理念として、「公有

財産マネジメントの推進」、「民間活力活用の推進」、「行政経営の推進」

などが改革の柱として位置づけられていた。中でも、「公有財産マネジ

メントの推進」では、人口規模に応じた公共施設総量への転換を進め

るため、公共施設は原則新設しないこと、廃止・複合化・集約化・用

途変更によって施設総量を削減すること、さらに未利用地・遊休地の

活用や売却による歳入確保を進めることが示された（48）。

次に、「第三次教育振興基本計画」に基づき、教育政策も人口減少下

における地域拠点再編と結びつけられていた。中央・旭・柵原の ３地

域では小中一貫教育を推進するとともに、「三大プロジェクト」を通じ

て教育拠点・行政拠点・地域拠点の再編を進めることが明示された（49）。

そこでは、「 ３地域それぞれに拠点が必要」とする考え方の下、生活圏

の維持を前提とした再編が志向されていた。

この段階では、「賢く収縮」の意味内容に変化がみられた。第Ⅰ期で

は、人口減少への危機対応として語られていたのに対し、第Ⅲ期では、
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限られた資源を重点分野へ配分する戦略として位置づけられた。たと

えば、第Ⅰ期には、老朽化した公共施設への対応が強調されていたの

に対し、第Ⅲ期には、「賢く収縮」を基本目標とし、これまで以上に選

択と集中を徹底することが述べられていた。

Marjanovićらのモデルに即していえば、第Ⅲ期は、「賢く収縮」とい

う政策言説が、計画にとどまらず、行財政改革大綱、教育振興基本計

画、予算および具体的事業へ組み込まれた段階である。すなわち、第

Ⅱ期に始まった政策言説の制度化が行政実務へと展開し、「賢く収縮」

が資源配分や政策選択を方向づける自治体運営上の判断基準として具

体化していった段階と位置づけられる。

なお、議会では、2021年 ３ 月から202３年 2 月までの 2年間に、「賢く

収縮」に言及した発言が３2回確認されている。その内訳は、町長が10

回、職員が 2回、議員が20回であり、議員による発言は 9人の議員に

よるものであった（50）。第Ⅱ期と比較すると、「賢く収縮」に言及する

議員数は増加しており、議会においてもこの政策言説が議員によって

用いられるようになったことがうかがえる。

⑷　第Ⅳ期：「自治体運営の基本方針として具体化する段階」

（202３年 ３ 月～2026年 2 月）

第Ⅳ期は、行政内部において、「賢く収縮」が自治体運営全体を方向

づける基本方針として位置づけられ、施策や事業の中で具体化してい

く段階である。この時期には、収縮によって生み出された資源を将来

投資へ再配分する方向性が明確化され、「三大プロジェクト」が進めら

れた。

202３年 ３ 月定例会の施政方針（51）では、「人口減少、歳入縮小時代を

見据えた新しいまちづくりへ転換」を図ることが示されるとともに、

「持続可能なまちづくりを協働で進めていくために賢く収縮するまちづ

くりを目指し、質の高い行政サービスを実現する予算編成」の方針が

掲げられた。ここでは、限られた資源を重点的に配分しながら、必要
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限られた資源を重点分野へ配分する戦略として位置づけられた。たと

えば、第Ⅰ期には、老朽化した公共施設への対応が強調されていたの

に対し、第Ⅲ期には、「賢く収縮」を基本目標とし、これまで以上に選

択と集中を徹底することが述べられていた。

Marjanovićらのモデルに即していえば、第Ⅲ期は、「賢く収縮」とい

う政策言説が、計画にとどまらず、行財政改革大綱、教育振興基本計

画、予算および具体的事業へ組み込まれた段階である。すなわち、第

Ⅱ期に始まった政策言説の制度化が行政実務へと展開し、「賢く収縮」

が資源配分や政策選択を方向づける自治体運営上の判断基準として具

体化していった段階と位置づけられる。

なお、議会では、2021年 ３ 月から202３年 2 月までの 2年間に、「賢く

収縮」に言及した発言が３2回確認されている。その内訳は、町長が10

回、職員が 2回、議員が20回であり、議員による発言は 9人の議員に

よるものであった（50）。第Ⅱ期と比較すると、「賢く収縮」に言及する

議員数は増加しており、議会においてもこの政策言説が議員によって

用いられるようになったことがうかがえる。

⑷　第Ⅳ期：「自治体運営の基本方針として具体化する段階」

（202３年 ３ 月～2026年 2 月）

第Ⅳ期は、行政内部において、「賢く収縮」が自治体運営全体を方向

づける基本方針として位置づけられ、施策や事業の中で具体化してい

く段階である。この時期には、収縮によって生み出された資源を将来

投資へ再配分する方向性が明確化され、「三大プロジェクト」が進めら

れた。

202３年 ３ 月定例会の施政方針（51）では、「人口減少、歳入縮小時代を

見据えた新しいまちづくりへ転換」を図ることが示されるとともに、

「持続可能なまちづくりを協働で進めていくために賢く収縮するまちづ

くりを目指し、質の高い行政サービスを実現する予算編成」の方針が

掲げられた。ここでは、限られた資源を重点的に配分しながら、必要
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な行政サービスを維持する方向性が示されている。さらに、2024年 ３

月定例会の施政方針（52）では、「今後人口増に転じることは極めて難し

く、厳しく、むしろいかに減少幅を少なくするかが重要な状況」とい

う見通しが述べられるとともに、「公共施設の縮小など、行財政改革に

は時には痛みを伴」うことも示された。また、「一般財源を圧縮できる

よう要求上限を設け」、「不要となる公共施設の除却」を進める方針も

示された。他方で、学校統廃合や本庁舎再整備は、地域住民の生活圏

や地域アイデンティティに深く関わるため、反対意見もあった。住民

説明会では、地域の衰退につながるのではないかという懸念も示され

た。こうした合意形成上の課題が集中的にあらわれたのが、「三大プロ

ジェクト」であった。

2024年 ３ 月定例会における施政方針（5３）では、2024年度は半世紀に一

度のプロジェクトが大きく前進する年と位置づけられ、「三大プロジェ

クト」が町の中核事業として推進されることが示された。「三大プロ

ジェクト」は、⑴柵原学園（義務教育学校）（54）、⑵美咲町多世代交流拠

点施設（55）、⑶旭学園（義務教育学校）・「旭地域多世代交流拠点（あさひ

なた）」（56）から構成されている（57）。これらは、教育・行政・地域機能を

統合する拠点として位置づけられており、人口減少社会に対応した拠

点再編を進めるものであった。そのため、これらの事業は、長期的な

合意形成と政治的調整を必要とする政策課題でもあった（58）。

Marjanovićらのモデルに即していえば、第Ⅳ期は、「賢く収縮」とい

う政策言説が、施政方針、予算編成方針、公共施設再編、地域拠点整

備を通じて、自治体運営全体を方向づけるものとして位置づけられた

段階である。第Ⅲ期までに進んだ政策言説の制度化は、この段階で三

大プロジェクトという具体的事業を通じて具体化された。ただし、学

校統廃合や庁舎再整備をめぐって反対意見や懸念もみられたことから、

「賢く収縮」が地域社会を含めて全面的に受容されたとまではいえない。

むしろ第Ⅳ期は、制度化された政策言説が、具体的事業の実施過程に

おいて政治的調整や合意形成の課題に直面した段階として位置づけら
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れる。

なお、議会では、202３年 ３ 月から2026年 2 月までの間に、「賢く収縮」

に言及した発言が69回確認されている。その内訳は、町長が３1回（うち

4回は「スマートシュリンク」）、職員が 8回、議員が３0回（うち 1回は「ス

マートシュリンク」）（59）であった。また、議員による発言は12人に及んで

いる。第Ⅲ期と比較すると、発言回数および発言議員数はともに増加

しており、議会では「賢く収縮」をめぐる議論が広がっていたことが

うかがえる。

⑸　第Ⅴ期：「新たな政策展開へ移行する段階」（2026年 ３ 月～）

第Ⅴ期は、「賢く収縮」を前提として、新たな政策展開へ移行する段

階である。この段階では、「賢く収縮」が少なくとも行政内部において

自治体運営の基本的方針として維持される一方、「賢く挑戦」という新

たな政策言説が提示された。

2026年 ３ 月定例会の施政方針（60）において、青野町長は、「賢く収縮

するまちづくりは、決してネガティブな方針ではなく、未来に向けて

の足場固め」であると位置づけるとともに、そこから生み出された資

源を「未来への投資として活用」する方向性を示した。また、「賢く収

縮」が自治体運営の基本的な考え方として維持されたことを前提とし

て、新たな政策言説として「賢く挑戦」を提示した。これは、「賢く収

縮」によって生み出された資源を将来への投資に振り向けながら、新

たな地域づくりや政策展開を進める方向性を示したものであった。

この転換を制度的に示したものが、「第四次振興計画」である。同計

画は、2026年 ３ 月定例会において全会一致で可決された（61）。そこでは、

「ひと　輝くまち　みさき」という将来像の下に、「賢く挑戦するまち」

が基本理念として位置づけられている。また、「こどもの笑顔があふれ

るまちづくり」、「みんなが笑顔でつながるまちづくり」、「自分らしく

笑顔で暮らせるまちづくり」、「安全安心に笑顔で暮らせるまちづくり」、

「にぎわいと笑顔があふれるまちづくり」、「未来の笑顔につながるまち
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なお、議会では、202３年 ３ 月から2026年 2 月までの間に、「賢く収縮」

に言及した発言が69回確認されている。その内訳は、町長が３1回（うち

4回は「スマートシュリンク」）、職員が 8回、議員が３0回（うち 1回は「ス

マートシュリンク」）（59）であった。また、議員による発言は12人に及んで

いる。第Ⅲ期と比較すると、発言回数および発言議員数はともに増加

しており、議会では「賢く収縮」をめぐる議論が広がっていたことが

うかがえる。

⑸　第Ⅴ期：「新たな政策展開へ移行する段階」（2026年 ３ 月～）

第Ⅴ期は、「賢く収縮」を前提として、新たな政策展開へ移行する段

階である。この段階では、「賢く収縮」が少なくとも行政内部において

自治体運営の基本的方針として維持される一方、「賢く挑戦」という新

たな政策言説が提示された。

2026年 ３ 月定例会の施政方針（60）において、青野町長は、「賢く収縮

するまちづくりは、決してネガティブな方針ではなく、未来に向けて

の足場固め」であると位置づけるとともに、そこから生み出された資

源を「未来への投資として活用」する方向性を示した。また、「賢く収

縮」が自治体運営の基本的な考え方として維持されたことを前提とし

て、新たな政策言説として「賢く挑戦」を提示した。これは、「賢く収

縮」によって生み出された資源を将来への投資に振り向けながら、新

たな地域づくりや政策展開を進める方向性を示したものであった。

この転換を制度的に示したものが、「第四次振興計画」である。同計

画は、2026年 ３ 月定例会において全会一致で可決された（61）。そこでは、

「ひと　輝くまち　みさき」という将来像の下に、「賢く挑戦するまち」

が基本理念として位置づけられている。また、「こどもの笑顔があふれ

るまちづくり」、「みんなが笑顔でつながるまちづくり」、「自分らしく

笑顔で暮らせるまちづくり」、「安全安心に笑顔で暮らせるまちづくり」、

「にぎわいと笑顔があふれるまちづくり」、「未来の笑顔につながるまち
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づくり」といった基本政策が掲げられている（62）。

また、教育分野では、「第四次教育振興基本計画」が策定された。同

計画では、「賢く収縮」するまちづくりの下で進められてきた義務教育

学校や生涯学習センターなどの整備を踏まえ、それらを基盤として

「賢く挑戦」するまちの実現を目指すことが示された。さらに、教育・

生涯学習・生涯スポーツを一体化した計画として再編され、町長部局

と教育委員会が連携しながら、新たな地域づくりを担う人材の育成を

進める方向性が示されている。

ここで注目すべき点は、「賢く」の意味内容が変化している点である。

「第四次振興計画」では、「賢く」とは、「みんなで協力して、技術や工

夫により暮らしを便利で安全にすること」および「データを活用して

未来ビジョンを創ること」と定義されている。また、「挑戦する」とは、

「新しいサービスや活動によって生活を楽しくすること」、「こどもや若

者のアイデアによってまちを活性化すること」、さらに「失敗しても改

善して、また挑戦すること」を意味するものとして位置づけられてい

る（6３）。

この点は、「第三次振興計画」と比較するとより明確になる。表 ３は、

両計画における政策理念および重点の変化を整理したものである。た

だし、この変化は、「第三次振興計画」が理念的・価値的要素を欠いて

いたことを意味するものではない。「第三次振興計画」においても、「ひ

と　輝くまち　みさき」という将来像や、持続可能なまちづくりの理

念が掲げられていた。したがって、両計画の差異は、価値を重視する

か否かにあるのではなく、政策言説の重点にある。すなわち、「第三次

振興計画」では、「賢く収縮」という用語を通じて、人口減少と歳入縮

小を前提とした行財政改革、公共施設再編、資源再配分の必要性が前

面に示されていた。これに対して、「第四次振興計画」では、「賢く収

縮」を通じて形成された自治体運営の基盤を前提に、「賢く挑戦」や

「笑顔」といった将来志向や生活価値、地域共創を前面に掲げる方向へ

と政策言説の重点が移っている。
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Marjanovićらのモデルに即していえば、第Ⅴ期は、「賢く収縮」とい

う政策言説が制度化を前提として、新たな政策言説へと展開する段階

である。すなわち、「賢く収縮」は、人口減少と歳入縮小に対応するた

めの行財政改革や資源再配分の言説として形成・制度化されてきたが、

第Ⅴ期では、それによって形成された自治体運営の仕組みや教育・地

域づくりの基盤を前提に、「賢く挑戦」という将来志向の政策言説が提

示されている。したがって、第Ⅴ期は、「賢く収縮」が単に維持される

段階ではなく、制度化された政策言説を基盤として、「賢く挑戦」とい

う新たな政策言説へと展開する段階として位置づけられる。

こうした変化は、議会における発言にも一定程度あらわれている。

2026年 ３ 月定例会において、「賢く収縮」または「スマートシュリン

ク」に言及した発言は15回確認され、このうち「スマートシュリンク」

は 4回であった。その内訳は、町長が 8回（うち「スマートシュリンク」

は 2回）、職員が 1回、議員が 6回（うち「スマートシュリンク」は 2回）

表 ３　「第三次振興計画」と「第四次振興計画」の計画体系の比較

第三次振興計画 第四次振興計画
（将来像）
ひと　輝くまち　みさき

（将来像）
ひと　輝くまち　みさき

（基本方針）
住民が主役の協働のまちづくり
地域の特性を活かしたまちづくり
みらいにつなげる持続可能なまちづくり

（理念）
賢く挑戦するまち
・こどもに優しいまちづくり
・地域共創のまちづくり
・若者が活躍するまちづくり

（基本目標）
地域で支え合うまちづくり
安全・安心なまちづくり
元気に暮らせるまちづくり
生きる力を育むまちづくり
暮らしやすいまちづくり
賢く収縮するまちづくり

（基本政策）
こどもの笑顔があふれるまちづくり
みんなが笑顔でつながるまちづくり
自分らしく笑顔で暮らせるまちづくり
安全安心に笑顔で暮らせるまちづくり
にぎわいと笑顔があふれるまちづくり
未来の笑顔につながるまちづくり

（出典	）「第三次振興計画」（2020年）３7頁、「第四次振興計画」（2026年）21頁か
らとりまとめた。
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Marjanovićらのモデルに即していえば、第Ⅴ期は、「賢く収縮」とい

う政策言説が制度化を前提として、新たな政策言説へと展開する段階

である。すなわち、「賢く収縮」は、人口減少と歳入縮小に対応するた

めの行財政改革や資源再配分の言説として形成・制度化されてきたが、

第Ⅴ期では、それによって形成された自治体運営の仕組みや教育・地

域づくりの基盤を前提に、「賢く挑戦」という将来志向の政策言説が提

示されている。したがって、第Ⅴ期は、「賢く収縮」が単に維持される

段階ではなく、制度化された政策言説を基盤として、「賢く挑戦」とい

う新たな政策言説へと展開する段階として位置づけられる。

こうした変化は、議会における発言にも一定程度あらわれている。

2026年 ３ 月定例会において、「賢く収縮」または「スマートシュリン

ク」に言及した発言は15回確認され、このうち「スマートシュリンク」

は 4回であった。その内訳は、町長が 8回（うち「スマートシュリンク」

は 2回）、職員が 1回、議員が 6回（うち「スマートシュリンク」は 2回）

表 ３　「第三次振興計画」と「第四次振興計画」の計画体系の比較

第三次振興計画 第四次振興計画
（将来像）
ひと　輝くまち　みさき

（将来像）
ひと　輝くまち　みさき

（基本方針）
住民が主役の協働のまちづくり
地域の特性を活かしたまちづくり
みらいにつなげる持続可能なまちづくり

（理念）
賢く挑戦するまち
・こどもに優しいまちづくり
・地域共創のまちづくり
・若者が活躍するまちづくり

（基本目標）
地域で支え合うまちづくり
安全・安心なまちづくり
元気に暮らせるまちづくり
生きる力を育むまちづくり
暮らしやすいまちづくり
賢く収縮するまちづくり

（基本政策）
こどもの笑顔があふれるまちづくり
みんなが笑顔でつながるまちづくり
自分らしく笑顔で暮らせるまちづくり
安全安心に笑顔で暮らせるまちづくり
にぎわいと笑顔があふれるまちづくり
未来の笑顔につながるまちづくり

（出典	）「第三次振興計画」（2020年）３7頁、「第四次振興計画」（2026年）21頁か
らとりまとめた。
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であった。なお、議員による発言は 4人の議員によるものであった。

ただし、これは2026年 ３ 月定例会のみの数値であり、発言回数それ自

体から、議会における政策言説の受容を直ちに判断することはできな

い。

5　おわりに

本論文では、海外およびわが国におけるスマートシュリンク論を踏

まえ、岡山県美咲町における「賢く収縮」するまちづくりの形成・展

開過程を検討した。美咲町の「賢く収縮」は、既存のスマートシュリ

ンク理論を導入することによって形成されたものではなく、人口減少、

高齢化、歳入縮小、公共施設の老朽化・過剰配置といった現実の制約

に対応する過程の中で、町長、職員、総務省からの派遣職員の相互作

用を通じて形成された政策言説であった。ここでいう「収縮」は、単

なる公共施設の削減や行政サービスの縮小を意味するものではなく、

利用率の低い施設等を見直すことで生み出した財源や人的資源を、教

育、福祉、移動支援、地域コミュニティの維持など、将来世代や新た

な地域課題へ再配分し、持続可能な自治体運営を実現しようとする考

え方であった。

次に、分析の結果、「賢く収縮」は、町長の施政方針や議会答弁にお

ける政策言説にとどまらず、振興計画、行財政改革、教育政策、予算、

公共施設再編、学校統合、地域拠点整備へと段階的に組み込まれてい

たことが明らかとなった。すなわち、美咲町の取組は、個別の公共施

設を削減する政策ではなく、人口減少を前提として自治体運営全体を

再編する制度変化として展開したものと位置づけることができる。

第Ⅰ期から第Ⅴ期までの展開過程をみると、「賢く収縮」は、当初の

人口減少や財政制約に対する危機認識から、自治体運営を方向づける

政策言説へと展開していった。第Ⅰ期には、人口減少と従来型の自治

体運営との不整合が認識され、町長、職員、総務省からの派遣職員の
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相互作用を通じて、「賢く収縮」という政策言説が形成された。第Ⅱ期

には、「第三次振興計画」に組み込まれることで、人口減少を前提とし

た自治体運営の方向性が計画体系上明確にされた。第Ⅲ期以降は、公

共施設再編、学校統合、地域拠点整備、行財政改革などの事業や予算

を判断する基準として具体化され、第Ⅳ期には自治体運営全体を方向

づける基本方針として位置づけられ、三大プロジェクトなどの具体的

事業を通じてさらに展開していった。さらに、第Ⅴ期には、「賢く収

縮」を前提としながら、「賢く挑戦」という新しい政策言説が提示され

ている。このことは、「賢く収縮」が単なる削減の論理ではなく、将来

の政策展開を可能にするための資源再配分の原理として位置づけ直さ

れたことを示している。

また、「賢く収縮」が政策言説として形成され、計画、予算、事業へ

組み込まれていった背景には、少なくとも二つの要因があったと考え

られる。

第一は、町長の政治的リーダーシップである。美咲町では、学校再

編や本庁舎機能の集約など、従来型の施設配置を見直す政策が進めら

れた。これらは、地域住民の生活に関わるので、政治的調整や合意形

成が必要な政策課題であったが、限られた財源をより必要性の高い地

域課題へ振り向けるという方針の下で、施設再編が進められた点に特

徴がある。特に、町長自らが各地域において説明を重ね、人口減少、

財政制約、公共施設再編の必要性を伝えたことは、政策の正当性を説

明する伝達的言説として重要な役割を果たしたと考えられる。

第二は、行政内部における計画間の連携である。美咲町では、振興

計画、行財政改革、教育政策、公共施設再編を個別に進めるのではな

く、「賢く収縮」という考え方の下で相互に関連づけていた。このこと

により、「賢く収縮」は抽象的な政策理念にとどまらず、計画、予算、

事業を方向づける共通の判断基準として機能したと考えられる。

この点をMarjanovićらのモデルに即してみれば、美咲町では、人口

減少や財政制約が単に問題として認識されただけではなく、それらを
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相互作用を通じて、「賢く収縮」という政策言説が形成された。第Ⅱ期

には、「第三次振興計画」に組み込まれることで、人口減少を前提とし

た自治体運営の方向性が計画体系上明確にされた。第Ⅲ期以降は、公

共施設再編、学校統合、地域拠点整備、行財政改革などの事業や予算

を判断する基準として具体化され、第Ⅳ期には自治体運営全体を方向

づける基本方針として位置づけられ、三大プロジェクトなどの具体的

事業を通じてさらに展開していった。さらに、第Ⅴ期には、「賢く収

縮」を前提としながら、「賢く挑戦」という新しい政策言説が提示され

ている。このことは、「賢く収縮」が単なる削減の論理ではなく、将来

の政策展開を可能にするための資源再配分の原理として位置づけ直さ

れたことを示している。

また、「賢く収縮」が政策言説として形成され、計画、予算、事業へ

組み込まれていった背景には、少なくとも二つの要因があったと考え

られる。

第一は、町長の政治的リーダーシップである。美咲町では、学校再

編や本庁舎機能の集約など、従来型の施設配置を見直す政策が進めら

れた。これらは、地域住民の生活に関わるので、政治的調整や合意形

成が必要な政策課題であったが、限られた財源をより必要性の高い地

域課題へ振り向けるという方針の下で、施設再編が進められた点に特

徴がある。特に、町長自らが各地域において説明を重ね、人口減少、

財政制約、公共施設再編の必要性を伝えたことは、政策の正当性を説

明する伝達的言説として重要な役割を果たしたと考えられる。

第二は、行政内部における計画間の連携である。美咲町では、振興

計画、行財政改革、教育政策、公共施設再編を個別に進めるのではな

く、「賢く収縮」という考え方の下で相互に関連づけていた。このこと

により、「賢く収縮」は抽象的な政策理念にとどまらず、計画、予算、

事業を方向づける共通の判断基準として機能したと考えられる。

この点をMarjanovićらのモデルに即してみれば、美咲町では、人口

減少や財政制約が単に問題として認識されただけではなく、それらを
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容易には反転しない構造的条件として自治体運営へ反映する政策転換

が進められたと評価できる。「賢く収縮」という用語は、町長、職員、

総務省からの派遣職員の間で政策の方向性を調整する政策言説として

形成され、施政方針、議会答弁、行政計画を通じて説明されていった。

その後、振興計画、行財政改革、教育政策、予算および公共施設再編

などの具体的事業に組み込まれたことから、本論文の資料から確認で

きる範囲では、主として自治体行政内部において政策言説の制度化が

進展したと判断できる。ただし、議会における言及回数は、用語の使

用状況を把握する補助的な資料として有用であるものの、それだけで

議会における政策言説の共有や受容を証明することはできない。また、

地域社会において「賢く収縮」がどのように理解され、評価され、受

容されたのかについては、本論文の資料のみから確定することはでき

ない。小規模多機能自治や地域拠点整備の具体的な機能や実態につい

ても、今後の検討課題として残されている。

以上のように、「賢く収縮」は政策言説として形成され、計画や事業

へ制度化されていった。その具体的な政策実施の一端は、公共施設再

編の規模から確認することができる。2024年度当初予算では、施設解

体関連予算として20.7億円が計上され、解体対象は３9施設6３棟、売却対

象は10施設20棟に及んだ。床面積ベースでは既存施設の47.6％の削減が

見込まれる一方、新設床面積を 1万8,200平方メートルに抑えることで、

全体として３0.9％の縮減が図られている（64）。もっとも、施設面積の縮

減だけをもって、美咲町の取組を評価することはできないが、施設機

能を集約した美咲町多世代交流拠点施設では、物産センターの売上が

約 ３割増加したほか、図書館利用者が約 4倍、公民館利用者が約 7倍

となるなど、施設利用と地域交流の活性化が確認されている（65）。これ

は、施設数や床面積を縮小しながらも、必要な機能を集約し、利用価

値を高めるという「賢く収縮」の考え方が、一定の効果を生み出して

いる可能性を示唆するものである。

一方で、「賢く収縮」に対しては、公共施設や行政サービスの縮小を
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合理化し、周辺地域の切り捨てを正当化するものではないかとの批	

判（66）がある。この批判は、縮小に伴う負担や不利益が、特定の地域や

住民に集中する危険性を指摘する点で重要である。施設の廃止や統合

によって、住民の利便性が低下し、中心部と周辺部との地域間格差が

拡大する可能性については十分に検討する必要がある。しかし、その

一方で、施設再編や行政規模の見直しを直ちに「地域の切り捨て」と

評価することも一面的である。人口、税収、職員、地域活動の担い手

が減少する中で、従来の施設配置や行政サービスを維持し続けること

は、維持管理費の増大を招き、教育、福祉、移動支援、地域拠点の維

持など、住民生活を支えるために必要な機能へ十分な資源を配分する

ことを困難にするおそれがある。

したがって、人口減少下の自治体に問われているのは、単純に「縮

小するか、しないか」ではない。人口減少に伴う無秩序な縮小に委ね

るのか、それとも、縮小によって生じる負担や不利益に配慮しながら、

限られた資源を計画的に再配分し、地域に必要な機能を可能な限り維

持するのかが問われている。美咲町の「賢く収縮」を評価する際にも、

施設やサービスを縮小したか否かだけではなく、何を守り、何を再編

し、どこへ資源を再配分したのか、さらに、縮小に伴う地域間・住民

間の負担をどのように調整し、住民生活と地域の存続可能性を確保し

ようとしたのかを検討する必要がある。

なお、本論文には、いくつかの課題が残されている。

第一に、本論文は岡山県美咲町を対象とした単一事例の分析である。

そのため、他の自治体においても、同様の政策言説の形成や制度変化

がみられるのかについて、比較研究を進める必要がある。特に、自治

体規模、財政状況、合併経験、地域構造、首長の政治的リーダーシッ

プの違いが、人口減少を前提とした政策転換にどのような影響を与え

るのかを検討することが求められる。

第二に、本論文では、議会における「賢く収縮」または「スマート

シュリンク」への言及回数と発言主体を、用語の使用状況を把握する
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一方で、施設再編や行政規模の見直しを直ちに「地域の切り捨て」と

評価することも一面的である。人口、税収、職員、地域活動の担い手

が減少する中で、従来の施設配置や行政サービスを維持し続けること

は、維持管理費の増大を招き、教育、福祉、移動支援、地域拠点の維

持など、住民生活を支えるために必要な機能へ十分な資源を配分する

ことを困難にするおそれがある。

したがって、人口減少下の自治体に問われているのは、単純に「縮

小するか、しないか」ではない。人口減少に伴う無秩序な縮小に委ね

るのか、それとも、縮小によって生じる負担や不利益に配慮しながら、

限られた資源を計画的に再配分し、地域に必要な機能を可能な限り維

持するのかが問われている。美咲町の「賢く収縮」を評価する際にも、
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し、どこへ資源を再配分したのか、さらに、縮小に伴う地域間・住民

間の負担をどのように調整し、住民生活と地域の存続可能性を確保し

ようとしたのかを検討する必要がある。

なお、本論文には、いくつかの課題が残されている。

第一に、本論文は岡山県美咲町を対象とした単一事例の分析である。

そのため、他の自治体においても、同様の政策言説の形成や制度変化

がみられるのかについて、比較研究を進める必要がある。特に、自治

体規模、財政状況、合併経験、地域構造、首長の政治的リーダーシッ

プの違いが、人口減少を前提とした政策転換にどのような影響を与え

るのかを検討することが求められる。

第二に、本論文では、議会における「賢く収縮」または「スマート

シュリンク」への言及回数と発言主体を、用語の使用状況を把握する
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ための補助的な資料として用いた。しかし、発言回数の増加だけでは、

議会における政策言説の受容を証明することはできない。今後は、各

発言が「賢く収縮」を肯定的に評価したものか、批判的に用いたもの

か、また、どのような政策課題と関連づけて論じられたのかについて、

議会会議録の質的分析を進める必要がある。

第三に、本論文では、行政内部における政策言説の形成と制度化を

中心に分析したため、住民による理解、評価、反対、受容の実態を十

分に検討できていない。今後は、住民説明会の記録、住民アンケート、

地域別の聞き取り調査等を通じて、施設再編や学校統合、地域拠点整

備が住民生活に与えた影響を明らかにする必要がある。

第四に、公共施設再編や地域運営の再構築は現在も進行中である。

施設利用者数の増加等の短期的な成果だけでなく、財政負担、行政

サービスへのアクセス、移動手段、地域間格差、住民の生活の質、地

域活動の持続性等への中長期的な影響を継続的に検証する必要がある。

以上のように、美咲町の事例は、「賢く収縮」という政策言説を通じ

て、人口減少を自治体運営の構造的な前提として受け止め、限られた

資源を再配分しながら、必要な地域機能を維持しようとした事例であ

る。その特徴は、縮小を単なる撤退や削減としてではなく、持続可能

な自治体運営を実現し、将来の政策展開を可能にするための制度変化

として位置づけた点にある。もっとも、その過程において、施設再編

や学校統合に伴う負担が地域間・住民間でどのように分配されたのか、

また住民がそれをどのように理解し、評価したのかについては、なお

検討すべき課題が残されている。したがって、本論文で明らかにした

政策言説の形成と展開の過程は、人口減少社会における自治体運営の

あり方を検討する上で一定の学術的・実務的示唆を有する一方、その

評価には、住民生活への影響や地域間格差への配慮を含めた継続的な

検証が必要である。
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朝日新聞調査」（2026年 1 月19日）。
https://www.asahi.com/articles/ASV 1 F240FV 1 FOXIE02ZM.html（閲

覧日：2026年 5 月 5 日）。
（25）	 美咲町「美咲町第二次振興計画」（2014年）、３5頁。
（26）	 総務省「平成26年度決算状況（市区町村）」を参照した。2014年度時
点では、一般会計等において実質収支が黒字であったため、実質赤字比率
および連結実質赤字比率は算定されず、実質公債費比率は1３.6％、将来負
担比率は5３.9％であった。

（27）	 美咲町「美咲町経営マネジメント指針」（2021年）、 6頁。
（28）	 1968年10月生まれ。岡山県旭町（現美咲町）出身。新聞記者を経て、
岡山県議会議員 ３期（2007年 4 月～2018年12月）。前町長の辞職を受け、
2018年12月に美咲町長選挙で無投票当選。2022年11月の美咲町長選挙も無
投票当選。

（29）	 美咲町議会「美咲町議会会議録　平成３0年第 9回（12月）定例会第 1

）
〇
一
（

58

政
経
研
究

　第
六
十
三
巻
第
一
・
二
号
（
二
〇
二
六
年
九
月
）

五
〇

日（2018年12月14日）」
（３0）	 2017年度からの３0年間を計画年度として策定された。
（３1）	 美咲町議会「美咲町議会会議録　平成３0年第 9回（12月）定例会第 1
日（2018年12月14日）」

（３2）	 美咲町議会「美咲町議会会議録　平成３1年第 2回（ ３月）定例会第 1
日（2019年 ３ 月 4 日）」

（３３）	 美咲町議会「美咲町議会会議録　令和元年第 4回（ 6月）定例会第 2
日（2019年 6 月 4 日）」

（３4）	 青野町長および美咲町職員 2名に対するインタビュー調査による。調
査は2026年 4 月2３日に美咲町役場で実施した。

（３5）	 青野町長および美咲町職員 2名に対するインタビュー調査による。調
査は2026年 4 月2３日に美咲町役場で実施した。

（３6）	 青野高陽「現職インタビュー　岡山県美咲町長　注目の『賢く収縮』
は実はやりたくなかった（前編）」『首長マガジン』第10号（一般社団法人
地方自治マネジメントプラットフォーム、2025年12月号）、３1頁。

（３7）	 山本翔紅「岡山県美咲町における地方創生の取組について～	“賢く収
縮 ”	するまちづくり～」『地方創生人材支援制度平成３0年度派遣者　活動
報告書』（2020年）、116～117頁。

（３8）	 山本翔紅・元政策推進監への照会に対するメールでの回答（2026年 4
月24日受領）。山本翔紅『地方創生人材支援制度平成３0年度派遣者活動報
告書』（2020年）116～117頁も参照のこと。

（３9）	 美咲町議会「美咲町議会会議録　平成３0年第 9回（12月）定例会」～
「美咲町議会会議録　令和 2年第 1回（ 1月）臨時会」。なお、この期間に
「スマートシュリンク」への言及はなかった。
（40）	 各期における発言回数は、「賢く収縮」または「スマートシュリンク」
という用語が議会でどの程度用いられていたかを把握するための参考資料
として用いるものである。したがって、発言回数それ自体をもって、政策
言説が議会全体に共有された、あるいは受容されたと判断するものではな
い。

（41）	 美咲町議会「美咲町議会会議録　令和 2年第 2回（ ３月）定例会第 1
日（2020年 2 月28日）」

（42）	 美咲町議会「美咲町議会会議録　令和 2年第 2回（ ３月）定例会第 1
日（2020年 2 月28日）」

（4３）	 美咲町議会「美咲町議会会議録	令和 2年第 2回（ ３月）定例会第 4
日（2020年 ３ 月19日）」

（44）	 美咲町「第三次振興計画」（2020年）、252～260頁。
（45）	 美咲町議会「美咲町議会会議録　令和 2年第 2回（ ３月）定例会」～
「美咲町議会会議録　令和 ３年第 1回（ 2月）臨時会」。なお、この期間に
「スマートシュリンク」への言及はなかった。
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日（2018年12月14日）」
（３0）	 2017年度からの３0年間を計画年度として策定された。
（３1）	 美咲町議会「美咲町議会会議録　平成３0年第 9回（12月）定例会第 1
日（2018年12月14日）」

（３2）	 美咲町議会「美咲町議会会議録　平成３1年第 2回（ ３月）定例会第 1
日（2019年 ３ 月 4 日）」

（３３）	 美咲町議会「美咲町議会会議録　令和元年第 4回（ 6月）定例会第 2
日（2019年 6 月 4 日）」

（３4）	 青野町長および美咲町職員 2名に対するインタビュー調査による。調
査は2026年 4 月2３日に美咲町役場で実施した。

（３5）	 青野町長および美咲町職員 2名に対するインタビュー調査による。調
査は2026年 4 月2３日に美咲町役場で実施した。

（３6）	 青野高陽「現職インタビュー　岡山県美咲町長　注目の『賢く収縮』
は実はやりたくなかった（前編）」『首長マガジン』第10号（一般社団法人
地方自治マネジメントプラットフォーム、2025年12月号）、３1頁。

（３7）	 山本翔紅「岡山県美咲町における地方創生の取組について～	“賢く収
縮 ”	するまちづくり～」『地方創生人材支援制度平成３0年度派遣者　活動
報告書』（2020年）、116～117頁。

（３8）	 山本翔紅・元政策推進監への照会に対するメールでの回答（2026年 4
月24日受領）。山本翔紅『地方創生人材支援制度平成３0年度派遣者活動報
告書』（2020年）116～117頁も参照のこと。

（３9）	 美咲町議会「美咲町議会会議録　平成３0年第 9回（12月）定例会」～
「美咲町議会会議録　令和 2年第 1回（ 1月）臨時会」。なお、この期間に
「スマートシュリンク」への言及はなかった。
（40）	 各期における発言回数は、「賢く収縮」または「スマートシュリンク」
という用語が議会でどの程度用いられていたかを把握するための参考資料
として用いるものである。したがって、発言回数それ自体をもって、政策
言説が議会全体に共有された、あるいは受容されたと判断するものではな
い。

（41）	 美咲町議会「美咲町議会会議録　令和 2年第 2回（ ３月）定例会第 1
日（2020年 2 月28日）」

（42）	 美咲町議会「美咲町議会会議録　令和 2年第 2回（ ３月）定例会第 1
日（2020年 2 月28日）」

（4３）	 美咲町議会「美咲町議会会議録	令和 2年第 2回（ ３月）定例会第 4
日（2020年 ３ 月19日）」

（44）	 美咲町「第三次振興計画」（2020年）、252～260頁。
（45）	 美咲町議会「美咲町議会会議録　令和 2年第 2回（ ３月）定例会」～
「美咲町議会会議録　令和 ３年第 1回（ 2月）臨時会」。なお、この期間に
「スマートシュリンク」への言及はなかった。
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（46）	 美咲町議会「美咲町議会会議録　令和 ３年第 2回（ ３月）定例会第 1
日（2021年 ３ 月 1 日）」

（47）	 美咲町議会「美咲町議会会議録　令和 4年第 2回（ ３月）定例会第 1
日（2022年 2 月28日）」

（48）	 美咲町「美咲町経営マネジメント指針」（2021年）、 7～14頁。
（49）	 美咲町「第三次教育振興基本計画」（2021年）、22頁。
（50）	 2021年 ３ 月～2022年 2 月までの 1年間には、 6人の議員による11回の
発言が確認された。また、2022年 ３ 月～202３年 2 月までの 1年間には、 6
人の議員による 9回の発言が確認された。議会における発言全体に占める
議員発言比率は、前者が68.8％、後者が56.３％であった。第Ⅱ期の 2人に
対し、第Ⅲ期では発言した議員数は 9人となった。なお、この期間に「ス
マートシュリンク」への言及はなかった。

（51）	 美咲町議会「美咲町議会会議録　令和 5年第 2回（ ３月）定例会第 1
日（202３年 2 月27日）」

（52）	 美咲町議会「美咲町議会会議録　令和 6年第 2回（ ３月）定例会第 1
日（2024年 ３ 月 4 日）」

（5３）	 美咲町議会「美咲町議会会議録	令和 6年第 2回（ ３月）定例会第 1
日（2024年 ３ 月 4 日）」

（54）	 小学校 2校と中学校 1校を統合し、岡山県北 2校目の義務教育学校と
して2024年 4 月に開校した。児童館のほか、地域住民も利用できる交流
ホール・多目的室を併設した。

（55）	 役場本庁舎、物産センター、図書館、公民館、保健センター、美咲町
社会福祉協議会などが入居している複合施設である。

（56）	 小学校 1校と中学校 1校を統合し、岡山県北初の義務教育学校として
202３年 4 月に開校した。旭地域多世代交流拠点（あさひなた）は、旭総合
支所、多目的ホール（公民館）、図書館、西川診療所、保健センター、子
ども第三の居場所、シルバー人材センター、岸田吟香資料室を併設した。

（57）	 美咲町「ひと輝くまちみさき─賢く収縮するまちづくり─」（2026年
2 月22日）。

（58）	 青野町長および美咲町職員 2名に対するインタビュー調査による。調
査は2026年 4 月2３日に美咲町役場で実施した。

（59）	 202３年 ３ 月～2024年 2 月までの 1年間に ３人の議員による 4回の発言、
2024年 ３ 月～2025年 2 月までの 1年間に 9人の議員による12回の発言、
2025年 ３ 月～2026年 2 月までの 1年間に10人の議員による14回の発言が確
認された。議会における議員発言比率は、それぞれ40.0％、41.4％、46.7％
であった。

（60）	 美咲町議会「美咲町議会会議録　令和 8年第 1回（ ３月）定例会第 1
日（2026年 ３ 月 2 日）」

（61）	 美咲町議会「美咲町議会会議録　令和 8年第 1回（ ３月）定例会第 4
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日（2026年 ３ 月19日）」
（62）	 美咲町「第四次振興計画」（2026年）、21頁。
（6３）	 美咲町、同上、17頁。
（64）	 美咲町「ひと輝くまちみさき─賢く収縮するまちづくり─」（2026年
2 月22日）、18頁。

（65）	 美咲町「ひと輝くまちみさき─賢く収縮するまちづくり─」（2026年
2 月22日）、19頁。

（66）	 2026年 6 月27日に開催されたシンポジウム「中山間地域から『賢く縮
む』を考える～岡山からの問題提起～」では、小田切徳美教授が、美咲町
の取組を単なる施設削減やコンパクト化ではなく、住民自治の充実を志向
する多面的な取組として評価した。また、嶋田暁文教授は、「賢く縮む」
を単に横展開すると、周辺部の住民に不利益を甘受させる言説として作用
しうる危険性があることを指摘した。両者の議論は、「賢く収縮」を評価
する際には、効率化や施設再編の成果だけでなく、住民自治、中間支援機
能、地域間格差、住民参加のあり方をあわせて検討する必要があることを
示している。
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日（2026年 ３ 月19日）」
（62）	 美咲町「第四次振興計画」（2026年）、21頁。
（6３）	 美咲町、同上、17頁。
（64）	 美咲町「ひと輝くまちみさき─賢く収縮するまちづくり─」（2026年
2 月22日）、18頁。

（65）	 美咲町「ひと輝くまちみさき─賢く収縮するまちづくり─」（2026年
2 月22日）、19頁。

（66）	 2026年 6 月27日に開催されたシンポジウム「中山間地域から『賢く縮
む』を考える～岡山からの問題提起～」では、小田切徳美教授が、美咲町
の取組を単なる施設削減やコンパクト化ではなく、住民自治の充実を志向
する多面的な取組として評価した。また、嶋田暁文教授は、「賢く縮む」
を単に横展開すると、周辺部の住民に不利益を甘受させる言説として作用
しうる危険性があることを指摘した。両者の議論は、「賢く収縮」を評価
する際には、効率化や施設再編の成果だけでなく、住民自治、中間支援機
能、地域間格差、住民参加のあり方をあわせて検討する必要があることを
示している。
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EUにおけるAI 法の成立過程
─公的アクターとロビー活動の政治力学─

三　澤　真　明

1 　はじめに

現代のデジタル技術は、急速な発展とともに、多くの分野で利便性

の向上をもたらしている。しかしながら、これらの発展は人権保護と

の相克を生み出すことになった。本稿で取扱う人工知能（AI: Artificial 

Intelligence）が社会実装されることで、様々な分野で業務効率を上昇さ

せ、大量のデータ処理を可能にするなどの多大な利益が生み出される

ようになった。同時に、偽情報の発信が容易になることや誤情報に惑

わされた意思決定が行われるなど、民主主義社会の基盤を掘り崩すこ

とにもつながっている。世界各国で SNS を利用した選挙が展開されて

いる中で、AI を活用した誤情報の大量発信が行われ続ければ、有権者

の選択を阻害することになる。このような事態を回避するために、急

速な技術の変化に対応した規制が求められる。

AI と社会の調和が必要とされる一方で、世界各国の立法措置は、必

ずしも迅速なものであるとはいえなかった。そのような中で、いち早

く AI に関するルールを定めたのが EU である。EU は2024年 8 月に

「AI 法」を発効させた（ 1 ）。EU の動きに対して、「ブリュッセル効果」

の提唱者であるブラッドフォード（Anu Bradford）は、「AI 法は、世界

初の包括的かつ横断的で拘束力のある AI 規制であり、ヨーロッパにお

ける状況を一変させるだけでなく、管轄区域を超えた AI 規制に向けた

論　説
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1 　はじめに

現代のデジタル技術は、急速な発展とともに、多くの分野で利便性

の向上をもたらしている。しかしながら、これらの発展は人権保護と

の相克を生み出すことになった。本稿で取扱う人工知能（AI: Artificial 

Intelligence）が社会実装されることで、様々な分野で業務効率を上昇さ

せ、大量のデータ処理を可能にするなどの多大な利益が生み出される

ようになった。同時に、偽情報の発信が容易になることや誤情報に惑

わされた意思決定が行われるなど、民主主義社会の基盤を掘り崩すこ

とにもつながっている。世界各国で SNS を利用した選挙が展開されて

いる中で、AI を活用した誤情報の大量発信が行われ続ければ、有権者

の選択を阻害することになる。このような事態を回避するために、急

速な技術の変化に対応した規制が求められる。

AI と社会の調和が必要とされる一方で、世界各国の立法措置は、必

ずしも迅速なものであるとはいえなかった。そのような中で、いち早

く AI に関するルールを定めたのが EU である。EU は2024年 8 月に

「AI 法」を発効させた（ 1 ）。EU の動きに対して、「ブリュッセル効果」

の提唱者であるブラッドフォード（Anu Bradford）は、「AI 法は、世界

初の包括的かつ横断的で拘束力のある AI 規制であり、ヨーロッパにお

ける状況を一変させるだけでなく、管轄区域を超えた AI 規制に向けた
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世界的な機運を大きく高めることになるだろう」と述べている（ 2 ）。一

般データ保護規則（GDPR: General Data Protection Regulation）や競争法

などを事例にして、EU の影響力が波及していくことを示したブラッド

フォードの指摘を踏まえると（ 3 ）、AI 法の世界的規模での意義を検討す

る必要性を感じるだろう。しかしながら、AI 法はその重要性に比して、

どのような経緯で立法化されたのかという研究は必ずしも多くない。

もちろん、欧州委員会、欧州議会、閣僚理事会といったアクターがト

リローグ（Trilogue）という形で、交渉を重ねて立法化してきた事実を

指摘しているものは多数ある（ 4 ）。特に、このプロセスを過程追跡の手

法を用いて分析することで、欧州議会や閣僚理事会の基本的人権保護

に対する意識の格差を浮き彫りにした研究も存在している（ 5 ）。

これらの研究に共通しているのは、欧州委員会を始めとする公的な

アクターに着目していることである。EU の立法過程は、その特殊性か

ら各公的アクターの相互作用を研究するだけでも重層的なガバナンス

であると実感することができる。ただし、EU は「民主主義の赤字」を

解消する観点から、私的領域も含めた多様なアクターの立法過程への

参画が認められている。この私的アクターの立法過程への参画の多さ

を示す一端として、活発なロビー活動が挙げられる。EU の透明性登録

簿によれば、2024年時点で、13,000を超える利益団体が登録されてい 

る（ 6 ）。2026年には、17,000を超える団体が活動し、上位10団体のみで

1 億ユーロ近くのロビー活動費が計上されている（ 7 ）。これは、公的ア

クターのみならず私的アクターも EU の立法過程に深く関与している

ことを示唆するものである。

そこで、本稿では、EU における AI 法の成立過程を明らかにするた

めに、公的アクターに加えて私的アクターも分析射程に収める（ 8 ）。私

的アクターによる公的アクターへの働きかけに着目することで、市民

社会において誰の利益が、どのような形で AI 法に反映されたのかを明

らかにするものである。
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2　AI 法の制度設計とリスク管理の構造

AI 法が対象とするのはすべての EU加盟国である。同時に EU域外

の国に拠点をもつ事業者にもその影響が及ぶこともある。同法 2条に

は、EU 域内でサービスを提供するプロバイダー（provider）やその使

用者であるディプロイヤー（deployer）はもちろんのこと、域外に拠点

を置くプロバイダーやディプロイヤーも規制の対象になることが定め

られている。したがって AI 法は、EU市場へアクセスしようとする主

体をも含むという意味で広範な影響力をもつ規制といえる。

同法の特徴として挙げられるのがリスクベースアプローチである。

これはAI 使用そのものを禁止するのではなく、そのリスクの度合いに

応じて規制することを指している。その度合いとして①許容できない

リスク、②ハイリスク、③限定的リスク、④最小限リスク、という 4

つのカテゴリーが設けられている（9）。

許容できないリスクとしてカテゴライズされるAI システムは、人間

の安全や基本的人権を脅かすものに適用され、全面的に使用が禁止さ

れる。例えば、ソーシャルスコアリングを行うことで、個人の行動や性

格を社会的信用と紐づけるような行為、サブリミナル効果をもたらすこ

とで、個人の自由意志に影響を与えるようなものを挙げることができる。

ハイリスクのAI システムは、人々の健康、安全、基本的権利に重大

な影響を及ぼすものに適用され、使用そのものが全面禁止されるわけ

ではないが、透明性の確保や人間による監視体制の構築を行うことで、

サービス提供前に適合性評価を受けなければならない。水道、電気、

ガスなどの重要インフラの管理運営、教育機関での学習指導や評価な

どがこれにあたる。

限定的リスクのAI システムは、騙されるリスクや操作されるリスク

があるものに適用され、透明性の確保が求められる。例えば、チャッ

トボットやディープフェイクなどが挙げられるが、これらはAI が用い

られていることを明示しなければならないとされる。
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これはAI 使用そのものを禁止するのではなく、そのリスクの度合いに

応じて規制することを指している。その度合いとして①許容できない

リスク、②ハイリスク、③限定的リスク、④最小限リスク、という 4

つのカテゴリーが設けられている（9）。

許容できないリスクとしてカテゴライズされるAI システムは、人間

の安全や基本的人権を脅かすものに適用され、全面的に使用が禁止さ

れる。例えば、ソーシャルスコアリングを行うことで、個人の行動や性

格を社会的信用と紐づけるような行為、サブリミナル効果をもたらすこ

とで、個人の自由意志に影響を与えるようなものを挙げることができる。

ハイリスクのAI システムは、人々の健康、安全、基本的権利に重大

な影響を及ぼすものに適用され、使用そのものが全面禁止されるわけ

ではないが、透明性の確保や人間による監視体制の構築を行うことで、

サービス提供前に適合性評価を受けなければならない。水道、電気、

ガスなどの重要インフラの管理運営、教育機関での学習指導や評価な

どがこれにあたる。

限定的リスクのAI システムは、騙されるリスクや操作されるリスク

があるものに適用され、透明性の確保が求められる。例えば、チャッ

トボットやディープフェイクなどが挙げられるが、これらはAI が用い

られていることを明示しなければならないとされる。
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最小限リスクの AI システムは、市民生活に対するリスクがほとんど

ないとされるものである。特筆すべき義務が課せられることはなく、

自由度の高いカテゴリーといえる。例えば、スパムメールに対する

フィルターや需要予測などが挙げられる。

また、法案審議の途上で、上記の 4 分類とは別に、汎用目的型 AI モ

デルの 2 分類が追加されている。GPT- 4 や Gemini に代表される汎用

AI モデルは、システミックリスクの有無によって、課される義務が異

なる（10）。リスクがあるとされたものについては、AI モデルの評価、リ

スク評価と軽減対策などが求められる。システミックリスクを有する

か否かの判定は欧州委員会が行う。委員会は、AI 法第51条に基づき、

AI モデルの学習に使用された累積計算量が浮動小数点演算（FLOPS）

で、1025を超える場合に、リスクをもつと指定できるほか、AI の能力

や普及度から同等のリスクがあると判断した場合も指定が可能となる。

図 １　AI 法におけるリスクベースアプローチ

（出典：筆者作成）

EU の組織構造上、欧州委員会には EU 法の遵守を監督することが求

められるが、AI 法の成立に伴い、新たにいくつかの組織が設立された。

欧州委員会の通信ネットワーク・コンテンツ・技術総局内に AI オフィ

ス（Artificial Intelligence Office）が設けられた。AI オフィスは、すべて

の加盟国における AI 法の遵守状況を監督する機能を果たす。同時に、

汎用 AI モデルのプロバイダーに必要な情報の提供を求めることができ

る。欧州委員会のリスク判定は、事実上 AI オフィスが調査・監督する
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ことによって支えられている。もし、プロバイダーが AI オフィスの求

めに応じずに、AI 法から逸脱すれば、同オフィスは、制裁の勧告を行

うことができる。違反に対する罰則は、レベルごとに異なるが、最大

で3,500万ユーロか年間売上高の 7 % 相当が上限として設定されている。

これは GDPR の罰則2,000万ユーロか年間売上高の 4 % 相当をも上回る

水準である。

AI オフィスのほかにも欧州委員会を支える組織として欧州 AI 委員

会（European Artificial Intelligence Board）が置かれている。AI 委員会に

は、各加盟国から 1 名の代表者が参加するとともに、欧州データ保護

監督官がオブザーバーとして加わっている。同委員会は、各国の国益

を反映し一貫性のある AI 法の実施を目指して欧州委員会へ助言を行っ

て い る。 ま た、 諮 問 フ ォ ー ラ ム（Advisory Forum） や 科 学 パ ネ ル

（Scientific Panel）を設置することで、産業界、学界や市民社会などの多

様なステークホルダーの関与を目指した体制を作っている。

AI 法の分類やガバナンスのあり方を踏まえると、いくつかの対立軸

が見えてくる。規制の弱体化やリスクに基づく分類からの回避とそれ

に対する反作用、EU（特に欧州委員会）への権限の集約とそれに対抗す

るガバナンスがそれである。これらは、テック企業と消費者保護団体、

欧州委員会と欧州議会と閣僚理事会の対立を想起させるものである。

そこで、次節からは、まず公的アクターによる立法過程に着目するこ

とで、ガバナンス体制がどのように構築されるに至ったのかを検討す

るとともに、どのような争点が存在したのかを明らかにしていく。

3 　立法過程における公的アクター間の合意形成

EU における立法過程は、欧州委員会の法案発議から始まり、欧州議

会と閣僚理事会による審議を経る仕組みとなっている。したがって、

まず検討すべきは、なぜ欧州委員会が AI 規制にかかわる法案を提出す

るに至ったのかということである。
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水準である。

AI オフィスのほかにも欧州委員会を支える組織として欧州 AI 委員

会（European Artificial Intelligence Board）が置かれている。AI 委員会に

は、各加盟国から 1 名の代表者が参加するとともに、欧州データ保護

監督官がオブザーバーとして加わっている。同委員会は、各国の国益

を反映し一貫性のある AI 法の実施を目指して欧州委員会へ助言を行っ

て い る。 ま た、 諮 問 フ ォ ー ラ ム（Advisory Forum） や 科 学 パ ネ ル

（Scientific Panel）を設置することで、産業界、学界や市民社会などの多

様なステークホルダーの関与を目指した体制を作っている。

AI 法の分類やガバナンスのあり方を踏まえると、いくつかの対立軸

が見えてくる。規制の弱体化やリスクに基づく分類からの回避とそれ

に対する反作用、EU（特に欧州委員会）への権限の集約とそれに対抗す

るガバナンスがそれである。これらは、テック企業と消費者保護団体、

欧州委員会と欧州議会と閣僚理事会の対立を想起させるものである。

そこで、次節からは、まず公的アクターによる立法過程に着目するこ

とで、ガバナンス体制がどのように構築されるに至ったのかを検討す

るとともに、どのような争点が存在したのかを明らかにしていく。

3 　立法過程における公的アクター間の合意形成

EU における立法過程は、欧州委員会の法案発議から始まり、欧州議

会と閣僚理事会による審議を経る仕組みとなっている。したがって、

まず検討すべきは、なぜ欧州委員会が AI 規制にかかわる法案を提出す

るに至ったのかということである。
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表 １　AI 法の成立過程

日付 出来事
2021/ 4 /22 欧州委員会による法案採択
2021/ 9 /22 欧州経済社会委員会の意見
2021/12/ 2 欧州地域委員会の意見
2021/12/29 欧州中央銀行の見解
2022/12/ 6 閣僚理事会による基本方針採択
2023/ 5 /22 欧州議会へのレポート提出
2023/ 6 /14 欧州議会によるレポート採択
2023/12/ 9 欧州議会と閣僚理事会による「マラソン協議」開始
2024/ 2 / 2 コレペールによる暫定合意の承認
2024/ 2 /13 欧州議会担当委員会と閣僚理事会との暫定合意の承認
2024/ 3 /13 欧州議会第一読会による立場表明
2024/ 5 /21 閣僚理事会による欧州議会の立場承認
2024/ 6 /13 欧州議会議長および閣僚理事会議長の署名
2024/ 7 /12 官報掲載

（出典：EU Law Tracker）

欧州委員会は、2021年 4 月22日に法案提出のための採択を行ってい

る。AI 法の担当となったのは、通信ネットワーク・コンテンツ・技術

総局であり、担当委員はブルトン（Thierry Breton）が務めることと

なった。法案提出の背景には、フォン・デア・ライエン（Ursula Gertrud 

von der Leyen）が提示した2019‐2024年期の政治指針である「さらなる

高みを目指す連合─私の欧州政策（A Union that strives for more: My 

agenda for Europe）」がある。同文書の中で、フォン・デア・ライエンは、

6 つの主要な政策目標の 1 つとして「デジタル時代にふさわしいヨー

ロッパ」を掲げていた。AI 技術の進展がコミュニケーション、生活、

働き方を変え、社会的な課題を解決するイノベーションにつながるも

のとしてポジティブな評価をしつつも、同時に、高いプライバシー保

護、セキュリティ、安全性や倫理基準とデジタル技術の融合の必要性

を指摘していた（11）。そして、彼女は「欧州委員長就任後100日以内に、

人工知能がもたらす人々に対する影響、倫理的影響について、欧州全

体で協調的な取組みを行う法案を提出する」覚悟を示した（12）。
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欧州委員長就任後の2020年 2 月には、「人工知能に関する白書─卓

越性と信頼に向けた欧州のアプローチ（On Artificial Intelligence: A 

European approach to excellence and trust）」が発表された。同白書では、

「EU 市民の価値観と権利を完全に尊重しつつ、信頼性が高く安全な AI

の発展」を可能とするために、何ができるかが列挙された（13）。AI 法に

取り入れられたリスクベースアプローチは、すでにこの白書の中に盛

り込まれていた（14）。またハイリスクとされる AI システムについても、

一般的にリスクの発生が最も高いとみなされる分野に規制介入の的を

絞ることとし、医療、運輸、エネルギーおよび公共部門の一部が例と

して挙げられていた（15）。その上で、リスクレベルの評価にあたっては、

当事者が受ける影響に基づくべきとして、「個人または企業の権利に対

して、法的または同様の重大な影響を及ぼす AI の利用、負傷、死亡、

または重大な有形、無形の損害のリスクをもたらす利用、個人または

法人が合理的に回避できない影響を及ぼす利用」などが例示されてい

た（16）。

AI 規制に関するガバナンス体制については、加盟国間の協力体制の

強化が前面に押し出されており、この時点では、各国の主権が尊重さ

れた上での提案がなされている（17）。現在のAI法との接続を踏まえると、

多様なステークホルダーがガバナンス構造に参加すべきである旨が書

かれている点は、特筆すべきことであるといえる（18）。同白書が AI 法

の原型たる枠組みを提供しており、閣僚理事会も欧州議会もともに欧

州市民の権利保護のために、何らかの AI に関する規制を設けることに

賛意を示していた。

白書は様々なアクターから反響を呼ぶことになったが、欧州委員会

による法案提出へと至ることになった。AI 法案では、リスクベースア

プローチが取り入れられたほか、ガバナンス体制構築の一環として欧

州 AI 委員会の創設が盛り込まれていた（19）。この法案に対して、欧州

経済社会委員会（EESC：European Economic and Social Committee）、欧州

地域委員会（ECoR：European Committee of the Region）、欧州中央銀行
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欧州委員長就任後の2020年 2 月には、「人工知能に関する白書─卓

越性と信頼に向けた欧州のアプローチ（On Artificial Intelligence: A 

European approach to excellence and trust）」が発表された。同白書では、

「EU 市民の価値観と権利を完全に尊重しつつ、信頼性が高く安全な AI

の発展」を可能とするために、何ができるかが列挙された（13）。AI 法に

取り入れられたリスクベースアプローチは、すでにこの白書の中に盛

り込まれていた（14）。またハイリスクとされる AI システムについても、

一般的にリスクの発生が最も高いとみなされる分野に規制介入の的を

絞ることとし、医療、運輸、エネルギーおよび公共部門の一部が例と

して挙げられていた（15）。その上で、リスクレベルの評価にあたっては、

当事者が受ける影響に基づくべきとして、「個人または企業の権利に対

して、法的または同様の重大な影響を及ぼす AI の利用、負傷、死亡、

または重大な有形、無形の損害のリスクをもたらす利用、個人または

法人が合理的に回避できない影響を及ぼす利用」などが例示されてい

た（16）。

AI 規制に関するガバナンス体制については、加盟国間の協力体制の

強化が前面に押し出されており、この時点では、各国の主権が尊重さ

れた上での提案がなされている（17）。現在のAI法との接続を踏まえると、

多様なステークホルダーがガバナンス構造に参加すべきである旨が書

かれている点は、特筆すべきことであるといえる（18）。同白書が AI 法

の原型たる枠組みを提供しており、閣僚理事会も欧州議会もともに欧

州市民の権利保護のために、何らかの AI に関する規制を設けることに

賛意を示していた。

白書は様々なアクターから反響を呼ぶことになったが、欧州委員会

による法案提出へと至ることになった。AI 法案では、リスクベースア

プローチが取り入れられたほか、ガバナンス体制構築の一環として欧

州 AI 委員会の創設が盛り込まれていた（19）。この法案に対して、欧州

経済社会委員会（EESC：European Economic and Social Committee）、欧州

地域委員会（ECoR：European Committee of the Region）、欧州中央銀行
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（ECB：European Central Bank）の 3 つの組織から意見が提出されている。

EESC は、AI 法案が AI に関連するリスクに対処することで、人々

の健康や安全、基本的人権の保護を行おうとする姿勢を評価している。

しかしながら、EESC は、禁止されている AI による行為の範囲、定義、

明確さ、リスク分類などで改善の余地があることを指摘している（20）。

ECoR は、法案の個々の条文に対して、31個の具体的修正案を提示し

ている。修正の多くは、EU や加盟国のみが規制主体となるのではなく、

必要に応じて地方（local）や地域（region）の関与を求めるものとなっ

ている（21）。ECB は、主として銀行システムへの影響や監督業務の観点

から意見を表明している。リスクベースアプローチとの関係でいえば、

スコアリングシステムがハイリスクに分類されていることに懸念を示

している。スコアリング自体はすでに日常的に行われているため、人

間の監督の下で行われる統計分析に基づく AI システムは、ハイリスク

分類から除外することが求められている（22）。これらの諸組織は、AI 法

の導入自体には賛成を示しつつ、それぞれの観点から修正案を示して

いた。

2022年12月には、閣僚理事会によって、基本方針が示されることに

なる（23）。これは欧州委員会提案に対して、各国がどのような態度で

あったのかを表すものであり、後に行われるトリローグの際の閣僚理

事会の方向性を探るものでもある。この協議の場となったのは、運

輸・通信・エネルギー理事会である。閣僚理事会は、AI 法案に対して、

国家主権と産業競争力などの観点から修正を求めた。

第 3 条 1 項で掲げられた AI システムについては、「自律性」や「機

械学習」に基づき作動するものであると定義をしており、法案がより

広範なソフトウェアやプログラミング技術に影響を及ぼしかねないと

して定義を厳格化する修正が行われた。また、法案では言及がなかっ

た技術である汎用 AI システムについての条文も加筆された（第 4 a、 4

b、 4 c 条）。これにより、汎用 AI システムを提供するプロバイダーに

課される遵守要件が明確にされた。
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国家主権の揺り戻しという点では、軍事、防衛、国家安全保障の目

的で開発・使用された AI システムは、AI 法による規制の対象外とさ

れた（第 2 条 3 項）。また、警察権への影響として重要インフラ、人命、

身体の安全に対する具体的かつ重大な脅威の防止やテロに対する脅威

の抑止、重大犯罪容疑者の特定などといった目的において、リアルタ

イムで行われる遠隔生体認証への AI システムの例外的使用を可能とす

る修正提案も行われた（第 5 条 1 項 d）。

2023年 5 月には、欧州議会本会議に、域内市場・消費者保護委員会

（Committee on the Internal Market and Consumer Protection）のベニフェイ

（Brando Benifei）と市民的自由・司法・内務委員会のトゥドラチェ

（Dragoş Tudorache）らによるレポートが提出された。彼らは合計771か

所の修正案を提示した（24）。この時点で、汎用 AI システムについて、

言及がなされている。例えば、第 3 条 1 項（d）において定義付けがな

されるのと同時に（25）、汎用 AI システムがハイリスク AI システムに転

化した場合の義務を示している（26）。また、「基盤モデル（foundation 

model）」を規制することで、汎用 AI システムに制限を設けようとして

いる。この点は、閣僚理事会による修正案と同様に、欧州議会が汎用

AI システムを検討対象として捉えていることを示している。

第 3 条 1 項の修正案は、閣僚理事会の提案より端的な AI システムの

定義となっている。端的な定義は、それゆえにどこまでを規制対象に

含むのかという点において、事業者にとって不確実性を高めるもので

あるといえる。一方で、閣僚理事会の提案が、「推論」の有無や生成

AI への対応、技術的特徴などによって AI システムを厳格に定義付け

ていることで、規制対象になる AI とそうでないものとの区別を明確に

しようとしていることが分かる。議会委員会レポートには、第 5 条 1

項（d）において、リアルタイムでの遠隔生体認証に対する AI システ

ムの使用は、一切の例外を設けずに禁止する姿勢が現れている（27）。こ

れは、閣僚理事会よりも国家権力の行使を抑制することで、市民の基

本的人権を擁護しようとする態度である。このレポートを受け、翌 6
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含むのかという点において、事業者にとって不確実性を高めるもので

あるといえる。一方で、閣僚理事会の提案が、「推論」の有無や生成

AI への対応、技術的特徴などによって AI システムを厳格に定義付け

ていることで、規制対象になる AI とそうでないものとの区別を明確に

しようとしていることが分かる。議会委員会レポートには、第 5 条 1

項（d）において、リアルタイムでの遠隔生体認証に対する AI システ

ムの使用は、一切の例外を設けずに禁止する姿勢が現れている（27）。こ

れは、閣僚理事会よりも国家権力の行使を抑制することで、市民の基
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月には、賛成499票、反対28票、棄権93票という結果で、欧州議会は修

正案を採択した。

この時点で、閣僚理事会と欧州議会の公的な立場が表明された。欧

州委員会も含めて、それぞれのアクター間の相違を埋めるべく、通常

立法手続きの枠組みを超えるものとしてトリローグを活用することに

なる。2023年の 6 月から12月にかけて、トリローグは計 5 回にわたっ

て断続的に開催されることになった。その中でも12月のトリローグは、

ブルトンをして「マラソン」と呼ぶほどの長丁場に及んだ（28）。法案か

らの変更点として、ここで合意された内容は次の点が挙げられる。

① AI 法の対象範囲および適用範囲であるが、閣僚理事会の修正提案

に沿った形での合意となった。すなわち、AI 法の適用除外として軍事

や防衛、安全保障が明示され、いかなる場合も加盟国の権限を侵害す

ることはないとされた（29）。② AI システムの定義については、広範な

定義となっていた法案に対して、より限定した定義を示していた閣僚

理事会と欧州議会の修正案を受けて、単純なソフトウェアを排した、

「自律性」や「機械学習」を取り入れたものとなった（30）。③禁止され

る AI の実践については、特に遠隔生体認証システムが挙げられる。こ

れは閣僚理事会と欧州議会の隔たりが大きかった争点の 1 つである。

条件付きながらも法執行機関に、リアルタイムでの遠隔生体認証シス

テムを認めた閣僚理事会に対し、監視社会の拡大による基本的人権の

侵害を懸念する欧州議会という構図において、最終的には、閣僚理事

会の要求が通った。ただし、リアルタイム遠隔生体認証は、当初の修

正要求に比べて限定が行われた。例えば、理事会案では、「特定」の犯

罪が何かを示さず、「潜在的な」被害者をも対象にできるとしていたも

のが、「誘拐、人身売買、または人身に対する性的搾取」に、また「被

害を受けた者」へと変更された（31）。また、テロ攻撃などへの脅威につ

いても、「具体的かつ重大で差し迫った脅威の防止（the prevention of a 

specific, substantial and imminent threat）」という条件がつけられることで、

より抑制的な運用を求められるようになった（32）。加えて、刑事捜査や
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公訴の提起などを目的にする遠隔生体認証の使用にも限定がかけられ

た。閣僚理事会は「理事会枠組決定2002/584/JHA」第 2条第 2項で示

された32類型を対象としていたが、最終的にはAI 法付属文書Ⅱで示さ

れた16類型に変更された（33）。その結果、欧州議会が求めるリアルタイ

ム遠隔生体認証システムの全面禁止には至らなかったものの、閣僚理

事会の修正案よりは抑制された規定となった。

④法案では規定がなかった汎用AI モデルについては、閣僚理事会と

欧州議会の要求を汲んで新規定が設けられた。第 3条63項で、汎用 AI

モデルを定義付け、第 5章の各条文でモデルの分類、プロバイダーの

義務、システミックリスクを伴う際の追加義務、行動規範が定められ

た（34）。システミックリスクをもたらす汎用 AI モデルは、閣僚理事会

が求めていた FLOPS で1026ではなく、1025に設定され、適用範囲が拡

大された。ほかにも付属文書 XIII にて、欧州委員会がシステミックリ

スクを有するAI モデルに指定する際に、考慮すべき 7つの要件が示さ

れることとなった。

⑤AI 法に関するガバナンス体制については、トリローグにおいて特

筆すべき変更が加えられた。それは、AI オフィスの設置が合意された

ことである（35）。汎用 AI モデルの監視や執行については、加盟国の枠

組みを超えて、欧州委員会内に設置されるAI オフィスがその実践にあ

たることとなった。この点は、各国の主権が部分的に委譲されたと捉

えることもできるが、一方で、すでに提案されていたAI 委員会の設置

は、閣僚理事会の「共通の立場」を受け入れたものとなった。すなわ

ちAI 委員会は、加盟国ごとに 1名の代表者で構成され、欧州データ保

護監督官がオブザーバーとして参加するというものである（36）。欧州委

員会に完全なフリーハンドを与えることなく、AI 委員会を通じて、各

国の意向を反映させる機会が残されたと評価することができるだろう。

また、諮問フォーラムや科学パネルについても、トリローグによって

導入が決まった。AI 法の重層的なガバナンス構造は、トリローグとい

う最終段階で、ようやくその原型が整ったものになる。
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は、閣僚理事会の「共通の立場」を受け入れたものとなった。すなわ

ちAI 委員会は、加盟国ごとに 1名の代表者で構成され、欧州データ保

護監督官がオブザーバーとして参加するというものである（36）。欧州委

員会に完全なフリーハンドを与えることなく、AI 委員会を通じて、各

国の意向を反映させる機会が残されたと評価することができるだろう。

また、諮問フォーラムや科学パネルについても、トリローグによって
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トリローグでの妥協を受けて、2024年 2 月には、域内市場・消費者

保護委員会と市民的自由・司法・内務委員会が賛成71票、反対 8票、

棄権 7票で、交渉結果を承認した。そして、 3月には欧州議会で賛成

523票、反対46票、棄権49票という結果となった。閣僚理事会でも、同

年 2月にコレペールで全会一致の賛成を得た上で、 5月に承認された。

その結果、 6月に欧州議会議長と閣僚理事会議長の署名がなされ、 7

月12日、官報に掲載されたことでAI 法の立法手続きは完了した。

これまで見た通り、欧州委員会、欧州議会、閣僚理事会との間で、

交渉と妥協が繰り返されることで、基本的人権の保障、国家主権のあ

り方、規制と競争力の保持といった困難な問題解決が図られてきた。

4　ロビー活動による利害調整の動態

EUにおけるロビー活動は、公的なアクターのみでは代表されない利

益を反映させる貴重な機会の 1つである。様々なアクターが立法過程

に関与していくことで、より広範な民意を組み込んでいくことができ

る。ロビー活動は、欧州統合において、しばしば問題視されてきた

「民主主義の赤字」を解消する手段としても評価することができる。欧

州統合が深化していく中で、欧州議会の権限が拡大したことにより、

ロビー団体のアクセスポイントも広がりを見せてきた。（図 2）

図 ２　EUの立法過程とロビー活動におけるアクセスポイント

（出典：筆者作成）
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前節で、AI 法案の提出から成立までの過程を説明してきたが、ロ

ビー団体による活動は、法案提出前から行われていた。法案提出の準

備段階で、欧州委員会は、2020年 2 月20日から 6 月14日の期間で、AI

に関心がある利害対象者に向けて公開諮問（Public Consultation）を行っ

ていた。提出された意見の総数は1216件であり、多くの関心を集める

議題であったことが窺える（37）。（図 3 ）
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ビッグテックの 1 つである Microsoft も同制度を用いて、意見を表

明していた。Microsoft も AI 規制そのものには反対の立場をとってい

なかった。その上で、いくつかの注意点を示していた。例えば、AI 定

義の明確化、リスク概念の精緻化、ハイリスク AI の限定などが挙げら

れる（38）。これらの指摘の根底にあるのは、自社の製品やサービスが規

制対象となるのか否か、あるいはより厳格な義務が課されるのかとい

う問題である。市場競争力の確保という観点から、Microsoft は要望を

行っていたと捉えることができる。

Google も Microsoft 同様に、AI 規制を支持しつつ、比例的なアプ

ローチによる規制を訴えていた（39）。またハイリスク AI の定義につい
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れる（38）。これらの指摘の根底にあるのは、自社の製品やサービスが規

制対象となるのか否か、あるいはより厳格な義務が課されるのかとい

う問題である。市場競争力の確保という観点から、Microsoft は要望を

行っていたと捉えることができる。

Google も Microsoft 同様に、AI 規制を支持しつつ、比例的なアプ

ローチによる規制を訴えていた（39）。またハイリスク AI の定義につい
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ても、懸念を示していた。特に、欧州委員会が白書に盛り込んでいた、

「例外的な事例（exceptional instances）」に関する条項がそれである。

Google は、この条項の完全削除を求めており、企業が提供する製品や

サービスが規制対象になるかが不明瞭であるとして非難していた（40）。

Amazon も前述の 2 社と同じく、AI 規制支持を基礎としつつ（41）、ハ

イリスク分類の基準については懸念を示している（42）。 3 社に共通して

いるのは、AI 法の導入自体に反対はしないものの、すべての AI を一

律に規制するのではなく、リスクの大きさに応じた規制を行うという

比例性の対応を求めたことである。その際の焦点は、ハイリスク AI が

どのように定義されるのか、またどのような製品やサービスがその規

制に適用されるのかということであった。根底にあったのは、AI 法が

すでにある規制（GDPR など）で対応しきれない、限定的な部分のみを

対象とすることへの希望であった。これらの意見表明からは、最小限

の規制の中で、AI の研究・開発や投資、AI 活用を進めていくことによ

り、競争力の維持を求める意図があったと読み解くことができる。

この段階から高い関心を示していたビッグテックを始めとする産業

界に対して、消費者団体は、強い関心をもっていたわけではなかった。

ただし、いくつかの NGO が意見を表明していた。ヨーロピアン・デジ

タル・ライツ（EDRi: European Digital Rights）は、基本的人権の擁護と

いう立場から特定の AI 利用の禁止（レッドライン）を求めた（43）。とり

わけ強調されたのは、公共の場で生体認証データの処理および収集を

行うことである（44）。EDRi は生体認証システムの利用が公共空間に対

する常時監視機能として働き、プライバシー、集会の自由、表現の自

由などといった基本的人権を侵害するものにつながると主張してい 

た（45）。ハイリスク AI の定義については、ビッグテックが限定的な定

義を要求していたのに対して、白書で示された内容では不十分として、

より広範な規制の適用を主張していた（46）。

また、ガバナンス体制についても意見が述べられている。EU レベル

と国内レベルの双方で、基本的人権を擁護
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

（傍点は筆者による）するた
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めの AI 規制の監督・執行体制を求めている（47）。加えて、市民社会、

平等推進機関、人権団体やデータ保護機関など多様なステークホル

ダーを参加させたガバナンス体制の構築を推奨している（48）。

欧州委員会により法案が提出された後も多くの団体から意見が寄せ

られている。リスクベースアプローチや AI 委員会の創設が盛り込まれ

た法案に対して、条文に即した形でのフィードバックが見られた。

Google や Microsoft は、ともに10条 3 項の規定の困難さを指摘してい

る（49）。また、プロバイダーとディプロイヤーの役割についても、プロ

バイダーに義務が集中しているため、ディプロイヤーの責任を明確に

するように要求している。

EDRi からは、法案が市場の原理を優先しており、人権保護が不十分

であることを指摘されている。特に、欧州委員会が定めた付属文書Ⅲ

におけるハイリスク分類が限定的であるために、人権侵害リスクが残

ることが懸念された（50）。人権擁護の観点から、公共空間での生体認証

の全面禁止が引き続き求められたほか、ソーシャルスコアリングシス

テムの禁止、犯罪リスクの予測に AI システムを用いること、移民・難

民への差別的な AI システム利用の禁止が提示された（51）。欧州消費者

機構（BEUC: Bureau Européen des Unions de Consommateurs/The European 

Consumer Organisation）も生体認証の全面禁止やソーシャルスコアリン

グの禁止を求めたほか、AI 委員会の設置にあたっては、その権限や自

律性が限定的であり、消費者向けの救済措置が貧弱であることが指摘

されている（52）。

表 ２　各団体の要望内容の要約
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ることが懸念された（50）。人権擁護の観点から、公共空間での生体認証

の全面禁止が引き続き求められたほか、ソーシャルスコアリングシス

テムの禁止、犯罪リスクの予測に AI システムを用いること、移民・難

民への差別的な AI システム利用の禁止が提示された（51）。欧州消費者
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法案が提出されると、ロビー団体の活動は、ますます活発になった。

それまでのロビー活動の対象は、主として欧州委員会だったものが法

案審議段階になると、欧州議会や閣僚理事会にも拡大することになる。

ロビイスト達との会談記録を公開している欧州議会は、AI 法の立法過

程において、報告者（Rapporteurs）、影の報告者（Shadow Rapporteurs）、

委員会委員長（Committee Chairs）に対する接触が550件にも上ったこと

を明らかにしている（53）。その内訳として、Amazon 関連団体が 6 回、

Google が18回、Microsoft が16回、EDRi が 6 回、BEUC が 1 回となっ

ている。 2 桁回数の接触があったのは、ほかに OpenAI やアメリカ商

工会議所だけとなっており、潤沢な活動費を確保している団体がより

積極的に働きかけを行ってきた。

そして、2022年末に、OpenAI が ChatGPT をリリースすると、ロ

ビー活動の争点が汎用 AI へと拡大していくことになった。その後、

Google が BARD（後の Gemini）を発表し、Aleph Alpha や Mistral AI

が設立されることで、汎用 AI を取り巻く環境は過熱していくことにな

る。Aleph Alpha は、ドイツ政府にロビー活動を展開することで、規制

への影響力を行使しようと試みた（54）。首相府や連邦経済エネルギー省

をはじめ、 7 つの省庁・政府機関に対して、40回にわたる接触を試み

ている（55）。

Mistral AI のロビー活動も、自国政府を対象としたものであった。同

社は、デジタル経済担当国務長官を務めたセドリック・オー（Cédric O）

を中心にしてロビー活動を展開した。マクロン大統領との親交を背景

に、 オ ー は、 フ ラ ン ス に 設 置 さ れ た 生 成 AI 委 員 会（Comité de 

l’intelligence artificielle générative）のメンバーとなっている。オーが発起

人として名を連ねた公開書簡を見ると、欧州議会が基盤モデルへの規

制に積極的であった点に対して、欧州の競争力と技術主権を危うくす

るという強い懸念が表明されていた（56）。欧州議会は、基盤モデルを、

広範なデータで学習し、特定の用途に使用が限定されず、他の多くの

AI システムの土台として機能するものとして位置づけていた（57）。そし
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て基盤モデルに位置づけられるものについては、リスクの特定と軽減、

データガバナンスの整備、環境負荷の明示、著作権の透明性確保、透

明性登録を求めていた（58）。

この強固な規制案に対して、Aleph Alpha と公開書簡は、汎用 AI（基

盤モデル）を一律に規制することは、技術発展への阻害になることを主

張している。このことは欧米間の技術格差を広げることになり、多く

のスタートアップ企業が海外流出する恐れがあることを意味している。

また、責任の主体としてプロバイダーの役割を強調するのではなく、

ディプロイヤーと責任を分担することを求めている（59）。

そして、汎用 AI に対するロビー活動は、フランス、ドイツ、イタリ

アの姿勢に影響を与えることになる。 3 カ国は2023年11月に非公式合

意文書を締結している。その中で、基盤モデルの規制緩和を訴え、あ

くまでも「義務的な自主規制（Mandatory self-regulation）」にとどめるこ

とを求めた（60）。規制の方法については、技術そのものを制限するので

はなく、どのように使われるのかというリスクに基づくべきとしてい

る（61）。

こうした様々な争点に対する活発な働きかけの結果が、トリローグ

を「マラソン協議」足らしめた。ビッグテックなどの産業界からの要

望は主として閣僚理事会を通じて、NGO の要望は主として欧州議会を

通じて反映されることになる。閣僚理事会の「共通の立場」では、AI

定義の明確化、リスクベースアプローチの維持、プロバイダーとディ

プロイヤーの責任分担が盛り込まれることなった。また、トリローグ

へと至るプロセスの中で、汎用 AI モデルへの規制を弱体化させるよう

になっていった。その結果が、一律の規制ではなく段階的な規制とな

り、汎用 AI モデルのプロバイダーとディプロイヤーの責任分担が規定

されることとなった。

NGO からの要望について、生体認証システムの全面禁止は実現しな

かった。閣僚理事会との妥協の末に、生体認証システムの使用は原則

禁止であるものの例外つき許可となった。特定の AI システム利用の禁
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のスタートアップ企業が海外流出する恐れがあることを意味している。

また、責任の主体としてプロバイダーの役割を強調するのではなく、

ディプロイヤーと責任を分担することを求めている（59）。

そして、汎用 AI に対するロビー活動は、フランス、ドイツ、イタリ

アの姿勢に影響を与えることになる。 3 カ国は2023年11月に非公式合

意文書を締結している。その中で、基盤モデルの規制緩和を訴え、あ

くまでも「義務的な自主規制（Mandatory self-regulation）」にとどめるこ

とを求めた（60）。規制の方法については、技術そのものを制限するので

はなく、どのように使われるのかというリスクに基づくべきとしてい

る（61）。

こうした様々な争点に対する活発な働きかけの結果が、トリローグ

を「マラソン協議」足らしめた。ビッグテックなどの産業界からの要

望は主として閣僚理事会を通じて、NGO の要望は主として欧州議会を

通じて反映されることになる。閣僚理事会の「共通の立場」では、AI

定義の明確化、リスクベースアプローチの維持、プロバイダーとディ

プロイヤーの責任分担が盛り込まれることなった。また、トリローグ

へと至るプロセスの中で、汎用 AI モデルへの規制を弱体化させるよう

になっていった。その結果が、一律の規制ではなく段階的な規制とな

り、汎用 AI モデルのプロバイダーとディプロイヤーの責任分担が規定

されることとなった。

NGO からの要望について、生体認証システムの全面禁止は実現しな

かった。閣僚理事会との妥協の末に、生体認証システムの使用は原則
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止については、ソーシャルスコアリングの禁止、教育現場での感情認

識AI の禁止、犯罪リスク予想の禁止などが盛り込まれることになった。

また、基本的人権の保護は、ハイリスクAI の導入にあたっての事前評

価が義務化されることとなった。

5　おわりに

世界初の包括的な AI 規制となった EU の AI 法は、多くのアクター

がその立法過程に参画してきた。AI 法においても積極的なロビー活動

が展開されてきたことは広く知られることである。そこで、本稿では、

公的アクターとして欧州委員会、欧州議会、閣僚理事会を、私的アク

ターとして各種のロビー団体を分析の対象とした。公的アクターが関

与した通常立法手続きは、公開諮問といった形の他にもロビー活動と

いう形での参加が認められている。AI 法についていえば、総じて産業

界からのロビー活動が活発であった一方、量の点では劣るがNGOも行

動を起こしてきた。

産業界は、主として閣僚理事会を通して、限定的なAI 規制となるよ

うに働きかけを行ってきた。NGOは、主として欧州議会を通じて、基

本的人権の擁護の観点からAI 規制を行うように求めてきた。利害関係

が交錯した中で、政治的な妥協が図られた結果がAI 法であったとして

も、その影響力が世界規模となる可能性を秘めていた点で、大きな一

歩であるといえる。しかしながら、AI 法が妥協の産物である以上、不

十分さは残されたままである。EDRi は、AI 法が「人権保護に向けて

わずかな一歩を踏み出したにすぎず、同時に、深刻な人権侵害の道を

も開いた」と評している（62）。汎用 AI モデルに代表されるように、AI

開発企業の要望がAI 法に取り入れられた背景には、各国政府との緊密

な連携（ロビー活動）があった。AI 法をめぐるロビー活動は、その質と

量に支えられたものということができる。

本稿を通じて明らかにしてきたのは、「活発なロビー活動」が行われ
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たとして知られている AI 法の立法過程において、ロビー活動はどの程

度の量が、どのタイミングで、どのアクターに対して行われてきたの

か、ロビイストが求めてきたのは何だったのかである。これらのこと

が示唆するのは、立法過程にはロビー活動を通じて、市民社会の民意

が反映されているということである。しかしながら、その民意とは誰

のものなのかを考えなければならない。

AI 法が成立し、段階的な施行が進んでいる今もなお、法律の適用延

期や規制の簡素化などをめぐって対立が続いている。イノベーション

と人権の擁護の狭間で AI 法はどのような道をたどるのか。公私問わず

に様々なアクターの動きに注目していく必要があるだろう。

注
（ 1 ） AI 法は「Regulation（規則）」の形態をとっており、加盟国に直接適

応される法規範である。
（ 2 ） Kelvin Chan （2023） “Europe agreed on world-leading AI rules. How 

do they work and will they affect people everywhere?”, AP News, 12 
December.  

https://apnews.com/article/eu-ai-act-artificial-intelligence-regulation-
0283a10a891a24703068edcae3d60deb　最終閲覧日：2026年 4 月28日。

（ 3 ） Anu Bradford （2020）, The Brussels Effect: How the European Union 
Rules the World, Oxford University Press.

（ 4 ） 特に立法過程に着目したものとして、次のものが挙げられる。山本直
（2025）「EU における実践的禁止 AI の策定─AI 法 5 条の経緯と理路」
『政策科学』第32巻、第 5 号、263-280頁。

（ 5 ） Francesca Palmiotto （2025） “The AI Act Roller Coaster: The 
Evolution of Fundamental Rights Protection in the Legislative Process 
and the Future of the Regulation”, European Journal of Risk Regulation, 
Volume 16, Issue 2, pp. 791-792.

（ 6 ） Transparency Register Management Board （2025）, “Annual report on 
the functioning of the Transparency Register 2024” p. 18. 

https://www.europarl.europa.eu/RegData/publications/divers/2024/ 
2024/EP-PE_DV（2024）2024_EN.pdf　最終閲覧日：2026年 4 月28日。

（ 7 ） Lobby Facts のデータを参照。https://www.lobbyfacts.eu/search-all# 
representative-search　最終閲覧日：2026年 4 月28日。 

（ 8 ） 例えば、ロビイストが AI 法に対して積極的に働きかけを行った指摘
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する研究はあるものの、誰が、どのような主張を AI 法に組み込もうとし
ていたのかは不明確である。内田聖子（2024）『デジタル・デモクラシー
─ビッグ・テックを包囲するグローバル市民社会』、172‐173頁。

（ 9 ） ここでいう「リスク」とは実害が生じる確率とその深刻度の組合せを
意味している（AI 法第 3 条 2 項）。

（10） システミックリスクとは、非常に大きな波及効果をもつ汎用 AI モデ
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（11） Ursula Gertrud von der Leyen （2019）, “A Union that strives for 
more: My agenda for Europe” p. 13.

（12） Ibid., p. 13.
（13） European Commission （2020）, “White Paper: On Artificial 

Intelligence: A European approach to excellence and trust”, COM （2020） 
65 final, p. 2.

（14） Ibid., p. 17.
（15） Ibid., p. 17.
（16） Ibid., p. 17.
（17） Ibid., p. 24.
（18） Ibid., pp. 24-25.
（19） European Commission （2021）, “Proposal for a Regulation of the 

European Parliament and of the Council Laying Down Harmonised Rules 
on Artificial Intelligence （Artificial Intelligence Act） and Amending 
Certain Union Legislative Acts”, COM （2021） 206 final, p. 15.

（20） European Economic and Social Committee （2021）, “Opinion of the 
European Economic and Social Committee on Proposal for a Regulation of 
the European Parliament and of the Council laying down harmonised rules 
on artificial intelligence （Artificial Intelligence Act） and amending certain 
union legislative acts”, EESC （2021） 02482, p. 1.

（21） European Committee of the Region （2021）, “Opinion of the European 
Committee of the Regions - European approach to artificial intelligence - 
Artificial Intelligence Act （revised opinion）” COR （2021） 02682. 修正案 
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（22） European Central Bank （2021）, “Opinion of the European Central 
Bank of 29 December 2021 on a proposal for a regulation laying down 
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株主アクティビズムと
コーポレート・ガバナンスの変容
─取締役会に着目した日本企業の事例分析─

邰　　　清　義

1 ．はじめに

1990年代以降、日本企業に対するガバナンス機能の主な担い手は、

従来の銀行や大株主から株式市場へと移行した。しかし、英米型の株

式市場を中心としたコーポレート・ガバナンス（以下、「ガバナンス」と

いう）モデルが日本で必ずしも有効に機能せず、外部ガバナンスの空白

が指摘されてきた（井上，2008）。こうした空白を補完する存在として、

近年、アクティビスト株主が注目を集めている。

日本は現在「アクティビスト天国」と呼ばれるほど（ 1 ）、アクティビ

ストの活動が活発化している。2024年の新規アクティビスト・キャン

ペーン件数は前年比で約50％増加し、日本は米国に次ぐ世界第 2 位の

アクティビズム市場となった（ 2 ）。近年では中小型株に限らず、大企業

に対しても積極的に介入が行われている（林，2024）。その背景には、

政策保有株の売却が進み、安定株主が減少していることに加え、東京

（ 1 ） たとえば、日本経済新聞「アクティビスト対策、『言われる前にやろ
う』」2025年 3 月10日。

（ 2 ） Bloomberg「Bloomberg Global Activism League Tables FY 2024」、
https://www.sidley.com/en/-/media/publications/bloomberg-activism-
league-tables-fy2024.pdf?la=en、 3 頁参照。
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証券取引所が上場企業に対し「資本コストや株価を意識した経営」を

要請し、PBR（株価純資産倍率） 1 倍割れの改善などを促していること

がある。

こうした状況の中で、アクティビストは企業ガバナンスの改善を目

的とし、取締役会や経営陣が本来の機能を果たすよう、取締役の選任

や取締役会の変革を迫るケースが増えている。たとえば、2019年に米

ファンドのバリューアクト・キャピタル（以下、「バリューアクト」とい

う）から社外取締役を迎えたオリンパスの事例は、現在でもアクティ

ビストが企業変革を後押しする役割を果たした一例として言及されて

いる。また、2024年のダイドーリミテッド（以下、「ダイドー」という）

に対するストラテジックキャピタル（以下、「SC」という）の介入では、

取締役選任をめぐる激しい対立の末、SC が提案した取締役候補のうち

3 名が選任されるに至った。

このように、ガバナンスに対するアクティビストの影響が拡大して

いるものの、その介入を契機とした企業のガバナンスの変化について

は、先行研究において十分に検討されていない。介入後に財務報告の

質が低下したとする分析結果も報告されているが（邰，2025）、これは

ガバナンスの変化を直接捉えたものではなく、あくまで間接的な評価

にとどまっている。また、既存研究の多くは定量分析に基づき、株価

や財務パフォーマンスといった介入の結果に焦点を当てており（ 3 ）、企

業が介入にどのように対応し、その過程でガバナンスがどのように変

化したかに着目した研究は限られている。したがって、アクティビス

ト介入後の展開や、それに伴うガバナンスの実態については、なお十

分な理解が得られていない。

（ 3 ） たとえば、株価パフォーマンスについてはタイ（2023）、財務パ
フォーマンスについては邰・三和（2025）が挙げられる。海外を対象とし
た代表的な研究としては、アクティビスト介入が株価や企業価値に与える
影響を分析した Brav et al.（2008）や、介入の長期的な影響を検討した 
Bebchuk et al.（2015）などがある。
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本稿では、こうした問題意識に基づき、アクティビストの介入が取

締役会の変革を通じて企業のガバナンスに与える影響を明らかにする

ことを目的とする。従来の定量分析では十分に捉えられてこなかった

ガバナンスの変革の実態を、事例分析によって明らかにする点に本研

究の意義がある。具体的には、近年日本で活動する主要アクティビス

トを整理した上で、穏健型のバリューアクトによるオリンパスへの介

入、強硬型の SC によるダイドーへの介入、中間型のオアシス・マネ

ジメント（以下、「オアシス」という）による北越コーポレーション（以下、

「北越」という）への介入という三つの事例を取り上げる。これらの事例

について、アクティビストによる介入経緯や企業側の対応を比較分析

し、介入がガバナンスに与える影響を検討する。

本稿の構成は以下の通りである。次節では、日本の株主アクティビ

ズムの動向を整理し、近年日本で活動する主要アクティビストの特徴

や分類を示すとともに、本稿における事例選定の理由を説明する。第

3節では三つの事例について整理し、第 4節ではこれらの事例を踏ま

え、アクティビストの介入がガバナンスに与える影響について考察す

る。第 5節では、本稿の結論および今後の課題を示す。

2．研究背景

２ － １ ．日本における株主アクティビズム

アクティビスト株主について確定した定義があるわけではないが、

一般的には、株価が割安な企業の株式を数％～数十％取得し、経営の

効率化や株主還元の強化などを要求して株価を引き上げる等した上で、

数か月から数年後に株式を売却してリターンを得る投資家を指す（太田，

2023）。彼らは割安な企業に投資するが、その「割安」には、市場が本

源的価値を十分に評価していない「市場ギャップ」と、経営方針の見

直しによって本源的価値の向上が見込まれる「経営ギャップ」の双方

が含まれる（田村，2014）。
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本稿では、こうした問題意識に基づき、アクティビストの介入が取

締役会の変革を通じて企業のガバナンスに与える影響を明らかにする

ことを目的とする。従来の定量分析では十分に捉えられてこなかった

ガバナンスの変革の実態を、事例分析によって明らかにする点に本研

究の意義がある。具体的には、近年日本で活動する主要アクティビス

トを整理した上で、穏健型のバリューアクトによるオリンパスへの介

入、強硬型の SC によるダイドーへの介入、中間型のオアシス・マネ

ジメント（以下、「オアシス」という）による北越コーポレーション（以下、

「北越」という）への介入という三つの事例を取り上げる。これらの事例

について、アクティビストによる介入経緯や企業側の対応を比較分析

し、介入がガバナンスに与える影響を検討する。

本稿の構成は以下の通りである。次節では、日本の株主アクティビ

ズムの動向を整理し、近年日本で活動する主要アクティビストの特徴

や分類を示すとともに、本稿における事例選定の理由を説明する。第

3節では三つの事例について整理し、第 4節ではこれらの事例を踏ま

え、アクティビストの介入がガバナンスに与える影響について考察す

る。第 5節では、本稿の結論および今後の課題を示す。

2．研究背景

２ － １ ．日本における株主アクティビズム

アクティビスト株主について確定した定義があるわけではないが、

一般的には、株価が割安な企業の株式を数％～数十％取得し、経営の

効率化や株主還元の強化などを要求して株価を引き上げる等した上で、

数か月から数年後に株式を売却してリターンを得る投資家を指す（太田，

2023）。彼らは割安な企業に投資するが、その「割安」には、市場が本

源的価値を十分に評価していない「市場ギャップ」と、経営方針の見

直しによって本源的価値の向上が見込まれる「経営ギャップ」の双方

が含まれる（田村，2014）。
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2000年代初頭の旧村上ファンドやスティール・パートナーズの事例

に見られるように、当時のアクティビストは株価を短期的に押し上げ

ることを目的とした短期志向の投資家であるとの否定的な評価が一般

的であった。しかし近年では、アクティビストの提案内容がより戦略

的かつ洗練されたものとなり、経営陣との建設的な対話を重視する姿

勢が強まっている。従来、アクティビストの要求は増配や自社株買い

といった株主還元の強化が中心であったが、近年ではそれに加えて、

ガバナンスの観点から取締役会構成の見直し、特に取締役の選任や交

代を求める動きが目立っている。この動きは、アクティビストの提案

に対して企業側が実質的な対応を示さず、業績や株価の改善が見られ

ない根本要因が、経営陣の意思決定能力やそれを監督する取締役会の

機能不全にあるとの認識によるものである（近澤・福岡，2025）。

２ － ２ ．日本で活動する主要アクティビスト

アクティビストは、目的や要求を実現するために多様な手法を用い

るが、初期段階から取締役会レベルにまで踏み込むことは少なく、一

般に段階的なアプローチを取る。もっとも、その介入姿勢は一様では

ない。企業に対して公開的な圧力を強める強硬型から、対話を重視し

て協調的に関与する穏健型まで幅広いタイプが存在し、その中間的な

立場を取るアクティビストも少なくない。

表 1 では、近年の日本における主要アクティビストの概要および行

動傾向を整理している。2020年以降、アクティビストを取り巻く制度

的および市場的環境は大きく変化しており（ 4 ）、新たなアクティビスト

の参入が進む一方で、TCI（The Children’s Investment Fund）やトライア

ン・パートナーズなど、かつて日本市場で活動していたアクティビス

トの動向が確認されなくなっている。アクティビストが企業のガバナ

（ 4 ） 菊地（2024）では、2024年のアクティビストを巡る環境が2020年と比
較して大きく変化したことが指摘されており、こうした変化として、2021
年のコーポレートガバナンス・コード改訂や東京証券取引所の市場区分再
編、東証による資本コストや株価を意識した経営の要請などが挙げられる。
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ンスに与える影響を検討するにあたり、制度的および市場的環境の変

化といった外生的要因の影響を抑える観点から、表 1 では2020年代に

活動が確認された主要アクティビストに焦点を当てる。主要アクティ

ビストの選定にあたっては、菊地（2020）を更新する形で2020年代の動

向を詳細に整理した菊地（2024）を参照している（ 5 ）。

（ 5 ） 菊地（2024）では、タワー投資顧問やヴァレックス・パートナーズな
どの独立系の日系運用会社はアクティビストとは呼べないとされている。

表 １　２0２0年代の日本で活動する主要アクティビスト
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ンスに与える影響を検討するにあたり、制度的および市場的環境の変

化といった外生的要因の影響を抑える観点から、表 1 では2020年代に

活動が確認された主要アクティビストに焦点を当てる。主要アクティ

ビストの選定にあたっては、菊地（2020）を更新する形で2020年代の動

向を詳細に整理した菊地（2024）を参照している（ 5 ）。

（ 5 ） 菊地（2024）では、タワー投資顧問やヴァレックス・パートナーズな
どの独立系の日系運用会社はアクティビストとは呼べないとされている。

表 １　２0２0年代の日本で活動する主要アクティビスト
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表 1 は、24の主要アクティビストについて、設立年、地域、主な提

案内容、大量保有報告書の提出状況、株主提案対象企業数に基づくア

クティビズムの傾向を示している。大量保有報告書については、各ア

クティビストが日本で初めて同報告書を提出した時期と、2024年 7 月

以降に新たな対象企業への提出が確認されたかどうかを整理した。

2024年 7 月以降に提出が確認されない場合には、保有比率が低い、ま

たは現時点で活動が見られず、企業への影響が限定的であると判断す

る。一方、提出が確認されたアクティビストについては、株主提案の

対象企業数に基づいてアクティビズムの傾向を整理した。アクティビ

ストの行動が非公開のエンゲージメントから公開的な圧力へと段階的

に展開される点を踏まえ、株主提案対象企業数に応じてアクティビス

トを三類型に分類している。具体的には、2019年 7 月から2024年 ６ 月

までの株主提案対象企業数を集計し、企業数が多いほど強硬な手法を

取る傾向があるとみなし、20社以上を強硬型、 5 社～20社を中間型、

5 社以下を穏健型として分類した。ただし、旧村上ファンド系につい

ては、提案件数は少ないものの、株主提案より株式の大量取得を交渉

や圧力の手段として用い、投資回収を目的として企業に自社株買いを

迫る点に特徴があるため、独立して株式大量取得・対抗型として位置

づけている（ 6 ）。なお、大量保有報告書に関する情報は eol から取得し、

株主提案対象企業数は牧野（2020、2021、2022、2023）および牧野・林

（2024）に掲載された各年の株主提案情報をもとに筆者が集計した。

主な提案内容については、上記の株主提案情報に加え、菊地（2022）

および各種インターネット情報を参照して整理した。ほとんどのアク

ティビストが株主還元に関する提案を行っており、強硬型ほど提案内

（ 6 ） Bloomberg「存在感増す旧村上ファンド、自社株買いや対抗 TOB 駆
使 す る 手 法 健 在 」2021年 1 月29日、https://www.bloomberg.co.jp/news/
articles/2021-01-29/QNNYMCDWLU7301も参照されたい。株主提案やパ
ブリック・キャンペーンを通じて経営に影響を与えるアクティビストとは
アプローチが異なる。
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容が多様である傾向が見られる。ただし、この点は、強硬型が公開要

求を多く行い、公開情報が豊富であることにも起因すると考えられる。

これに対し、穏健型のアクティビストは水面下での接触が中心である

ため、公開情報が限られ、提案内容の種類も相対的に限定的となる傾

向がある。

上記の分類に基づくと、2024年 7 月以降に大量保有報告書の提出が

確認されたアクティビストのうち、近時とりわけ注目されているフ

ジ・メディアHDに株主提案を行ったダルトン・インベストメンツ（以

下、「ダルトン」という）と、ダイドーの株価上昇直後にイグジットした

SCは強硬型に分類される。ダルトンは2004年に日本市場への投資を開

始し、リーマン危機後に一時的に日本株への投資規模を縮小したもの

の、2013年頃から再び日本株を買い戻し、2021年 7 月以降はほぼ毎年

10社前後に対して株主提案を行っている。SCは2019年 7 月から2023年

６ 月まで、毎年おおむね 5社に株主提案を行っていたが、2023年 7 月

から2024年 ６ 月にかけてその数が倍増している。中間型には、オアシ

ス、アセット・バリュー・インベスターズ、シルチェスター・イン

ターナショナルが該当し、いずれも日本国外のアクティビストであり、

2010年以降に日本市場への投資を開始した。穏健型には、東芝に介入

した 3 D インベストメント・パートナーズ、エフィッシモ・キャピタ

ル・マネージメント、ファラロン・キャピタル・マネジメント、エリ

オット・マネージメントが含まれる。また、マネックス・アクティビ

スト・ファンドは公募投信としては国際的にも例の少ないアクティビ

ストである。一方、2024年 7 月以降に大量保有報告書の提出が確認さ

れなかったアクティビストのうち、ナナホシマネジメント、パリ

サー・キャピタル、サード・ポイントについては、それ以前にも提出

が確認されておらず、日本市場での保有比率は比較的低いと考えられ

る。

２ － ３ ．対象事例の選定

本稿では、アクティビストの介入が取締役会の変革を通じて企業の
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容が多様である傾向が見られる。ただし、この点は、強硬型が公開要

求を多く行い、公開情報が豊富であることにも起因すると考えられる。

これに対し、穏健型のアクティビストは水面下での接触が中心である

ため、公開情報が限られ、提案内容の種類も相対的に限定的となる傾

向がある。

上記の分類に基づくと、2024年 7 月以降に大量保有報告書の提出が

確認されたアクティビストのうち、近時とりわけ注目されているフ

ジ・メディアHDに株主提案を行ったダルトン・インベストメンツ（以

下、「ダルトン」という）と、ダイドーの株価上昇直後にイグジットした

SCは強硬型に分類される。ダルトンは2004年に日本市場への投資を開

始し、リーマン危機後に一時的に日本株への投資規模を縮小したもの

の、2013年頃から再び日本株を買い戻し、2021年 7 月以降はほぼ毎年

10社前後に対して株主提案を行っている。SCは2019年 7 月から2023年

６ 月まで、毎年おおむね 5社に株主提案を行っていたが、2023年 7 月

から2024年 ６ 月にかけてその数が倍増している。中間型には、オアシ

ス、アセット・バリュー・インベスターズ、シルチェスター・イン

ターナショナルが該当し、いずれも日本国外のアクティビストであり、

2010年以降に日本市場への投資を開始した。穏健型には、東芝に介入

した 3 D インベストメント・パートナーズ、エフィッシモ・キャピタ

ル・マネージメント、ファラロン・キャピタル・マネジメント、エリ

オット・マネージメントが含まれる。また、マネックス・アクティビ

スト・ファンドは公募投信としては国際的にも例の少ないアクティビ

ストである。一方、2024年 7 月以降に大量保有報告書の提出が確認さ

れなかったアクティビストのうち、ナナホシマネジメント、パリ

サー・キャピタル、サード・ポイントについては、それ以前にも提出

が確認されておらず、日本市場での保有比率は比較的低いと考えられ

る。

２ － ３ ．対象事例の選定

本稿では、アクティビストの介入が取締役会の変革を通じて企業の
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ガバナンスに与える影響を明らかにすることを目的としている。その

ため、表 1では各アクティビストについて、対象企業における取締役

の選任または派遣の有無を整理した。2024年 7 月以降に大量保有報告

書の提出が確認されたアクティビストのうち、取締役の選任または派

遣が確認されたのは、株式大量取得・対抗型の旧村上ファンド系、強

硬型のダルトンおよび SC、中間型のオアシス、穏健型のエフィッシ

モ・キャピタル・マネージメント、ファラロン・キャピタル・マネジ

メント、バリューアクト、エリオット・マネージメント、タイヨウ・

パシフィック・パートナーズである。

アクティビストの介入や企業側の対応を比較検討するため、本稿で

は、強硬型、中間型、穏健型の三つの類型からそれぞれに該当するア

クティビストを 1社ずつ選定し、事例分析を行う。具体的には、強硬

型の SC によるダイドーへの介入、穏健型のバリューアクトによるオ

リンパスへの介入、中間型のオアシスによる北越への介入という三事

例を取り上げる。

SCとダルトンはいずれも強硬型に分類されるが、特に SCによるダ

イドーへの介入は、SCが提案した取締役候補者の一部が選任された一

方で、株価上昇後の短期間でイグジットに至った点に特徴があり、短

期的利益を追求するアクティビストに対する典型的な批判を受けてい

る事例である。一方、バリューアクトによるオリンパスへの介入は、

企業との協調的な関係を構築し、取締役派遣を通じて企業変革を実現

した代表的な成功事例として注目されている。また、オアシスはフジ

テックなど複数企業で取締役選任や派遣を成功させているが、北越に

対する介入では株主提案が否決された。北越の事例は、取締役派遣が

実現した SC およびバリューアクトの事例とは対照的である。これら

三つの事例を比較することで、アクティビストの行動や企業側の対応

の違いが、取締役会の変革および企業ガバナンスにどのような影響を

及ぼすかを明らかにすることができる。
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3 ．取締役選任をめぐるアクティビストの介入事例

３ － １ ．バリューアクトによるオリンパスへの介入

⑴　介入の背景
本稿で最初に取り上げるのは、穏健型に属するバリューアクトによ

るオリンパスへの介入である。バリューアクトは米国に拠点を置くア

クティビストであり、日本における最初の投資先がオリンパスであ 

る（ 7 ）。2017年に株式取得を開始した当時、オリンパスは2011年の会計

不祥事を受けて経営体制を刷新していたが、経営危機の影響がなお

残っており、業績回復やガバナンス改革の推進が引き続き課題となっ

ていた（ 8 ）。2018年 5 月末、バリューアクトが同社株式の 5 ％を保有し

ていることが大量保有報告書により明らかとなり、同ファンドは投資

理由として、医療機器分野における優れたビジネスモデルと高い市場

シェアを挙げている（ 9 ）。

⑵　介入の経緯
当初、オリンパス社内ではアクティビストに対する警戒感が強かっ

たが、その後、経営陣の認識が変化し、バリューアクトとの間で対話

が進んだ（10）。2018年末には、同ファンドから社外取締役派遣の提案が

なされ、CFO を務めていた竹内氏もこれを前向きに受け止めた。2019

年 1 月、オリンパスは企業変革プラン「Transform Olympus」を正式に

発表するとともに、バリューアクトから取締役を受け入れる方針、な

（ 7 ） 日経 ESG「【interview】いわゆる “ アクティビスト ” ではない」2019
年12月参照。

（ 8 ） 日経 CNBC online「トップに聞く オリンパス 社長 竹内康雄」2019年
６ 月13日では、オリンパスの社長竹内氏が、会計不祥事後に策定した中期
経営計画の未達やガバナンス改革の必要性に言及し、当時の状況を振り
返っている。

（ 9 ） 日本経済新聞「米大物アクティビスト、日本上陸 オリンパス株を
5 ％保有」2018年 5 月31日。

（10） 日経ビジネス「バリューアクトとは何者か　オリンパス、『排除』か
らの逆転劇」2023年 4 月20日参照。
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3 ．取締役選任をめぐるアクティビストの介入事例

３ － １ ．バリューアクトによるオリンパスへの介入

⑴　介入の背景
本稿で最初に取り上げるのは、穏健型に属するバリューアクトによ

るオリンパスへの介入である。バリューアクトは米国に拠点を置くア

クティビストであり、日本における最初の投資先がオリンパスであ 

る（ 7 ）。2017年に株式取得を開始した当時、オリンパスは2011年の会計

不祥事を受けて経営体制を刷新していたが、経営危機の影響がなお

残っており、業績回復やガバナンス改革の推進が引き続き課題となっ

ていた（ 8 ）。2018年 5 月末、バリューアクトが同社株式の 5 ％を保有し

ていることが大量保有報告書により明らかとなり、同ファンドは投資

理由として、医療機器分野における優れたビジネスモデルと高い市場

シェアを挙げている（ 9 ）。

⑵　介入の経緯
当初、オリンパス社内ではアクティビストに対する警戒感が強かっ

たが、その後、経営陣の認識が変化し、バリューアクトとの間で対話

が進んだ（10）。2018年末には、同ファンドから社外取締役派遣の提案が

なされ、CFO を務めていた竹内氏もこれを前向きに受け止めた。2019

年 1 月、オリンパスは企業変革プラン「Transform Olympus」を正式に

発表するとともに、バリューアクトから取締役を受け入れる方針、な

（ 7 ） 日経 ESG「【interview】いわゆる “ アクティビスト ” ではない」2019
年12月参照。

（ 8 ） 日経 CNBC online「トップに聞く オリンパス 社長 竹内康雄」2019年
６ 月13日では、オリンパスの社長竹内氏が、会計不祥事後に策定した中期
経営計画の未達やガバナンス改革の必要性に言及し、当時の状況を振り
返っている。

（ 9 ） 日本経済新聞「米大物アクティビスト、日本上陸 オリンパス株を
5 ％保有」2018年 5 月31日。

（10） 日経ビジネス「バリューアクトとは何者か　オリンパス、『排除』か
らの逆転劇」2023年 4 月20日参照。
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ら び に 指 名 委 員 会 等 設 置 会 社 へ の 移 行 を 公 表 し た。「Transform 

Olympus」の原案は、2017年に社内で作成された改革構想「ブループリ

ント」である。同年 ６ 月の定時株主総会を経て、オリンパスは指名委

員会等設置会社へと移行し、取締役15名中10名が社外取締役となり、

バリューアクトからは 2 名が取締役に選任された。

⑶　改革の成果
その後、オリンパスは取締役会改革に加え、映像事業の売却や科学

事業の分社化を進め、医療分野への集中を加速させた。これらの改革

は業績および市場評価にも反映され、「Transform Olympus」が本格化

した2019年 3 月期以降、売上高営業利益率は回復し、停滞していた時

価総額も上昇した（図 1 ）。

このように、バリューアクトによる介入は、取締役会の形式的な変

化にとどまらず、事業ポートフォリオの見直しを含む企業変革を後押

しした事例である。アクティビストと企業が信頼関係に基づく対話を

重ね、協働的な関係を築いたことが企業価値向上につながり得ること

を示唆している。

図 １　オリンパスの売上高営業利益率と時価総額

出所 ：日本経済新聞「オリンパス改革『外圧』で 2 倍速 物言う株主が統治助
言」2021年11月25日。
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３ － ２ �．ストラテジックキャピタルによるダイドーリミテッドへの

介入

⑴　介入の背景
バリューアクトによるオリンパスへの介入とは対照的に、強硬型に

分類した SC によるダイドーへの介入では、より対立的な展開が観察

された。SC は2012年 9 月に設立された日本を拠点とする投資ファンド

であり、代表の丸木強氏は旧村上ファンドの創業メンバーとして知ら

れている。ダイドーは主力のアパレル事業において、コロナ禍以前か

ら長年にわたり赤字が続いていた。こうした状況の下、SC は2022年秋

以降、ダイドー株を段階的に取得し、2024年には議決権ベースで約

30％を保有する筆頭株主となった。2023年には株主提案を試みたが、

要件不備により不受理となり（11）、2024年 4 月には業績不振などを理由

として、新たに ６ 名の取締役選任を求める株主提案を公表した。

⑵　経営権をめぐる攻防
SC の提案以前、ダイドーは既存取締役の再任を前提とする方針を示

していたが（12）、SC の提案を受けて方針を転換し、新たな中期経営計

画（以下、「中計」という）および経営体制を公表した（13）。これにより、

既存取締役の大半が退任する体制変更が示され、SC はこれに反対を表

明した（14）。両者の対立は法的手続きにも発展し（15）、株主総会直前に

（11） SC「株式会社ダイドーリミテッド（東証スタンダード：コード3205）
への株主提案の不受理について」2023年 5 月 8 日。

（12） ダイドー「取締役候補者および執行役員体制に関するお知らせ」2024
年 3 月 8 日参照。

（13） ダイドー「中期経営計画の策定に関するお知らせ」2024年 5 月20日、
ダイドー「譲渡制限付株式報酬制度の導入に関するお知らせ」2024年 5 月
24日、ダイドー「取締役候補者及び執行役員体制の変更並びに代表取締役
の異動に関するお知らせ」2024年 5 月24日参照。

（14） SC「株式会社ダイドーリミテッド（東証スタンダード：コード3205）
が提案する取締役候補者について」2024年 5 月27日参照。

（15） ダイドー「株主総会検査役の選任に関するお知らせ」2024年 ６ 月17日
参照。
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⑴　介入の背景
バリューアクトによるオリンパスへの介入とは対照的に、強硬型に

分類した SC によるダイドーへの介入では、より対立的な展開が観察

された。SC は2012年 9 月に設立された日本を拠点とする投資ファンド

であり、代表の丸木強氏は旧村上ファンドの創業メンバーとして知ら

れている。ダイドーは主力のアパレル事業において、コロナ禍以前か

ら長年にわたり赤字が続いていた。こうした状況の下、SC は2022年秋

以降、ダイドー株を段階的に取得し、2024年には議決権ベースで約

30％を保有する筆頭株主となった。2023年には株主提案を試みたが、

要件不備により不受理となり（11）、2024年 4 月には業績不振などを理由

として、新たに ６ 名の取締役選任を求める株主提案を公表した。

⑵　経営権をめぐる攻防
SC の提案以前、ダイドーは既存取締役の再任を前提とする方針を示

していたが（12）、SC の提案を受けて方針を転換し、新たな中期経営計

画（以下、「中計」という）および経営体制を公表した（13）。これにより、

既存取締役の大半が退任する体制変更が示され、SC はこれに反対を表

明した（14）。両者の対立は法的手続きにも発展し（15）、株主総会直前に

（11） SC「株式会社ダイドーリミテッド（東証スタンダード：コード3205）
への株主提案の不受理について」2023年 5 月 8 日。

（12） ダイドー「取締役候補者および執行役員体制に関するお知らせ」2024
年 3 月 8 日参照。

（13） ダイドー「中期経営計画の策定に関するお知らせ」2024年 5 月20日、
ダイドー「譲渡制限付株式報酬制度の導入に関するお知らせ」2024年 5 月
24日、ダイドー「取締役候補者及び執行役員体制の変更並びに代表取締役
の異動に関するお知らせ」2024年 5 月24日参照。

（14） SC「株式会社ダイドーリミテッド（東証スタンダード：コード3205）
が提案する取締役候補者について」2024年 5 月27日参照。

（15） ダイドー「株主総会検査役の選任に関するお知らせ」2024年 ６ 月17日
参照。
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は、両者が公開の場を通じて株主に対し自らの立場を主張する展開と

なった。

2024年 ６ 月の定時株主総会では、会社提案の取締役候補 5 名と、SC

提案の候補者 3 名が選任され、企業側が過半数を占める取締役会が発

足した。その結果、会社側が提示した中計の継続が事実上確定した。

⑶　株主総会後の動向
株主総会後の 7 月 5 日、ダイドーは大幅な増配を含む株主還元策を

公表し（16）、株価は急騰した。同日、SC が保有していた株式のほぼす

べてを売却したことが、 7 月12日付で提出された大量保有報告書によ

り明らかとなった。この売却について、SC の丸木氏は、投資家に対す

る受託者責任を踏まえた総合的判断であったと説明している（17）。また、

7 月10日には、SC の提案により ６ 月27日に選任された中山俊彦氏が、

7 月 9 日付で一身上の都合により辞任したことが判明し、就任から 2

週間にも満たない期間での辞任となった。

株主総会までの一連の攻防はダイドーの業績にも影響を及ぼした。

2024年 4 ～ ６ 月期の連結決算では、アクティビスト対応に伴う費用が

発生し、営業損益の赤字が拡大した。その後、同社は資産効率化への

取り組みとして保有資産の売却を進め、資本政策の柔軟性確保を目的

として資本金の減資を実施した。

SC の介入は、ダイドーの経営陣の刷新や資産効率化を促す側面が

あった一方で、株主提案により選任された取締役の早期辞任や、SC 自

身の迅速なイグジットといった動きを踏まえると、アクティビストの

介入が企業の中長期的なガバナンス改善にどこまで寄与したのかにつ

いては慎重な評価が必要である。結果として本事例は、多額の対策費

（16） ダイドー「株主還元に関する方針及び配当予想の修正（増配）に関す
るお知らせ」2024年 7 月 4 日、日本経済新聞「ダイドーリミテッド『戦略
変更なし』 株主還元130億円」2024年 7 月 5 日参照。

（17） 東洋経済オンライン「物議醸す『ダイドー株売却』の内幕を丸木氏語
る」2024年 7 月19日。
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用というコストを残しつつ、短期的な株主価値の実現が、必ずしも持

続的な企業価値の向上やガバナンスの安定に直結するとは限らないこ

とを示唆する一例となった。

３ － ３ �．オアシス・マネジメントによる北越コーポレーションへの

介入

⑴　初期のエンゲージメント
オアシスによる北越への介入は、SC によるダイドーへの介入と同様

に、最終的に委任状争奪戦にまで発展した事例である（18）。中間型に分

類されるオアシスは、2002年にセス・フィッシャー氏によって設立さ

れた香港の投資ファンドであり、日本企業への投資は設立当初から行

われている。オアシスは2019年から、製紙業を主力とする北越とのエ

ンゲージメントを開始した。2021年には「A Better Hokuetsu」と題す

るパブリック・エンゲージメント・キャンペーンを展開し、北越のワ

ンマン経営を問題視するとともに、事業改善や保有する大王製紙株の

売却などを提案した（19）。2023年には「Accountability NOW」と題する

新たなキャンペーンを公表し、岸本社長の再任に反対票を投じるよう

他の株主に呼びかけた（20）。

これに対し北越は、大王製紙株の保有は戦略的意義があると主張し、

経営目標の達成や株価パフォーマンスの実績を根拠として、オアシス

の主張は短期的利益の追求にとどまり、中長期的な企業価値や株主利

（18） なお、本件の背景には北越と大王製紙との間に歴史的な敵対関係が存
在するが、本稿ではアクティビストであるオアシスと北越経営陣との攻防
に焦点を当てる。

（19） オアシス「A Better Hokuetsu」、https://abetterhokuetsu.com/working-
together-for-a-better-hokuetsu-1参照。

（20） 詳細はオアシス「今こそ責任追及を：北越のコーポレートガバナンス
改善」、https://static1.squarespace.com/static/６4６19a70f45６be0６380f4211/
t/６4６a27c0435dc328a354af33/1６84６78６02277/Hokuetsu_Campaign_J_
vF.pdf 参照。
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に、最終的に委任状争奪戦にまで発展した事例である（18）。中間型に分
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ンマン経営を問題視するとともに、事業改善や保有する大王製紙株の

売却などを提案した（19）。2023年には「Accountability NOW」と題する

新たなキャンペーンを公表し、岸本社長の再任に反対票を投じるよう

他の株主に呼びかけた（20）。

これに対し北越は、大王製紙株の保有は戦略的意義があると主張し、

経営目標の達成や株価パフォーマンスの実績を根拠として、オアシス

の主張は短期的利益の追求にとどまり、中長期的な企業価値や株主利

（18） なお、本件の背景には北越と大王製紙との間に歴史的な敵対関係が存
在するが、本稿ではアクティビストであるオアシスと北越経営陣との攻防
に焦点を当てる。

（19） オアシス「A Better Hokuetsu」、https://abetterhokuetsu.com/working-
together-for-a-better-hokuetsu-1参照。

（20） 詳細はオアシス「今こそ責任追及を：北越のコーポレートガバナンス
改善」、https://static1.squarespace.com/static/６4６19a70f45６be0６380f4211/
t/６4６a27c0435dc328a354af33/1６84６78６02277/Hokuetsu_Campaign_J_
vF.pdf 参照。
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益の向上とは相反すると反論した（21）。2023年 ６ 月の定時株主総会では、

岸本社長の再任議案は前回2021年の賛成率80.21％から６5.13％へと低下

したものの、最終的には可決された。

⑵　委任状争奪戦と総会後の展開
2024年、オアシスは ６ 月の定時株主総会に向けて、岸本社長および

社外取締役 4 名の解任に加え、自ら推薦する社外取締役候補者の選任

などを求める株主提案を提出し、ガバナンスの形骸化を改めて批判し

た（22）。これに対して北越は、大王製紙との業務提携および大王株の一

部売却方針を発表し、オアシスの株主提案に正式に反対を表明した。

その理由として、業績が競合他社を上回っていること、オアシスの主

張が一貫性を欠き場当たり的であること、オアシスの推薦候補者が北

越の経営方針について明確な見解を持っていないことなどを挙げた（23）。

ISS およびグラスルイスも、取締役会の独立性改善や業績向上を評価

し、買収防衛策に関する議案を除いた会社提案への賛成を推奨した。

2024年 ６ 月27日の定時株主総会では、岸本社長の解任案を含むオア

シスのすべての提案が否決された。その後、2025年 3 月には、オアシ

スが北越の保有比率を18％から9.92％へと大幅に引き下げたことが、大

量保有報告書により判明した。

（21） 北越「オアシスのプレゼンテーションに対する当社取締役会の見解に
関 す る お 知 ら せ 」2023年 ６ 月 2 日、https://www.hokuetsucorp.com/pdf/ 
20230６02_release01.pdf 参照。

（22） オアシス「今こそコーポレートガバナンス改革の時」、https://www.
hokuetsucorpgov.com/hokuetsu-corp-gov-jp 参照。

（23） 北越「株主提案に対する当社取締役会意見に関するお知らせ」2024年
5 月22日、https://www.hokuetsucorp.com/newsrelease/release2024/
file/20240522_release03.pdf 参照。
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4 ．考察

４ － １ ．アクティビスト ３社の比較

前節では、バリューアクトによるオリンパス、SC によるダイドー、

オアシスによる北越への介入事例について、アクティビストの行動お

よび企業側の対応の経緯を整理した。本節では、まずこれら 3 社の特

徴を比較し、介入姿勢の違いを明らかにする。表 2 は、アクティビス

ト 3 社の概要や投資行動を整理したものである（24）。日本企業への投資

規模を見ると、オアシスが約 2 兆円と最大であり、バリューアクトが

約35億米ドル（ 1 ドル＝150円換算で約5,250億円）、SC が約1,000億円と

なっている。いずれのアクティビストも少数の企業に集中投資を行っ

ている。また、投資戦略においても、市場で過小評価されている企業

に投資し、企業価値の向上を図る点では共通性が見られる。

一方で、企業との関わり方には違いがある。バリューアクトとオア

シスが経営陣や取締役会との協働を重視するのに対し、SC は積極的な

働きかけを特徴としている。本稿で取り上げた事例においても、各社

の手法や企業への圧力のかけ方に違いが見られる。バリューアクトが

主として非公開での対話や取締役派遣を通じて協調的に介入している

のに対し、SC およびオアシスは、パブリック・キャンペーンや株主提

案権の行使など、公開の場における手法を併用している。

また、大量保有報告書によれば、本稿の事例における 3 社の保有期

間はいずれも概ね 2 ～ 4 年であるが、保有比率には大きな差がある。

保有期間中の最大保有比率は、SC が24.85％、オアシスが18％、バ

リューアクトが5.04％である。これらを踏まえると、 3 社の介入姿勢は、

バリューアクトが最も穏健であり、SC とオアシスが相対的に強硬であ

ると整理できる。この点は、本稿における分類（SC・強硬型、オアシ

（24） アクティビストに関する情報は、SC については SC のホームページおよ
び丸木（2025）、オアシスについてはオアシスのホームページおよび Fischer

（2025）、バリューアクトについては Breeding（2025）を参照している。

）
八
（

101



政
経
研
究

　第
六
十
三
巻
第
一
・
二
号
（
二
〇
二
六
年
九
月
）

八

4 ．考察

４ － １ ．アクティビスト ３社の比較

前節では、バリューアクトによるオリンパス、SC によるダイドー、

オアシスによる北越への介入事例について、アクティビストの行動お

よび企業側の対応の経緯を整理した。本節では、まずこれら 3 社の特

徴を比較し、介入姿勢の違いを明らかにする。表 2 は、アクティビス

ト 3 社の概要や投資行動を整理したものである（24）。日本企業への投資

規模を見ると、オアシスが約 2 兆円と最大であり、バリューアクトが

約35億米ドル（ 1 ドル＝150円換算で約5,250億円）、SC が約1,000億円と

なっている。いずれのアクティビストも少数の企業に集中投資を行っ

ている。また、投資戦略においても、市場で過小評価されている企業

に投資し、企業価値の向上を図る点では共通性が見られる。
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主として非公開での対話や取締役派遣を通じて協調的に介入している

のに対し、SC およびオアシスは、パブリック・キャンペーンや株主提

案権の行使など、公開の場における手法を併用している。

また、大量保有報告書によれば、本稿の事例における 3 社の保有期

間はいずれも概ね 2 ～ 4 年であるが、保有比率には大きな差がある。

保有期間中の最大保有比率は、SC が24.85％、オアシスが18％、バ

リューアクトが5.04％である。これらを踏まえると、 3 社の介入姿勢は、

バリューアクトが最も穏健であり、SC とオアシスが相対的に強硬であ

ると整理できる。この点は、本稿における分類（SC・強硬型、オアシ

（24） アクティビストに関する情報は、SC については SC のホームページおよ
び丸木（2025）、オアシスについてはオアシスのホームページおよび Fischer
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ス・中間型、バリューアクト・穏健型）とも整合している。もっとも、SC

およびオアシスが公開的かつ対抗的な手法を取るに至った背景には、

アクティビストとの対話に対する企業側の対応姿勢といった要因も影

響している。

４ － ２ ．対象企業 ３社の対応および介入前後の比較

アクティビスト介入時において、いずれの対象企業も経営やガバナ

ンス面で改善余地を抱えていた点で共通している。具体的には、ダイ

ドーでは長年赤字が続く主力事業の抜本的な改革が進まず、北越では

経営トップの長期在任や買収防衛策の再導入が問題視されていた。オ

リンパスにおいても、不祥事後の業績回復とガバナンス改革が継続的

表 ２　アクティビスト ３社の比較（SC、オアシス、バリューアクト）
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な課題となっていた。

一方で、アクティビストの介入に対する企業側の対応には明確な違

いが見られる。オリンパスでは、経営トップがアクティビストとの対

話を積極的に行い、社内では2017年に策定されていた「ブループリン

ト」をもとに改革構想が共有された。これに対して、ダイドーでは SC

の介入以前に中計の存在が確認されておらず、新中計は急遽策定され

た可能性が高い。また、大規模な株主還元策も、実質的にはアクティ

ビスト排除を意図した対抗措置としての性格が強く、持続的な改革へ

の明確な意思も示されていなかった。北越では、企業側がアクティビ

ストの経営関与意思の乏しさを指摘しつつ、自社の方針や成果を積極

的に開示したことが株主の信頼を得て、株主提案が否決される一因と

なった。

介入後には、各社においてガバナンス面で一定の変化が確認でき 

る（25）。オリンパスは監査役会設置会社から指名委員会等設置会社へと

移行し、社外取締役比率が高まり、バリューアクトから 2 名の取締役

を受け入れた。2020年のインタビューでは、当時社長であった竹内氏

がガバナンス改革の効果を示唆している（26）。これに対し、ダイドーお

よび北越では、機関設計の変更は行われなかったものの、社外取締役

比率が上昇し、北越では女性役員比率も上昇した。ただし、ダイドー

では SC の提案により選任された 3 名の取締役のうち 1 名が、就任か

ら 2 週間にも満たない期間で辞任した。

４ － ３ ．アクティビストのコーポレート・ガバナンスへの影響

以上を踏まえると、いずれの企業においてもアクティビストの介入

（25） アクティビストの介入が取締役会の構成に影響を及ぼし得ることを示
した先行研究の結果とも整合的である（e.g., Marquardt and Wiedman, 
201６; Berns and Williams, 2022; Rastad and Dobson, 2022）。

（26） 週刊東洋経済「狙われた会社のその後①─圧力テコに経営改善を断
行」2020年 4 月18日49頁によれば、竹内氏は「（ヘイル氏らが入ったこと
によって）取締役会としてもガバナンスが効いているとはどういう状態な
のかを体感している」と述べている。
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話を積極的に行い、社内では2017年に策定されていた「ブループリン
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た可能性が高い。また、大規模な株主還元策も、実質的にはアクティ

ビスト排除を意図した対抗措置としての性格が強く、持続的な改革へ

の明確な意思も示されていなかった。北越では、企業側がアクティビ

ストの経営関与意思の乏しさを指摘しつつ、自社の方針や成果を積極

的に開示したことが株主の信頼を得て、株主提案が否決される一因と

なった。

介入後には、各社においてガバナンス面で一定の変化が確認でき 

る（25）。オリンパスは監査役会設置会社から指名委員会等設置会社へと

移行し、社外取締役比率が高まり、バリューアクトから 2 名の取締役
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がガバナンス改革の効果を示唆している（26）。これに対し、ダイドーお

よび北越では、機関設計の変更は行われなかったものの、社外取締役

比率が上昇し、北越では女性役員比率も上昇した。ただし、ダイドー

では SC の提案により選任された 3 名の取締役のうち 1 名が、就任か

ら 2 週間にも満たない期間で辞任した。

４ － ３ ．アクティビストのコーポレート・ガバナンスへの影響

以上を踏まえると、いずれの企業においてもアクティビストの介入

（25） アクティビストの介入が取締役会の構成に影響を及ぼし得ることを示
した先行研究の結果とも整合的である（e.g., Marquardt and Wiedman, 
201６; Berns and Williams, 2022; Rastad and Dobson, 2022）。

（26） 週刊東洋経済「狙われた会社のその後①─圧力テコに経営改善を断
行」2020年 4 月18日49頁によれば、竹内氏は「（ヘイル氏らが入ったこと
によって）取締役会としてもガバナンスが効いているとはどういう状態な
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を契機としてガバナンスの改善や経営上の変化が見られ、介入は企業

変革を促す一種の触媒となり得ることが確認される。一方で、ダイ

ドーではアクティビスト対応費用により赤字が拡大し、SC が提案した

取締役のうち 1 名が就任から短期間で辞任するなど、介入が持続的な

ガバナンス改善にはつながらなかった。

こうした結果の違いには、アクティビストの介入姿勢の差が影響し

ている。SC は2022年10月にダイドー株の取得を開始し、2023年に株主

提案を行い、翌2024年に再度株主提案を実施した後、同年 7 月にイグ

ジットした。保有期間は約 2 年と比較的短く、最大保有比率は約25％に

達しており、強硬な姿勢を示していた。しかし、2023年の提案に至るま

での企業との対話は限定的であり、SC のホームページで公開されてい

るダイドー宛の書簡も、同年の株主提案公表時に 1 通のみである（27）。

これに対し、オアシスによる北越への介入は約 5 年に及び、 2 年間の

パブリック・キャンペーンを経て株主提案に至っている。また、バ

リューアクトとオリンパスとの間でもより継続的な対話が確認できる。

アクティビストの介入姿勢の差は、提案される取締役候補者の質に

も表れている。北越は、オアシスが提案した取締役候補者について、

経営への関与意思や企業方針に対する明確な見解が示されないと指摘

していた。それにもかかわらず、オアシスは株主提案を実施しており、

候補者の資質や経営への関与意思が十分に説明されないまま提案が行

われた点から、その介入には限定的な側面があった。一方で、オリン

パスがバリューアクトから受け入れたヘイル氏は、投資活動や国際経

営の経験に加え、ヘルスケア業界に関する知見を有しており、企業価

値向上に実質的に寄与し得る専門性を備えていた（28）。

このように、アクティビストの介入姿勢の差や、バリューアクトと

（27） SC「株式会社ダイドーリミテッド」、https://stracap.jp/all_daidoh_
limited。

（28） オリンパス「デイビッド・ロバート・ヘイル」、https://www.olympus.
co.jp/company/profile/officer/d_robert_hale.html?page=newgraduates 参照。

）
五
（

104

政
経
研
究

　第
六
十
三
巻
第
一
・
二
号
（
二
〇
二
六
年
九
月
）

四

オリンパスの協調的な関係は結果の違いを説明する要因となる。他方

で、いずれも協働的な関係を築いていない北越とダイドーにおいて、

なぜ北越では会社提案が可決され、ダイドーでは SC との対立が深まり、

経営の混乱を招くに至ったのかが問われる。その違いは、企業側の対

応姿勢、特にアクティビストや他の株主に対する対話のあり方、およ

び経営陣の変革に対する意思の差にあるのではないだろうか。北越は

他の株主に対して経営方針や成果について具体的に説明し、プレスリ

リースや公開書簡を通じて比較的透明性の高いコミュニケーションを

行ったことで、株主の理解を得てオアシスの提案の否決につながった

と考えられる。一方、ダイドーでは、企業側が株主やアクティビスト

と十分な対話を行っていたとは言い難い（29）。また、新中計の策定や大

規模な株主還元など、短期的な対応が目立ち、経営陣の変革に対する

意思が明確に示されていない。この点において、社内で改革案「ブ

ループリント」を策定したオリンパスとは対照的である。

以上より、本稿の事例分析からは、アクティビストの介入効果はそ

の介入姿勢のみならず、企業側の姿勢によっても大きく左右されるこ

とが示唆される。特に、企業側の姿勢の重要性という点は先行研究の

発見とも整合している。Francis et al.（2021）は実証分析により、経営

者の属性や姿勢がアクティビストの戦略に影響を与える要因であるこ

とを示しており、増田ほか（2025）によるインタビュー調査においても、

伝統的機関投資家およびアクティビストの双方が、経営者の姿勢がエ

ンゲージメントの成否を左右する決定的な要素であると指摘している。

本稿はさらに、企業側の姿勢が実際のエンゲージメントにおいてどの

ように影響を及ぼすのかを、事例分析を通じて具体的に示している。

（29） 日経ビジネス「 8 社に学ぶアクティビスト対応術 リクルートは株価
2 倍 向き合う姿勢で明暗」2025年 2 月 7 日によれば、山田政弘会長も株
主総会後、再びアクティビストに株式を保有された場合には、「まずは主
張を受け止め、会社として受け入れるべきことと受け入れられないことに
ついて、丁寧に対話していくに尽きる」と述べており、対話の重要性を認
めている。
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5 ．おわりに

本稿では、日本企業に対する株主アクティビズムが取締役会の変革

を通じて企業のガバナンスに与える影響を明らかにすることを目的と

し、事例に基づく定性分析を行った。三つの介入事例を比較し、次の

示唆を得た。第一に、企業への圧力や推薦候補者の質など、アクティ

ビストの介入姿勢が介入結果に影響を与えている。第二に、アクティ

ビストは企業変革の触媒となり得るが、その効果は企業側の姿勢、特

にアクティビストや他の株主に対する対話のあり方や経営陣の変革に

対する意思にも大きく左右される。

アクティビストは受託者責任に基づいて行動する存在であり、一定

の目的を達成すればイグジットすることが前提である。大日本印刷の

黒柳雅文専務は、米エリオット・マネージメントのイグジットに関し

て「私たちと一緒に企業価値を高めていきましょうと言っていたのに、

事業の成長を見届けないで去って行った。正直こんなものかと思った」

と述べており（30）、企業が自ら変革を主導する必要性を示唆している。

企業はアクティビストの介入を一時的な外圧として捉えるのではなく、

それを契機として自社のガバナンス課題を見直し、自律的に改革を推

進する体制を整えることが重要である。明確な変革意志と自律的な取

り組みがあれば、アクティビストのイグジット後も混乱が生じにくく、

ガバナンスの持続的な改善にもつながる。

もっとも、本稿にはいくつかの限界も存在する。第一に、本稿の分

析は主に公開情報に依拠しているため、非公開のエンゲージメントを

分析の対象外としており、その実態を十分に捉えているわけではない。

第二に、本稿は取締役会に焦点を当てた分析を行っており、取締役会

の変革を通じたガバナンスには一定の変化が確認されたものの、アク

ティビストが提案する課題の中には、親子上場や安定株主の解消と

（30） 日経ビジネス「リクルート HD、正攻法でアクティビストに隙与えず
1 年で『株価 2 倍』クリア」2025年 2 月12日。
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いった取締役会の枠組みを超えた側面も含まれている。したがって、

企業のガバナンスの全体像を包括的に把握するには至っておらず、こ

の点も今後の課題として残されている。
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令和 ３年 １ ２ 月 １ ６ 日　　　　教授会報告
令和 ４年　 ４月　 １日　　　　　　　施行

１．本要領の目的

本要領は、日本大学法学部機関誌編集委員会（以下「編集委員会」とい

う）にかかる機関誌に投稿する際の基本的手順について定めるものである。

２．投稿資格者

⑴　法学部、法学研究科および法務研究科の専任教員、名誉教授および定年

退職した元専任教員

⑵　以下の者については、編集委員会の審議を経て単著の投稿を認めること

がある。なお、投稿に際しては、法学部専任教員の推薦状を必要とする。

①　法学部非常勤講師

②　法学部客員教員

③　法学部以外の日本大学専任教員

④　法学部付置研究所研究員および法学部所属の日本大学研究員

⑤　法学部校友および法学部関係者で研究業績が認められる者

⑶　学外の研究者は、法学部専任教員の投稿の共著者となることができる。

⑷　大学院法学研究科博士後期課程学生は、指導教員の許可を得て『日本法

学』に「判例研究」を投稿することができる。

⑸　前 ４項の規定にかかわらず、退職記念号および追悼論文集については、

別の定めによる。
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３ ．研究倫理の遵守と権利保護
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⑵　校正は １週間程度で返却しなければならない。著しい返却の遅滞は、次

号掲載になることもありうる。
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